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令和５年３月 

大竹市議会定例会（第２回）議事日程 

                            令和５年３月７日10時開会 

日 程  議案番号        件        名         付  記  

第 １        会議録署名議員の指名 

第 ２ 議案第 ５号 令和５年度大竹市一般会計予算 

第 ３ 議案第 ６号 令和５年度大竹市国民健康保険特別会計予算 

第 ４ 議案第 ７号 令和５年度大竹市漁業集落排水特別会計予算 

第 ５ 議案第 ８号 令和５年度大竹市農業集落排水特別会計予算    一般質問及び 

第 ６ 議案第 ９号 令和５年度大竹市港湾施設管理受託特別会計予   総 括 質 疑 

           算                       （一  括） 

第 ７ 議案第１０号 令和５年度大竹市土地造成特別会計予算    

第 ８ 議案第１１号 令和５年度大竹市介護保険特別会計予算      予算特別委 

第 ９ 議案第１２号 令和５年度大竹市後期高齢者医療特別会計予算   設置・付託 

第１０ 議案第１３号 令和５年度大竹市水道事業会計予算 

第１１ 議案第１４号 令和５年度大竹市工業用水道事業会計予算 

第１２ 議案第１５号 令和５年度大竹市公共下水道事業会計予算 

第１３ 議案第１９号 地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整   （原案可決） 

           備に関する条例の制定について 

第１４ 議案第２１号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁   （原案可決） 

           償に関する条例の一部改正について 

第１５ 議案第２２号 大竹市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に   （原案可決） 

           関する条例の一部改正について          総 務 文 教 

第１６ 議案第２７号 大竹市放課後児童健全育成事業の設備及び運営   （原案可決） 

           に関する基準を定める条例の一部改正について 

第１７ 議案第２８号 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更に   （原案可決） 

           ついて 

第１８ 議案第３１号 大竹市マロンの里の指定管理者の指定について   （原案可決） 

第１９ 議案第３３号 令和４年度大竹市一般会計補正予算（第９号）   （原案可決） 

第２０ 議案第１８号 大竹市こども医療費助成条例の制定について    （原案可決） 

第２１ 議案第２０号 大竹市附属機関設置に関する条例の一部改正に   （原案可決） 

           ついて 

第２２ 議案第２３号 大竹市家庭的保育事業等の設備及び運営に関す   （原案可決） 

           る基準を定める条例の一部改正について 

第２３ 議案第２４号 大竹市特定教育・保育施設及び特定地域型保育   （原案可決） 

           事業の運営に関する基準を定める条例の一部改 

           正について 

第２４ 議案第２５号 大竹市認定こども園設置条例の一部改正につい   （原案可決） 
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           て 

第２５ 議案第２６号 大竹市国民健康保険条例の一部改正について    （原案可決） 

                                   生 活 環 境 

第２６ 議案第２９号 大竹市コミュニティサロンの指定管理者の指定   （原案可決） 

           について 

第２７ 議案第３０号 大竹市地区集会所の指定管理者の指定について   （原案可決） 

第２８ 議案第３２号 市道路線の廃止及び認定について         （原案可決） 

第２９ 議案第３４号 令和４年度大竹市水道事業会計補正予算（第２   （原案可決） 

           号） 

第３０ 議案第３５号 令和４年度大竹市工業用水道事業会計補正予算   （原案可決） 

           （第１号） 

第３１ 議案第３６号 令和４年度大竹市公共下水道事業会計補正予算   （原案可決） 

           （第２号） 

第３２ 議案第３７号 権利の放棄について               （原案可決） 

○会議に付した事件 

 ○日程第 １ 会議録署名議員の指名 

 ○日程第 ２ 議案第 ５号から日程第１２ 議案第１５号（一般質問・総括質疑・継続） 

○出席議員（１６人） 

    １番  賀 屋 幸 治         ２番  末 広 天 佑 

    ３番  藤 川 和 弘         ４番  原 田 孝 徳 

    ５番  小 中 真樹雄         ６番  中 川 智 之 

    ７番  小田上 尚 典         ８番  北 地 範 久 

    ９番  西 村 一 啓        １０番  和 田 芳 弘 

   １１番  網 谷 芳 孝        １２番  児 玉 朋 也 

   １３番  山 崎 年 一        １４番  日 域   究 

   １５番  細 川 雅 子        １６番  寺 岡 公 章 

○欠席議員（なし） 

○説明のため出席した者 

   市 長        入 山 欣 郎 

   副 市 長        太 田 勲 男 

   教 育 長        小 西 啓 二 

   総 務 部 長        佐 伯 和 規 

   市 民 生 活 部 長        中 村 一 誠 

   健康福祉部長兼福祉事務所長        三 原 尚 美 

   建 設 部 長        山 本 茂 広 

   建設部地籍調査担当部長        小 田 健 治 

   上 下 水 道 局 長        古 賀 正 則 

   消 防 長        小 田 明 博 
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   総務課長併任選挙管理委員会事務局長        柿 本   剛 

   危 機 管 理 課 長        田 中 宏 幸 

   企 画 財 政 課 長        三 井 佳 和 

   市 民 税 務 課 長        岡 崎 研 二 

   地 域 介 護 課 長        山 田 智 徳 

   福 祉 課 長        井 上   剛 

   都 市 計 画 課 長        山 田 浩 史 

   上 下 水 道 局 業 務 課 長        三 浦 暁 雄 

   上 下 水 道 局 工 務 課 長        中 司 和 彦 

   総 務 学 事 課 長        貞 盛 倫 子 

   監 査 事 務 局 長        敷 田 博 之 

○出席した事務局職員 

   議 会 事 務 局 長        三 上   健 

   議 事 係 長        北   修 治 
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令和５年３月大竹市議会定例会(第２回) 

一般質問及び総括質疑通告表 

 

 １                      １０番 和 田 芳 弘 議員 

質問方式：一問一答 

  空き家対策 

   令和６年４月１日から相続登記が義務化されます。対策は考えていますか。 

 ２                      １６番 寺 岡 公 章 議員 

質問方式：一問一答 

  なぜ事務の効率化を目指すのですか 

   ①１人１台ＰＣ導入以来、具体的にどのようなことが効率化されましたか。 

   ②それは昭和50年頃前後の職員数や平成初め頃をピークとした人件費、基本給の減少

に影響がありましたか。 

   ③これまでのＰＣのハード、ソフトの更新経費は、業務の効率化と質の向上、ひいて

は行政力や市民生活の向上に見合うものでしたか。 

   ④特に働き方改革以降、個々の職員の勤務時間などが適正化されているのは良いこと

なのですが、結果職員数の不足につながっていませんか。 

   ⑤令和５年度予算案では、ＤＸ推進事業の拡充が図られるようですが、10年後にどの

ような市役所業務になっているかイメージをお聞かせください。職員数にも注目し

ています。 

   ⑥いま注目されているＤＸの次には、行政でのＡＩチャットボットの活用が当たり前

になっていくと考えますが、ＤＸ推進と並行して今からイメージに加えておく必要

があるのではないでしょうか。いかがですか。 

   ⑦デジタル活用ではない面で、事務の効率化で工夫している例があれば御紹介くださ

い。 

   ⑧効率化で起こった変化によって、失われたものもあるのではないかと感じています

が、そういったデメリットは認知しておられませんか。 

   ⑨なぜ業務の効率化を目指すのですか。 

 ３                       ２番 末 広 天 佑 議員 

質問方式：一問一答 

  自治体のＡＩ活用について 

   ＡＩの発展が目覚ましい中、いろいろな活用方法が見込まれています。大きな事業だ

けでなく現場レベルの効率化にも大いに役立つと期待されます。大竹市でも以前から議

事録関係で導入は検討されていますが、そちらの状況についてお伺いいたします。 

   ①導入状況についてお聞きします。 

   ②選定理由をお聞きします。 

   ③検討期間においてのどのような課題があったか教えてください。 

   ④一般職員からどのように意見を収集して、活用したかを教えてください。 
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 ４                      １４番 日 域   究 議員 

質問方式：一問一答 

  県用水の実態を開示せずに受水を漫然と購入しています。不要な水であればその購入

はやめて、良質な防鹿の自己水を全市に供給しませんか 

   昨年９月議会での質問に引き続いて、県用水の問題を質します。大竹市には水質がよ

く量も十分な防鹿水源池があります。しかし、玖波地区には弥栄ダムからの県の高価な

上水を買って配水しています。30年前には足りないとして購入し始めたとしても、今は

不要です。キャンセルすれば、毎年１億円程度の節約になりますが、そのための配水管

の変更に幾らかかるかお尋ねします。当初から県に押されて受水し、今も無料の自己水

と高価な県用水の実態は伏せられています。安くて上質な水を全市民に供給しましょう。 

  少子化が異常事態になりました。給食無償化は大賛成ですが、加えて、地方から国に、

もっと先行実践をしませんか。もう時間はありません 

   自信にあふれた国の施策を最近は見かけません。現場から国に提言をしましょう。教

育と保育の無償化は完了したのに、少子化の一因が教育費だと言われます。実は、塾な

どの家庭教育費が重いのです。学校教育を変えましょう。ＰＤＣＡサイクルで言えばＣ

とＡが学校にはありません。その学力・理解力に応じた効率的な授業を提供すれば教え

る方も楽で、子供たちも不登校が減り、夜塾に行く必然性もなくなります。そのために、

大竹高校を参考に小中学校も塾の力を借りましょう。効率よく勉強し、思い切り遊べる

教育環境を。 

 ５                       ７番 小田上 尚 典 議員 

質問方式：一問一答 

  大竹市奨学金制度の存在理由と充実に向けて 

   令和５年度一般会計当初予算では、市の魅力を一層高めるための事業として、学校給

食費支援事業で給食費の全額免除や、こども医療助成事業では、対象が中学校卒業から

18歳までに拡充する方針が出されています。そのほかにも妊娠・出産時に一時金を給付

するなど、子育て世代への支援策は充実してきているように見えます。 

   しかし、日本学生支援機構が令和４年に発表した学生生活調査の結果では約50％の大

学生が何らかの奨学金を受給しているという結果が出ています。 

   家庭の経済事情で貸与型の奨学金を借りざるを得ない場合には、社会に出てすぐに返

済義務を負うことになり、教育格差が生まれる環境を学生時代につくり出しているとい

えます。 

   本市においては昭和42年から独自の奨学金制度を設けており、かつては新規貸付け者

が30人を超え、最大貸付額が4,500万円を超えたこともあったようです。 

   平成24年度に、大竹市に在住することで返還免除になる制度が適用されると、その後

は新規貸付者が10人を超えることなく本年まで推移してきています。 

   当初予算では、さまざまなところから声の上がっていた成績要件の緩和が行われるこ

ととなり、進展が見えるこの制度ですが、昭和42年の制定当初の目的から変更はないの

でしょうか。ないのであれば、返還免除の規定や成績要件の緩和は行われていないよう
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に感じます。 

   このたびの改正に至った理由やこれまでの背景を考えると、制度の目的を見直し、さ

らに人に投資できる奨学金制度に変えることはできないでしょうか。 

 ６                       ４番 原 田 孝 徳 議員 

質問方式：一問一答 

  介護人材の確保と育児・介護休業法について 

   2025年、本市の推計人口は、２万4,985人。そのうち後期高齢者は5,668人。これに65

歳から74歳までの高齢者を加えると、実に36％、３人に１人が高齢者となる。これに介

護職員不足の問題が一部で表面化してきており、2025年問題は喫緊の課題である。この

ような現状を踏まえ、介護人材の確保の観点から、本市の超高齢化問題にどのように取

り組んできたか。 

   また、その根底にある考え方について問う。 

  中山間地域の防災等について 

   100年に１度と言われるような豪雨に毎年のように見舞われ、また、昨秋は、これま

で経験したことのない台風が襲来するなど、気象環境の変化は、これまでの防災からの

脱却が急務であることを示唆しているかのよう。そこで今回は、特に中山間地域を中心

に高齢者や障害をお持ちの方の避難についてと、避難所や備蓄食料、防災グッズなどに

ついて、その現状と課題を問う。 

 ７                       ５番 小 中 真樹雄 議員 

質問方式：一問一答 

  部活の地域移行について再度問う 

   スポーツ庁と文化庁は昨年12月27日、かねて実施を表明していた公立中学校のクラブ

活動の地域移行について、2023年度から３年間としていた当初の目標達成時期を見直し、

可能な限り早期の実現を目指すと改めました。報道によれば、自治体関係者からすぐに

はできないとの声が多く聞かれたため、明確な期限を求めないことになりました。 

   ２月上旬の朝日新聞に、部活動顧問の苦悩が３回にわたり連載されています。それに

よると、20代の男性教諭はハードな部活動顧問がつらく何度も退職を考えたと言い、地

域移行は教員を続けていく唯一の希望なんですと語る。また、交際相手を探していた公

立高女性教諭が、教員は駄目なんですと断られた例も紹介されています。 

   山口県教委は2023年度の公立中二、三年の１学級の上限を35人から38人に増やすこと

にしています。教員不足によって授業を受けられなくなる事態を避けるための苦渋の決

断だとしています。中学校の2023年度教員試験志願者数は、2001年度以降で最少の296

人、倍率は最も低い3.0倍と言います。長時間勤務の常態化が教員不足を招いていると

言っていいでしょう。 

   内田良名古屋大教授は、部活動指導をしたくて教員になったという人が一定数いるこ

とを踏まえた上で、希望しない教員がただ働きに近い状況で、授業準備などの時間を犠

牲にしてまで担うほどの理由はないとし、部活の地域移行は重要と指摘しています。さ

らに金も専門家も不在なまま肥大化した部活動をそのまま地域に移すのは不可能とし、
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根本的な縮小を提唱。活動は週３日を上限とする愛知県豊橋市の例を挙げています。 

   そこで、大竹市教育委員会に問います。今回の設定期限の緩和により、改革の進み具

合に地域ごとの差が出てしまうとの懸念が出ています。部活の地域移行への取り組み方

は変わりますか。実現への工程表はできていますか。地域移行する上で何が一番大事だ

と考えていますか。障害は何ですか。教員の長時間労働を解消する上で、部活の地域移

行以外に何か方策があると考えられますか。新聞記事では、部活中心の職員室の雰囲気

がおかしいと感じていた。ずっと顧問を辞めたかったが、怖くて言い出せなかったと男

性教員が語っていますが、このようなことがないようお願いします。 

 ８                      １５番 細 川 雅 子 議員 

質問方式：一問一答 

  みんなでつくるまちづくりの現状と課題について 

   令和３年３月にまちづくり基本構想を策定して２年経過しました。基本構想では、

「笑顔・元気❤かがやく大竹」のキャッチフレーズのもと、８つの幸せを定め、幸せづ

くり未来宣言をしました。 

   未来宣言は、８つの幸せを実現するためのまちづくりの行動理念で、魅力あるまち、

笑顔が生まれるまち、未来に誇れるまちをみんなでつくりますと宣言しています。 

   ４年間をめどにつくられた、まちづくり基本計画、実施計画も折り返し点ですが、宣

言にうたわれた「みんなで」がどのように具現化されたでしょうか。これからの後半２

年間はどのように進めるのでしょうか。現状と課題、今後の方向性についてお尋ねしま

す。 

  



（５．３．７) 

－50－ 

 

１０時００分 開議 

○議長（賀屋幸治） おはようございます。定足数に達しておりますので、これより、直ち

に本日の会議を開きます。 

  日程に入る前に、お知らせがございます。 

  新型コロナウイルス感染予防のため、50分を目安として休憩を入れ、本会議場の換気を

したいと思います。御理解と御協力をお願いいたします。 

  これより、日程に入ります。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（賀屋幸治） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員は、会議規則第88条の規定により、議長において、14番、日域究議員、

15番、細川雅子議員を指名いたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

 日程第２～日程第１２〔一括上程〕 

  議案第 ５号 令和５年度大竹市一般会計予算 

  議案第 ６号 令和５年度大竹市国民健康保険特別会計予算 

  議案第 ７号 令和５年度大竹市漁業集落排水特別会計予算 

  議案第 ８号 令和５年度大竹市農業集落排水特別会計予算 

  議案第 ９号 令和５年度大竹市港湾施設管理受託特別会計予算 

  議案第１０号 令和５年度大竹市土地造成特別会計予算 

  議案第１１号 令和５年度大竹市介護保険特別会計予算 

  議案第１２号 令和５年度大竹市後期高齢者医療特別会計予算 

  議案第１３号 令和５年度大竹市水道事業会計予算 

  議案第１４号 令和５年度大竹市工業用水道事業会計予算 

  議案第１５号 令和５年度大竹市公共下水道事業会計予算 

○議長（賀屋幸治） 日程第２、議案第５号令和５年度大竹市一般会計予算から、日程第12、

議案第15号令和５年度大竹市公共下水道事業会計予算に至る11件を一括議題といたします。 

  ２月27日の議事を継続いたします。 

  これより、市政に対する一般質問及び来年度予算に対する総括質疑に入るわけでござい

ますが、この際、念のため御説明をいたします。 

  議会運営委員会の申し合わせにより、今回は代表制をとらず、質問時間は答弁を除いて

１時間以内とし、質問回数は５回以内ということになっております。 

  また、一問一答方式を選択された場合、１回目の質問は一括方式の形で行い、執行部か

らも一括で答弁を受けます。２回目の質問以降は通告された項目ごとに４回までの発言と

なります。 

  なお、時間の予告は従来の例により、５分前１打、１分前２打、定刻で乱打いたします

ので申し添えておきます。 

  それでは、質問の通告を受けておりますので、順次発言を許します。 
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  10番、和田芳弘議員。 

〔10番 和田芳弘議員 登壇〕 

○10番（和田芳弘） おはようございます。清誠クラブの和田でございます。 

  今回は、空き家対策について御質問いたします。 

  所有者が分からない土地の増加が公共事業や民間取引の妨げになったり、管理されずに

隣近所に悪影響を及ぼしたりする問題を解消するため、関係法令が改正され、令和６年４

月１日から相続登記の申請が義務化されました。また、正当な理由なく申請をしない場合

には、10万円以下の過料の適用対象となるとあります。 

  本市においても、令和４年度に空き家の実態調査を行っています。令和４年12月までに

終わる予定が、令和５年３月下旬まで延長されています。年度末には空き家が何件あるか

分かると思いますが、現在、昭和28年生まれまでの人が70歳を超えました。当時の世代は

車を持つこと、家を建てることが夢で、昭和50年前後に家を建て、それらの世代が子供を

２人から３人育てていると思います。その子供たちが県外に住んでいる、または別に家を

建てているなど、現在夫婦２人かまたはひとりで住んでいる家が、７割から８割ぐらいあ

るのではないかと思います。親が亡くなった後、子供が相続するとは思いますが、子供の

いない世帯もあると思います。近い将来ますます空き家が増える時代が来ると思います。 

  そこで質問いたします。 

  １番目、今まで空き家で相続登記がされてない家は何件ありましたか。 

  ２番目、子供がいない家の相続人は誰になるのですか。 

  ３番目、相続人が家の相続を放棄した場合にはどうなりますか。 

  本市は、どのような対策を考えているのか教えてください。 

  壇上での質問を終わります。 

○議長（賀屋幸治） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 議員がおっしゃるように、所有者が分からない不動産が公共事業や災

害復旧などの妨げになり、また、そうした不動産は管理が適正にされず、近所に悪影響を

及ぼす場合もございます。こうした問題の解決の一助となる相続登記の義務化につきまし

ての御質問をいただきました。ありがとうございます。 

  それでは、和田議員の御質問にお答えをいたします。 

  議員御指摘のとおり、所有者不明の不動産の利用を活性化させていくことと、相続登記

されないことによる所有者不明の不動産の発生を予防することの両面から、総合的に民事

基本法制を見直す、民法等の一部を改正する法律などが令和３年４月28日に公布され、令

和６年４月１日から相続登記の申請が義務化されます。 

  本市では法務局からの協力依頼を受け、所有者不明の不動産の解消に向けた新しいルー

ルを紹介したチラシを、死亡届の手続の際や固定資産税の相続人代表者指定届を送付する

際に配付するなど、法務局と連携して制度を周知しています。 

  相続登記とは不動産の所有者が亡くなったときに、その不動産の登記簿上の所有者を相

続人に名義変更する手続ですが、現在、相続登記がされていない所有者不明の不動産が全
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国的に増加しています。所有者不明の不動産は所有者の探索に多くの時間と費用が必要と

なり、公共事業や災害復旧・復興事業が円滑に進まない要因の１つとなっています。 

  また、民間取引や不動産の利活用を阻害したり、不動産が管理されず放置され、隣近所

への悪影響が発生したりするなど、さまざまな問題も生じており、高齢化が進む中で今後

ますます深刻化するおそれがあります。 

  本市においても空き家に関する相談が年々増加しており、適切な管理をお願いするなど

の対応をしていますが、所有者不明の空き家については、他市町に住民票や戸籍を請求す

るなど、所有者の探索作業に多くの時間と労力を要し、大変苦慮しています。 

  このたびの法改正で、不動産の相続人は、その所有権を取得したことを知った日から３

年以内に相続登記の申請をすることが義務化されます。これにより空き家の所有者の把握

が容易になり、適正管理のための情報提供や助言などを迅速に行うことができるようにな

ることを期待しています。 

  次に、相続放棄により相続人がいない空き家についてです。 

  相続を放棄しても管理責任は放棄できませんが、適正な管理がされないまま放置される

こともあります。そうした場合、倒壊や著しく保安上危険な空き家、いわゆる特定空き家

になる場合があり、略式代執行により市が解体せざるを得ない可能性もあると考えており

ます。 

  空き家の問題については、建物の所有者をはじめ、市民の皆様に早い段階から意識を持

っていただくことが重要であると考えており、空き家などの適正管理、活用の促進とあわ

せて、相続登記の申請の義務化についてもしっかり周知してまいります。 

  以上で、和田議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（賀屋幸治） 和田議員。 

○10番（和田芳弘） 質問の３番目の、相続人が親が死んだ後、相続を放棄した場合、これ

はいろいろその家によって違うと思うんですが、私が一番思うのは、大竹市で言えば立戸

地区、油見地区の山裾に、農道に建てた家が結構あります。車が入らない家が結構あるん

です。今でもそのうちの何軒かは空き家になっています。 

  今から申します、今の私らの年代が亡くなった後、子供などが相続した場合に、家を壊

すにも普通の家を壊すより倍ぐらい費用がかかると思いますし、家を壊してもその土地は

まず売れないと思います。そういう場合にその子供が相続した場合に、そのまま放置して

から放棄する場合に大竹市はどういう対処をするのか、ちょっと聞きたいんですが。よろ

しくお願いします。 

○議長（賀屋幸治） 都市計画課長。 

○都市計画課長（山田浩史） 和田議員がおっしゃるとおり、相続登記されない、相続をう

まく次の世代に継承されないと、なかなか空き家が減らないという状況がございます。 

  言われましたように、相続を放棄された特定空き家がありますと、行政の制度的には略

式代執行をせざるを得ないということになります。基本的に、もうその土地が売れないよ

うな場所なので、市がその費用を負担して代執行をすることになります。 

  途中の段階で、もし所有者が発見されればその方に請求することになりますが、そうい
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った費用の回収は極めて困難であると判断しております。 

  以上でございます。 

○議長（賀屋幸治） 和田議員、ちょっと待ってください。 

  先ほどの和田議員の質問の中に、相続登記がされていない数は分からないかという趣旨

の質問があったかと思うんですが、それの回答がなかったように思うんですが、それは分

からないなら分からないという回答でいいと思うんですが。通告にはなかったかも分かり

ませんけれども。 

  都市計画課長。 

○都市計画課長（山田浩史） 現在の空き家の中で所有者が分からないという件数がどれだ

けあるかというのは、市のほうで把握できておりません。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 和田議員。 

○10番（和田芳弘） その相続放棄した家というのは、何年も多分放っておくということに

なると思います。それでそういうときに、隣近所に大変迷惑をかけると思うんですよね。

そのために、大竹市だけの問題ではなく、これは全国的にそういう家は結構今から出てく

ると思います。これは国で何らかの法律をつくって対処しないと私は将来的に間に合わな

いと思うんです。そういうことです。 

  そのため、今ここでどうのこうの言うてもできません、多分。それで私から１つ提案が

あるんですが、今70歳以上、私らの年代の家が、人が、今さっき言った、昭和50年前後に

家を建てて、今もう40年以上家が建っております。それが近い将来私たちが亡くなった後、

子供が相続すると思いますが、親が元気なうちに、その家の相続人は誰か、または亡くな

った後その家はどうするのかぐらいは、各家の親に知らせて、どうするかぐらい調べたほ

うが後々のためにスムーズに事が進むと思いますが、どう思われますかね。 

○議長（賀屋幸治） 都市計画課長。 

○都市計画課長（山田浩史） 和田議員がおっしゃるとおり、私どものほうが放置されて空

き家になってしまう前に、早い段階から家族や相続親族と話し合って、今後の利活用につ

いて検討することが重要であると考えております。 

  このため市のほうでは、来年度の固定資産税の納付書の中に、空き家対策の話というこ

とで、空き家の適正な管理のお願いとか空き家化の防止、それから、空き家の活用等につ

いて周知するようなチラシを同封させていただくように考えております。 

  そのほかホームページ等にも掲載しておりますが、先ほど言いましたように、家族の方

で早い段階にいろいろと相談されることが危険な空き家の防止につながると思っておりま

すので、引き続き、その啓発に努めてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 市民税務課長。 

○市民税務課長（岡崎研二） 相続登記のことにつきましては、やはり相続人の方がそうい

った手続等をしっかりしていただくのが一番大事かというふうに考えております。 

  そのため市民税務課としては、先ほど市長が答弁したとおり、死亡届が出た際に法務局
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の不動産に関するチラシを配付したり、あと、固定資産税の件なんですけれども、そうい

った死亡届が出た人に対しましては、固定資産税の相続人代表者指定届の送付をする際に

も、法務局の不動産に関するチラシを同封いたしまして、周知のほうをしっかり図ってお

ります。そうしたことで、相続の登記の所有者不明の家屋等も、少しでも少なくしていく

よう努めていきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 和田議員。 

○10番（和田芳弘） 終わります。ありがとうございました。 

○議長（賀屋幸治） 続いて、16番、寺岡公章議員。 

〔16番 寺岡公章議員 登壇〕 

○16番（寺岡公章） チーム創安の寺岡でございます。 

  このたびは、なぜ事務の効率化を目指すのかというタイトルで、業務全般に対する効率

化について、その本来の目的に向かっているか確認させていただきたいと思います。 

  日本語で言えばかかるものがコストや時間で、効率と能率が使い分けられるようですが、

このたびはそれらで得られたパフォーマンスをひっくるめて、効率とさせていただきます。 

  さて今回の質問、タイトルだけ見れば効率化、当たり前じゃないかとお叱りもありそう

でございます。悪いことではないのは私自身も分かっておりますし、意識して進めるべき

であること、その立場は皆さんと変わりません。 

  ただ、効率を求めれば変化が生じます。一見改善されているように見える裏で、前のほ

うがよかったねと、こういった面もあろうかと思います。効率を求めるとはこの一長一短

がある事象を選択する作業の１つでしかないのではないかと考えます。 

  なぜ効率化が必要なのか、もっと優先させるべきことはないのか。世の中がそうだから、

長らくそうしてきたからと、このような上面の話で終わらせずに、職員の皆さんの業務へ

の向き合い方に触れることができればと思っております。 

  では、複数通告させていただいておりますので、具体的な部分、通告どおり伺っていき

たいと思います。 

  まず、職員１人１台のＰＣの導入以来、具体的にどのようなことが効率化されましたか。

それは昭和50年前後の職員数や平成初め頃をピークとした人件費、基本給の減少に影響が

ありましたか。 

  これまでのＰＣのハード、ソフト、アプリの更新の経費は、業務の効率化と質の向上、

ひいては行政力や市民生活の向上に見合うものでしたか。特には、働き方改革以降で個々

の職員の勤務時間などが適正化されている。これ自体はよいことなのですが、業務の総量

が減っているわけではありません。無理な残業や休日出勤が回避されているという反面、

実際のところ職員数の不足にはつながっていないでしょうか。 

  令和５年度予算案では、ＤＸ推進事業の拡充が図られるようです。10年後にどのような

市役所の業務になっているか、イメージをお聞かせください。そのときの職員数にも注目

をしています。 

  それから、今、ＤＸが注目をされていますが、その次には、行政でのＡＩチャットボッ
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トの活用が当たり前になっていくと考えます。ＤＸ推進と並行して、今からイメージに加

えておく必要があるのではないでしょうか。いかがでしょう。 

  また、デジタル活用ではない面で、業務の効率化で工夫している例があれば御紹介くだ

さい。 

  効率化で起こった変化によって失われたものもあるのではないかと感じていますが、そ

ういったデメリットは皆さんのほうで認知をしておられませんか。 

  最後に改めて、なぜ業務の効率化を目指すのですか。 

  こういったところをお伺いしていきたいと思います。まずは通告書どおりの、登壇して

の質問とさせていただきます。御答弁よろしくお願いします。 

○議長（賀屋幸治） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 社会情勢の変化などに伴いまして、当然実際に求められる業務は変化

してまいります。常に行財政改革を進め、業務の効率化が必要でございます。寺岡議員か

らは、そうした行財政改革を進める上での重要な視点について御質問をいただいたという

ふうに思います。ありがとうございます。 

  それでは、寺岡議員の御質問にお答えをいたします。 

  地方自治法第２条第14項の規定により、地方公共団体は、その事務を処理するに当たっ

ては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしな

ければならないとされています。このことからも、市民の皆様が本市で幸せに生活してい

ただくためのまちづくりの前提として、堅実かつ効果的な行財政運営を行うことが必要と

考えています。 

  これまで本市では、限られた人材、財源を有効に活用し、効率的で効果的に事業を進め、

将来を見据えて財政の健全化と行政サービスの向上を両立させることを目的とした行財政

改革の方針に基づき、さまざまな業務の効率化に取り組んできました。その中には、時代

に対応するための必要性に迫られて行ったものもありますが、その都度、より効果的な運

用を検討しつつ取り組んできました。 

  １人１台パソコンの導入についてですが、インターネットの普及による電子化の流れに

対応するものとして、導入を機に、それまでアナログで処理していた業務をより効率的に

行うためのツールとして活用できるよう、職員の意識づけが図られてきたものと考えます。

職員数や人件費などへの影響については、増減の要因はさまざまであることから、個別の

分析は難しいと考えます。 

  また、パソコンのハード、ソフトの更新経費が、業務の効率化と質の向上、行政力や市

民生活の向上に見合うものであったかとの御質問ですが、時代に対応して電子機器は更新

されていくものでございます。過度な財政負担とならないよう、必要な機能を維持する観

点から順次更新を行ってきており、その都度、効果的な使い方を模索しながら活用してい

ます。 

  働き方改革以降、職員の勤務時間などが適正化される一方で、職員数の不足につながっ

ていないかとの御懸念ですが、働き方改革以前に、本市では平成の大合併の時期から単独
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市制を維持する中で、土地造成特別会計の起債の償還スキームの実施など厳しい財政状況

を乗り越えるために、さまざまな行財政改革を行ってきました。その過程には、国の主導

により職員数を削減しつつ、地方分権の推進に伴う県からの権限移譲にも対応するなど、

限られた人員で優先順位をつけながら行財政運営を維持していかなければならない、極め

て困難な時期もありました。 

  現在の職員数は、会計年度任用職員なども含め、業務に必要な一定数を確保していると

考えていますが、時代の要請に応じつつ多様化・専門家する住民ニーズに対して、常に柔

軟な対応ができるかは判断が難しいところです。 

  ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進を踏まえて、10年後の市役所業務に

どのようなイメージを描いているかについてですが、ＤＸによって業務の自動化などが進

むことで職員の業務量が減少することが期待されますが、市としては、業務の量や質、財

政状況なども踏まえつつ、まずは市民の皆様へのサービスが低下しないことを念頭に、必

要な職員数を確保したいと考えています。 

  ＤＸと並行して、行政でのＡＩチャットボットの活用をイメージに加えておく必要があ

るのではないかとの御意見ですが、ＡＩチャットボットに限らず、業務の効率化や市民サ

ービスの向上に有効と考えられるツールについては、費用対効果を踏まえながら、今後、

活用を検討していく余地があると考えています。 

  逆に、デジタルを活用しない業務の効率化の取り組み事例はあるかとの御質問ですが、

市の業務を民間に委託することや業務フローの見える化などは、これまで本市で行ってき

た効率化の一例と言えます。 

  また、業務自体の効率化だけでなく、私が常日頃から職員にお願いしている市民の皆様

への元気で気持ちのよい挨拶、声かけ、応対、職員同士の挨拶など、日々の業務姿勢やコ

ミュニケーションを大切にすることも、結果としてスムーズな業務の遂行につながると考

えています。 

  業務の効率化がもたらした変化、デメリットをどのように考えるかですが、デジタル化

の例で言いますと、電子メールは、共有すべき情報を一度に多量に処理できますが、職員

同士が顔と顔を突き合わせてコミュニケーションを図る機会の減少につながるとも言えま

す。また、紙文書の電子化は、データが消失した場合の損失や作業負担が過大になるおそ

れがありますし、電子システムにトラブルが発生した場合、業者などに頼らざるを得ない

ことになります。こうした結果としてデメリットは挙げられますが、実際には、よりメリ

ットが大きいと判断したツールや手法を取捨選択しながら取り入れていくことが基本では

ないかと考えます。 

  以上、行財政改革の視点での本市の取り組みや考え方を述べさせていただきましたが、

なぜ業務の効率化を目指すのかという問いにつきましては、最初に述べましたとおり、市

民の皆様の幸せな暮らしを守るための前提として、堅実かつ効果的な行財政運営を行うこ

とが第一であると考えています。 

  ただし、それは財政面だけの問題ではなく、職員の日々の業務負担を軽減し、それによ

って生まれた時間や人員を有効活用し、大竹市まちづくり基本構想が目指すまちの将来像
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と未来にあふれる幸せの維持・実現のためにつながる取り組みに、職員自身がやりがいを

持って注力できるようにするということも念頭にあります。 

  今回の議員の御意見、御提言を参考にしながら、大竹市まちづくり基本構想のキャッチ

フレーズ、「笑顔・元気❤かがやく大竹」を職員が率先して体現できるよう、効率化のみ

を目的とすることなく、効率化によって生まれる効果を見据えて行政運営を行っていきた

いと思います。 

  以上で、寺岡議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（賀屋幸治） 寺岡議員。 

○16番（寺岡公章） 御答弁ありがとうございます。 

  市長からいただいた御答弁、最後の辺りがかなりしっくり来ました。市長として効率化

についてこのように考えているという部分を述べていただいたんですが、細かなところ、

通告させていただいている上から行きたいんですが、随分昔に職員１人１台のＰＣ配備に

ついて一般質問をさせていただきました。そのときの市長からは、情報のオープン化、仕

事のネットワーク化、業務の標準化、それから、内部文書のペーパーレス化、こういった

ことを進めていきたいというふうにお答えをいただきました。時代の感覚で言えば、こう

いったものは現在、大体達成できているのかなというふうに受け止めてます。 

  そうであれば、もし仮に職員数そのものが減っていなければ、今時点で職員１人１人の

負担というのは軽くなっていたのかなというふうにも推察します。要は当時の職員数のま

までいろいろな業務化、効率化、ＰＣを使うことによってできてきたということであれば、

負担は減っていたのかなと。 

  ただ、御答弁の中にもありましたかね、当時の公務員を減らせという時代背景、風潮、

また、空気もあったと思います。それらが続く中で、職員削減をせざるを得ない状況であ

ったと。そういったところはもちろん理解をしています。業務量に対して職員数が少ない、

厳しい、根性だけではいかんともしがたい時代があったと。それを当時の職員の皆さんは

それぞれの努力と、また、ＰＣ配備という効率化によって乗り越えてこられたんだと思い

ます。 

  この議場におられる執行部の皆さん、課長、部長なんですが、その皆さん方はあの時代、

権限移譲とか厳しかった時代、三位一体の改革の頃ですかね、経験しておられます。もし、

あのときにＰＣが十分になかったらと想像すると、実際に送ってきたよりももっと慌ただ

しい時期だったんだろうなというふうに思います。幸いにも当時は何とか人員の削減とＰ

Ｃ配備による効率化のバランスが保てていた状態であったと、そういった場面、いろいろ

思い起こすシーンもあろうかと思います。 

  会計年度任用職員の話も少ししてくださいました。会計年度任用職員でも数種類のアプ

リケーションが使えれば、通常の事務であればなかなか支障が出ない程度にその役割を果

たしていただける、役割を高めていただくことができるかなと感じております。これもＰ

Ｃを配備してきた成果の１つであるかなと受け止めています。 

  この令和の時代で、ＤＸの推進やチャットボットの広まりといった流れです。メディア

ではメタバースやＮＦＴ、よく取り上げられています。デジタルは活用によっては大幅な
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効率化が図られるはずです。あくまでツールとしてですけどね。昭和や平成の頃には職員

削減の大きな流れがありましたけれども、このたびは今のところ、そのような大きな流れ

は感じられない。目的である市民福祉の増進ですか、市民福祉の増進に向けて気持ちの余

裕を持ってそれぞれのお仕事に導入されるとしたら、このデジタル化、どう生かされるか、

ぜひイメージを、一人一人が膨らませておいていただきたいと思います。 

  くしくも副市長が、３期目就任の御挨拶の中で、世の中の流れを読むという基本姿勢と

いった言葉を話されました。職員の皆さんは安心してこの先のことを考えながら取り組ん

でいただけることと思います。 

  全体的な業務の効率化について、目指す概念については先ほど市長から御答弁いただい

たもので、おおむね理解、納得をさせていただいております。特に効率化だけでなく、挨

拶やコミュニケーションが大切であるというフレーズは全くもって同意をいたします。こ

のあたりは現場の皆さんにも忘れてほしくない、忘れてもらいたくない要素ですね。 

  御答弁の中から１点、効率化のデメリットが認知された場合、その解消についてどのよ

うに今対応しておられるのか。放置しておられるわけはないと思うんですが、通常の業務

で浮かんできたデメリットに最も早く気づくのはそれぞれの担当の職員だと思うんですが、

そういった現場の声が、仕組みをつくる階層、長がつく皆さん方、ここにスピーディーに

届いて改善されていけばいいんですが、改善されて共有がしっかりされているのか、この

あたりちょっと伺っておきたいと思います。いかがでしょうか。 

○議長（賀屋幸治） 企画財政課長。 

○企画財政課長（三井佳和） お答えいたします。 

  デメリットの部分の解消策というところでございます。当然デジタル化が進めば便利に

なる一方で、例えばセキュリティであったりデータが消失する可能性等もございます。そ

ういったところについては、やはり職員の意識というところが一番大切になろうかと思い

ます。 

  当然、喪失しないよう、環境整備はもちろんですが、職員の意識が高まるように研修等

を行いながら、セキュリティ対策等もしっかりと行っていきたいというふうに思っており

ます。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 寺岡議員。 

○16番（寺岡公章） まずはそういったことが起こらないようにという心がけをお話しいた

だいたんですが、問題というより、今、効率について話してますので、効率化の反面浮か

んできたデメリット、現場の皆さん方、前のほうがよかったねとか、そういった感想を持

たれるケースもあると思うんですよ。そういうときにその現場の声がしっかり上に上がっ

て、見直して、また、それが現場にフィードバックされていくというふうな仕組みが今ど

うなっているのかなというところを伺ったんですが、いかがでしょうか。 

○議長（賀屋幸治） 企画財政課長。 

○企画財政課長（三井佳和） すみません、ちょっと答えになっているか分かりませんが、

やはり各職員同士のコミュニケーションが大事だと思います。日々のいろんな業務を行う



（５．３．７) 

－59－ 

 

中で、各職員が話をする中で、この業務はこうしたほうが効率的なんじゃないか、もしく

は先ほど寺岡議員が言われましたように、前のほうがもっと効率的だったんじゃないか、

いろいろ出てこようと思います。そういったところを小さな部分では解決していく、そし

て、もし組織としてそういったものの解決を図ろうと思えば、今行財政システム改善推進

本部というのを月に１回以上開催しております。そういうところの議題として各課から挙

げていただければ、組織全体としてそういう仕組みが変わっていくだろうと思います。そ

ういった小さなところから始めているところです。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 寺岡議員。 

○16番（寺岡公章） ありがとうございます。 

  そうすると、やはり課題が発見されたものがどれだけ早く解決されるかというところが

大切になってきますので、引き続きしっかり現場の皆さん方が声を出しやすいような、そ

して届きやすいような組織であっていただきたいなと思いますので、引き続きよろしくお

願いいたします。 

  効率化の手段としてのデジタル行政の構築、このたびいろいろ調べてみました。改めて

というところですが、すると、ある書き物の一文が目に留まりまして、短いので紹介をさ

せていただくと、自治体におけるＤＸを推進する理由の根本には、少子高齢化による人口

減少が挙げられます。人口減少により地方では過疎化が進んでいます。これが一定の域を

超えると、ごみの収集や上下水道のメンテナンスといった社会インフラや公共交通サービ

スを提供するためのコストがかかり過ぎてしまい、最終的に提供できないレベルに至りま

すと。 

  デジタルを活用して効率化して、コストパフォーマンス維持しましょうという内容なん

ですけれども、これ本質的なところは、10年以上前に市長がお話をして、ずっと進めてこ

られた市民自治の考えそのものなんですよね。近い将来に見えている人口減を、市民自治

を進めることで地域を守っていく、そういった考え方を進めてこられ、先見性を持って実

際に取り組んでこられました。来年度からさらに力を入れていくＤＸの推進、それと、大

竹市がもともと培ってきた市民自治のノウハウ蓄積、この両方が生かせれば、大竹市の行

財政、ますます安定感が増すと考えているところです。 

  ただ、体感的にですが、もう何年もこの議場、それから、委員会室でも、あまり市民自

治という言葉を耳にしなくなっているなというような気がしています。このＤＸ推進のと

きに、今こそ市民自治をというふうに思うところですが、これまでと何かお考えが変わっ

ているところがあればお話をいただきたいと思うんですけど、これまでと同様に市民自治

に力を入れているよと思っていてよろしいでしょうかね。いかがでしょう。 

○議長（賀屋幸治） 市長。 

○市長（入山欣郎） 市民自らがこのまちを治めていくという、大変重要な課題だというふ

うに思います。 

  ただ、残念ながらこのコロナ禍の影響で、市民の皆様方がお互いに集まって話し合う機

会が非常に少なくなってきているというような状況がございます。それと、社会的な風潮
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で、リーダーシップを取る人たちを後ろから指さしてせせら笑うような風潮が世の中に出

てきたと、大変残念な世の中になりつつあるというような気がしてなりません。 

  そういう意味で、もう一度リーダーシップを取ってくださる方は周りの人間がみんなで

支えていく、そういうようなことができないかなと、いろんな場面でそういうことが発言

できないかなというふうに思いますが、なかなかそういう機会がないので残念に思ってお

ります。 

  まさに市民の皆様方が自分たちでリーダーシップを取ってくれる人たちを選び、そして、

それを実行していく。今度、議会の選挙もございます。まさに皆さん方が地域のリーダー

シップを取っていただく、それを支えてくださる市民の皆さん方が多くいらっしゃる、そ

ういうようなまちになってほしいなというふうに、いつも思っているような次第でござい

ます。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 寺岡議員。５回目です。 

○16番（寺岡公章） ありがとうございます。リーダーシップというキーワード、聞かせて

いただきました。 

  今後、私もこの点についてはまた勉強していきたいと思います。 

  市民自治そのものの概念はお変わりでないというふうに受け止めました。時代が流れて

変わっていって、変化が当たり前になっているというところです。流れも早いなと、皆さ

んも感じているところだとは思います。ついて行くのももちろん大事ですけれども、これ

まで培ってきたものを見極めながら、いろんなものをツールとしてしっかり利用していた

だきたいと思います。 

  効率化の目的である市民福祉の増進、これをお互い見失わないように、今後、拡大され

るであろう職員１人１人の余裕、これを十分に生かして業務に臨んでいただきたいと思い

ます。今後、新しいものがどんどん挙がってきて戸惑う場面もあるかもしれませんが、し

っかり地に足をつけて、業務の遂行よろしくお願いします。 

  終わります。 

○議長（賀屋幸治） 一般質問の途中ではございますが、議場の換気のため暫時休憩を行い

ます。 

  なお、再開は11時を予定いたしております。よろしくお願いいたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

１０時５１分 休憩 

１１時００分 再開 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

○議長（賀屋幸治） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  一般質問を続行します。 

  続いて、２番、末広天佑議員。 

〔２番 末広天佑議員 登壇〕 

○２番（末広天佑） スマイル会、末広です。よろしくお願いいたします。 
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  自治体ＡＩ活用についてというタイトルで御質問させていただきます。 

  ＡＩ技術は近年著しく発展しており、さまざまな分野で応用が進んでいます。自治体で

もＡＩを活用することで、行政の効率化やサービス向上が期待されます。例えば行政書類

の自動処理、災害時の迅速な対応、住民の声に応じたサービスの提供などが期待されてい

ます。多くの自治体でも導入が始まっており、さまざまな活用が見込まれています。 

  本市でも少し前から議事録を自動化するためのＡＩの導入を検討されており、本年度で

はスタートアップ的な意味で比較的安価なシステムを導入される予定とお聞きいたしまし

た。 

  今回お聞きするのは、その導入するソフトについてではなく、どのような過程で検討さ

れて、これから導入されるかをお伺いいたします。 

  総務省が公開しているＤＸの推進手順書や専門家の指南書には、自治体においてＤＸを

推進するには、自分ごととして考える必要があるというフレーズが頻出します。なぜ自分

ごととして考えることが重要なのか。職員１人１人がどうやったら自分ごととして考えら

れるようになるかをまずまとめて周知することが大切であり、それがスタートラインとし

ています。 

  ＤＸは新しいシステムを導入して終わりではありません。システムをどのように使いこ

なし、機能を最大限に活用し、業務の効率化を図るために常に考える必要があります。言

い換えれば、どうすれば業務をより簡単に、楽に進められるかを常に考える必要があると

いうことです。 

  業務が早く楽に行えるようになれば、職員の心や時間に余裕が生まれ、ほかの作業にも

手が回り、住民サービスの質の向上にもつながります。逆に上から指示されただけという

意識だと、表面上は仕事をしているように見えても、いつまでたってもマニュアルに従っ

た作業にとどまり、システムを利用するのではなくシステムに使われるだけで、効率化に

つながらない例が多くあります。最悪の場合、先ほど寺岡議員も同じことをおっしゃって

いましたが、使いこなせずに必要な作業を切り捨てることになったり、元のやり方に戻る

ことになり、時間やコストの無駄にもつながってしまいます。そうならないよう、自分の

業務にどうシステムを落とし込むか、自分ごととして考える必要があります。 

  例えば今回導入する議事録のＡＩも、今の体制そのままで使うのではなく、音声認識を

高めるために会議のやり方を変えてみるとか、よりクリアに録音するために場所を変えて

みる、マイクを替えてみるなどのアプローチも必要かと思います。 

  本市でも推進手順書を参考にして、ＡＩ導入、ＤＸを進められていると思いますが、こ

の自分ごとで考えるということをどのようにお考えでしょうか。 

  また、今回のＡＩシステム導入過程でどのようにして職員に周知していったか、その上

でどのような課題があったか、その過程は自分ごとにつながるようなアプローチだったか

をお伺いいたします。 

  壇上での質問は以上です。よろしくお願いいたします。 

○議長（賀屋幸治） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 
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○市長（入山欣郎） 行政というものは民間企業と違って、先行して利を獲得するというも

のではない。新たな技術の活用については、他市町の事例なども参考にしながら、その効

果をしっかりと見定めて取り組む必要がある、そのように思っております。ＡＩ議事録作

成支援システムを、そのような視点を持って検討してきたところでございます。御質問あ

りがとうございます。 

  それでは、末広議員の御質問にお答えをいたします。 

  大竹市行財政システム改善方針における効率的な事務の推進の取り組みとして、令和３

年度に各種会議の議事録作成に係る事務について調査したところ、職員の議事録作成に要

する時間が年間1,000時間以上であったことから、ＡＩを活用した各種会議などの議事録

作成事務の効率化に全庁で取り組むこととし、今年度、ＡＩ議事録作成支援システムの導

入に向けた検討を行ってきました。 

  導入に当たって今年度は、効果的な機器を選定するため、他市町で導入実績のある２つ

のシステムを試験導入し、実際の会議で導入することで、音声データをテキスト化する時

間やテキスト化の精度などを比較検証しました。その結果、システムの性能としては大き

な差はなく、議事録作成に係る事務負担の削減効果はどちらも約３割でした。この議事録

作成に要する時間に係る削減効果及び平均人件費を基に効果額を算出したところ、システ

ム利用経費以上の人件費削減効果が見込めることから、新年度予算に計上したところです。 

  次に、システム導入に係る課題や職員からの意見収集、活用についてですが、システム

を利用した部署に対してアンケートを実施し、意見などの集約及び課題の整理を行いまし

た。 

  課題としては、人名や地名、方言、専門用語などが正しくテキスト化されない点などが

挙げられました。これらは会議における発言者の発話の正確性や利用環境によりテキスト

化の精度が左右されることや、あらかじめ固有名詞や専門用語を単語登録していなかった

ことなどが要因と考えられます。今後は、集音環境の改善のほか、システムを利用する頻

度を上げることで、各部署が利用に慣れていき、より事務効率が向上していくと考えてい

ます。 

  また、ＡＩ議事録作成支援システムの導入に限らず、ＤＸ（デジタルトランスフォーメ

ーション）を推進していくためには、先行する他市町の取り組み事例などを把握し、本市

にとって有効な手法を調査・研究していく必要があります。令和５年度においては、他市

で実績のあるデジシップひろしまに参画することで、広島県からデジタル人材を本市に派

遣してもらうための予算を計上しているところです。 

  本市としましては、この取り組みにより新たな専門人材を配属することができ、情報シ

ステム管理やＤＸなどの推進体制が強化されるとともに、職員一人一人の意識の変化にも

つながっていくことを期待しているところです。 

  以上で、末広議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（賀屋幸治） 末広議員。 

○２番（末広天佑） ありがとうございます。 

  なかなか自分ごととして考えるっていうのが難しいことだと思います。ヒアリングのと
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きにもお聞きしたんですが、職員の意識を変えるのは大変難しいというお言葉を耳にしま

した。私も自分の会社では非常に苦労しています。 

  行政にはいろいろな制限があり、なかなか先行して事業が行えないということもあると

思うのですが、そういったことも、あれもこれもなかなか難しいというようなお言葉も理

解できます。ただ、このままではいけないというのは頭でも理解されているのだろうなと、

ヒアリングの中でも感じました。少しずつでも変えていきたいということも、ヒアリング

の最後に言われてました。 

  それでは、どこから始めたらいいのでしょうか。私は一番の方法は、体験することだと

思っています。今回、令和５年の予算書の一般会計部分を自分でエクセルでデータ化して、

検索できるようにしました。令和４年度も去年作成したのですが、時間で言うと最初は半

日ぐらいかかったと思います。ですが、令和５年度のものには、今大変話題になっている

ＣｈａｔＧＰＴというＡＩで、先ほど寺岡議員の話の中でもありましたＡＩチャットボッ

トに活用が期待されているＡＩですね。こちらで使用されている大規模言語モデル、要は

ＡＩの脳みそにサポートしてもらいながらエクセルを駆使して、半日が３時間程度に短縮

できました。 

  最初にも言いましたが、ここ半年でＡＩが目覚ましい進化を遂げています。実を言うと、

この一般質問の原稿も、３割程度ＡＩに書いてもらっております。句読点や文章の違和感

なども読み込ませて、訂正してもらっています。初めて触ったときに、こんなことできる

のかと感動しました。 

  また、今回導入予定の議事録ＡＩと比較するためにこのＣｈａｔＧＰＴと同じメーカー

がつくっている音声認識を使用して、過去の定例会などをユーチューブの動画から文字起

こししてみたら、２時間の会議が10分で文字化できて、精度も非常に高いものができまし

た。しかもコストがほとんどかからないです。 

  ただ、今の段階で行政にそのまま導入するのは非常にハードルが高いため、私も今すぐ

こういったＡＩを導入してほしいと思っているわけではございません。単純に今のシステ

ムやＡＩはこういうことができるんだ、こんなことで効率化ができるんだということを体

験していただきたいのです。できれば、そのような体験を少しでも共有する場を職員につ

くっていただきたい。そうすれば体験している分、新しいシステムを検討するときにでも、

そこまで警戒感なくスムーズに取り組めると思います。 

  他自治体の例でも、ＤＸ専門の部隊の方が、現場で目の前ですぐできるようなシンプル

な業務自動化をすぐに作成して、それを職員にその場で体験してもらうことでＤＸを身近

に感じ、警戒感が薄れ、コミュニケーション自体がスムーズになったというお話もお聞き

しました。 

  先ほど御答弁いただいた中にも少しあったんですけれども、来年度ＤＸの専門家が１人

派遣されると聞いています。デジシップひろしまという広島県の制度で。ぜひ専門家の方

には、職員に体験してもらう場をつくっていただきたいと思っております。執行部はどの

ような活躍を専門家に望まれているのかをお伺いいたします。 

○議長（賀屋幸治） 総務課長。 
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○総務課長併任選挙管理委員会事務所長（柿本 剛） それでは、デジシップひろしまに関

する御質問についてお答えをさせていただきます。 

  広島県全体のＤＸを効果的に進めるために、県と市町で協働してＤＸを推進し、情報シ

ステム人材の採用、育成、活用を県と市町が一緒になって取り組む枠組みとしてデジシッ

プひろしまが構築されることとなり、本市も参画をいたします。 

  本市の取り組みの一環として、来年度からデジタル人材の派遣を広島県から受けるとい

うことができるように、現在、手続を行っておりますが、正式に決定しているわけではな

いので、その点はお含みおきください。 

  派遣されたデジタル人材の担当業務といたしましては、デジタル知識を有する専門アド

バイザーとして、既存の情報処理システムやネットワークの問題点、課題の抽出、あるい

は解決策をはじめ、今後必要な情報施策や業務改善策などを、市職員と一緒になって検討

してもらうということを予定をしております。 

  先ほど自分ごととして職員が考える必要があるというようなお話がございましたけれど

も、今回の県の派遣申請に先立ちまして、今年度派遣を受けている江田島市の状況をお伺

いしました。江田島市での効果としましては、職員のＤＸに関する意識の変化、あるいは

意欲の向上、業務改善へのモチベーションが上がったという点などについて挙げておられ

ました。 

  本市におきましても、職員の意識改革といった効果を期待しております。まさに自分ご

ととして今後考えていかなければならないというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 末広議員。 

○２番（末広天佑） ありがとうございます。大変楽しみにしております。 

  おっしゃるとおり、職員と一緒になって改善を進めていただけたら一番だと思いますの

で、ぜひそのように進めていただければと思います。 

  最後にちょっとお伺いしたいんですけれども、ヒアリング時に、行政における改善はあ

る一定の成果がないと反映できない、金額で言うと結構大きな金額だったと思うんですけ

れども、先ほど寺岡議員の質問の答弁の中で、小さく始めていきたいっていう答弁があっ

たと思うんですが、このなかなか大きな成果を最初から求めると失敗もそれ相応に大きく

なるのは十分御理解いただいていると思うんですけれども、小さく始めるというところで、

なかなかそれが矛盾しているのかなと先ほど聞いていて思ったんですが、今後、それをど

ういうふうな体制にしていきたいか、お考えはありますでしょうか。お聞かせいただけれ

ばと思います。 

○議長（賀屋幸治） 企画財政課長。 

○企画財政課長（三井佳和） お答えいたします。 

  効率的な取り組みに対しては、いろいろケース・バイ・ケースがあろうかと思います。

例えば、ＡＩ議事録の導入については、来年度は29万円の予算で導入をします。削減効果

としては、今人件費の削減が約60万円と見込んでおります。そうしますと30万円程度の効

果があろうかと、そういうことを見込んで導入するということ。 
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  そして、先ほどの寺岡議員の効果的な取り組みについては、職員が会話などでコミュニ

ケーションを取ることによって少しずつその仕事の仕方を改善していく、そこは小さな取

り組みかもしれないですが、それが気づきになってだんだんと組織的に大きく改善につな

がっていく可能性もあるという意味でお伝えをしたというところでございます。 

○議長（賀屋幸治） 末広議員。 

○２番（末広天佑） ありがとうございます。ぜひ執行部の方にはコミュニケーションを職

員の方としっかり取っていただいて、職員間のコミュニケーションもしっかり聞いていた

だいて、ちょっとしたことから始めて、ちょっとした失敗を許容できる空気づくりをして

いただきたいなと思います。専門家の方に全て任せるのではなく、空気感を変える場所づ

くりをしていただきたいと思っております。 

  業務の改善はちりも積もれば山となるです。議会でも若いメンバーで積極的にツールを

活用しながら、議会運営のスムーズ化とともに、皆さんにもこれはいいねと思っていただ

けるような活動を、私も心がけていきたいと思います。 

  以上、質問を終わらせていただきます。 

○議長（賀屋幸治） 続いて、14番、日域究議員。 

〔14番 日域 究議員 登壇〕 

○14番（日域 究） くろがねの日域でございます。 

  通告の順番をちょっと入れ替えさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

  地方自治体は、国から独立した団体です。国や県の部下ではありません。１月18日の議

員研修会で、法政大学教授の土山希美枝先生のお話がありました。地方分権一括法を絡め

てのお話でしたが、ああそうだったのかと腑に落ちる点の多い、私にはそんな勉強会でし

た。 

  その１つが、通達と通知の違いです。機関委任事務が残っていたそれまでは、通達とい

う上位者が部下に対して発出する命令という意味の通達が国から地方自治体に出されてい

ましたが、今では対等の関係なので、お知らせである通知に変わっています。 

  そして、どうしても国の言うとおりにしなくてはいけない種類のものもありますよね。

それは法定受託事務というふうになっております。以前は国の役人が、部下に命じるよう

に市長に命じていたのですが、それらに今は具体的な法の裏づけを与えたんです。これが

さっきの法定受託事務ですね。 

  例えば衆議院選挙があるときに、大竹市長にそれを無視する権利があったら大変なこと

になりますよね。だからそれはもう国が決めたら絶対やらなくちゃいけない、そういうこ

とです。 

  要するに、通達であれば市長は逆らえない、それゆえに議員としてもなぜやるのかって

質問することはできませんよね、義務ですから。しかし、通知であれば、その内容を市が

受け入れるとしても、そこには市長の判断があるわけですから、そこには質問の余地が生

じます。要するに、あのときの先生のお話は、たとえ国の言うとおりにしたのであっても、

なぜそのとおりにするんですかっていう質問ができるわけですから、皆さん頑張って質問

してくださいねっていう、そういうアドバイスだったと思います。 
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  今から申し上げることは、すなおにそれに従っての質問です。というより、そうであれ

ば我々も発想を変えましょうということです。 

  国が言ってきたことにいや応なく従うのではなく、自分ごととして、まずはそれをよく

考えましょう。理解してそれがよければ従うし、いまいちであれば対案を練るべきですし、

その上で妙案があればちゅうちょせずに実行して、成果が上がれば国に伝えたらいいと思

います。国の言いなりではなく、決める前に、まずはちょっと考えてみませんか、そうい

うことですね。国の政策を他人ごとではなく、自分ごととして効果あらしめるべきだとい

うことです。 

  さて、そのテーマですが、今いろんな意味で瀬戸際に立たされてますね、日本は。代表

的な瀬戸際は人口問題です。出生率の低下は人口の減少、そして、人口構成の高齢化にも

直結する国家最大の課題です。 

  総理大臣は異次元の少子化対策と言いますが、よく分からないとか、代わり映えがしな

いとか、そういう反応が非常に多いですね。外交とか財政とかと違って、このような身近

な案件は、現場が考えることが本当はいいんだと思います。市長の決めた給食無償化とか

こども医療費の改正は、これはグッドジョブです。それ以外にもみんなが考えて、アイデ

アを集めてみませんかと提案したいんです。 

  政府の批判をするんではなく、政府は多分、分からないんですよね。ですから、現場の

アイデアを集めて、市がやってみせるんです。少子化対策のアイデアを市で募集してみま

せんか。現場の人たちはかなり中に秘めているものがあるんだろうと思います。このこと

についての感想を求めます。 

  その上で、私の提案です。教育費が高いのも少子化の原因だと、マスコミは言いますよ

ね。でも、幼児教育・保育の無償化は実施されました。義務教育はもともと無償です。給

食費はまだもらうのが普通ですよね。大竹市は来年度から無償になりますけど。高校授業

料も、年収990万円だったかな、何かそれ以下の人は無償のようです。これは公立高校は

ですね。 

  つまり、教育費って要らないはずなんですよね、今の制度をちゃんと見ればですよ。で

も、現実は違うんです。その裏側には学校教育のやり方に１つの問題があります。その結

果、公立学校の信用が低下し、職場としての学校の人気が下がり、先生方の質の低下がま

すます家庭教育への依存度を高めている、そんな気がいたします。これは大問題です。 

  家庭教育費とは何かというと、要は塾の費用なんですけれども、塾がない地域は大変だ

とか、いろんな問題が起こっていますけれども、まずは塾に頼らない学校教育が実現でき

ないかと、そういうことを提案したいと思います。 

  要するに、学校であれだけ長時間勉強していながら学力が上がらないんですよ、日本の

学校は。そういう意味でばかみたいな面がありまして、だから成績のよい子がさらに上を

目指して塾に行くだけではなく、さまざまな子が夜塾に行き、時間とお金を二重投資して

います。ここはちまちました文科省の通知を無視して、思い切って学校を充実させ、大竹

市を夜塾に行く必要のないまちにしませんか、これが私の提案です。 

  そのためには学校で児童生徒の成績は細かくチェックしなくてはいけません。ウクライ
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ナの戦争でも、情報が勝負を決めています。勉強も同じです。ＰＤＣＡサイクルの発想を

学校に持ち込み、個々の子供の理解度をチェックして状況に合わせた教育をできないもの

でしょうか。教え込むのではなく、教師との言葉のやり取りを増やしましょう。授業の上

手な先生を評価しましょう。そうすれば当然子供たちの差は見えてしまいますよね。でも、

その差は、決して隠して済む話ではありません。弱点があれば補強してあげればいいわけ

ですね。学校のマンパワーで不足すれば、塾の応援を受けましょう。 

  実は、大竹高校に校内塾があるってこの前知ったわけですけれども、大竹高校にあるん

だったら小学校にあってもいいじゃないかと、私は思います。そして、できるだけ個々の

子供たちが、その子たちの能力に応じてきちんと学力を上げていくことができるようにで

きたらいいなと思います。 

  塾の先生も夜型の仕事ですけれども、ひょっとしたら昼型に変われるかもしれません。

それがいいか悪いかはありますけれども、とにかく学校っていうのは出席したらいいんで

すよ。学習指導要領って、これを教えろって、教えて子供がそれを理解したとか、聞いた

とかなんとか、そっちは一切問わないんですよね。そして、９年間の義務教育を終える。

それが日本の教育システムなんですけれども、Ｐ、Ｄですね、プラン、ドゥがあって、次

に、チェックとアクション、これがないわけですけれども、この子、これが分かってない

ね、それなら、おまえあそこ行って勉強してこいとか、あなた昼から個別授業やるよとか、

いろんなやり方があると思うんですけれども、それをやってくれると塾に行く必要がなく

なりますよね。 

  以前にも言いましたが、今の学校は成績無視で進級します。大竹高校の校長がはっきり

書いてましたよね。中学校までは不登校でも進級できる、高校は違いますよって。大学生

の一部は、大学で小学校レベルの勉強をやり直しているのが日本の実態だと言われます。

そういう大学まで私学助成をして、一方では最先端の研究している大学院の研究費が足り

ないと言っているわけです。そんな愚かなことはないと思いますけれども、それらを解消

する意味も含めて、義務教育を充実させなければいけないと思います。 

  大竹市で義務教育を終えた子は、中学３年生として恥ずかしくないレベルの学力を持っ

ています。せめて学校教育に関しては、そう言えるまちにできないものでしょうか。その

上で部活であったり夜に特別な勉強や習い事をするのも、それはいいでしょう。問題は学

校教育の充実です。授業をする先生と授業を受ける子供たちがジャストミートするという

ことですからね。先生だって授業内容が分からないとか、簡単過ぎて興味も湧かない、そ

んな子を相手に授業をしたのではモチベーションが上がりません。そんな問題の解決が目

的です。御答弁をよろしくお願いいたします。 

  教育長の感想を求めたいと思います。これが最初の質問です。 

  ２番目ですね。昨年の９月の定例会に引き続いて、大竹市の水道事業の問題点について

質問いたします。 

  まず、お配りした表を御覧ください。昭和63年から現在までの大竹市の水道事業のデー

タです。Ｄ欄の総配水量は、平成５年から平成10年にかけてがピークですが、その後は減

少しています。Ｈ欄を御覧ください。県用水がなかった昭和63年から平成５年までの、１
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日最大水量の値が１万6,400立方メートルになっています。これは一番多かった日のこと

ですけれども、この１万6,400立方メートルというのが、水利権の天井なんですね。年に

１日か２日、そんな日があったということです。 

  上限ぴったりで止まっているということはないでしょうから、実際はその日は取水権の

１万6,400立方メートルを少しは超えていたのかもしれません。ただ、同じ場所から取水

している工業用水には１日２万トンを超えるような莫大な余裕水量がありますから、本音

の部分では全く問題はないと思います。ですから、平成５年には余っている工業用水の１

万トンを上水に転換してほしい、そのように大竹市の水道局長が県に行って、申し入れを

しています。 

  とにかく大竹市には、もともと水はたくさんあるんですよね。さらにＤ欄の配水量です

が、平成12年以降は確実に減少しています。ざっくり言って、防鹿の自己水で水が十分足

りていることは紛れもない現実です。 

  Ｉ欄を御覧ください。平成３年に事前に値上げをしています。決算書にそう書いてあり

ますけれども、今から県の水を買うから、あらかじめもう平成３年から値上げをして待っ

ているんだと、そういうふうにちゃんと記録が残っています。それで県用水の値上げをし

て、それで県用水の受水を始めたのが平成６年ですけれども、直ちに赤字になり、その後、

平成８年、平成11年、平成14年の３回も追加の値上げがされ、その間のアップ率は87％に

も達しています。今そのお配りしたデータを基に質問いたします。 

  まず、水道事業の経営の理念ですが、健全性というものが当然ありますよね。これは行

政か民間かを問わず、全ての事業において目指すべき指標であるということに異論はない

と思います。健全性とは、無理なく適度な黒字を安定的に出している状況を言うのだと私

は思いますが、この点については水道局自身も、そして、水道局の監査報告でもそうであ

ることを懇切丁寧に述べています。 

  来月からの水道料金の値上げも、健全な経営を維持するためのものだと思います。ただ、

民間の事業と異なり、独占的事業である水道等の公営事業の場合は、事実上価格競争があ

りません。売値は思いどおりに決定でき、しかも扱うものは必需品ですから必ず売れます。

言い方を変えれば、どこかに大きな無駄が隠されていても値上げすれば見えなくなってし

まうんですね。事業年報や監査報告書には、たくさんの健全性指標が示されていますが、

だからといって全てよしとはいかないということを忘れてはいけません。ではどうするか。 

  そこで、大竹市監査基準にも、そして、天下の公営企業法にも書いてありますが、それ

は最少の経費で最大の効果を上げているのかをチェックするということです。能率的な経

営ができているかという観点です。昔から、利は元にありという商売の格言もありますが、

その点から見ればまさに大竹市の水道事業は、原材料である水の調達について、本当に最

少の経費なのかという意味でのチェックはなされていません。ごまかしもあります。 

  それは大竹市水道事業経営戦略の８ページの部分なんですけれども、そこではこんなふ

うに書いてあります。給水原価について。給水原価は水道水１立方メートル当たりに係る

費用を表しており、130円から140円台で推移しています。給水原価は類似団体や全国平均

と比較して低い水準で推移している状況です、と書いてあります。だから問題はないとい
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う印象ですが、果たしてそうでしょうか。 

  どの自治体にも恵まれた部分もあれば、そうでない部分もあります。そのよさを生かし

弱点をうまく補ってこそ、自治体として自立できます。大竹市における水は、大竹市の最

も恵まれた部分です。水あればこそ大竹市が成り立っているんです。ですから、全国平均

より低いのはあまりにも当然のことであり、良質で豊かな水源を持っている割には、ひょ

っとしたら大竹市の水はべらぼうに高いんじゃないかとすら思います。 

  まず、水道局の事業年報ですが、平成６年には配水量が自己水の取水権の上限を超える

ので、県用水の受水を始めましたとあります。しかし、現在は上限の７割程度まで下がっ

ています。今後も下がっていくとの予測を水道局自身が示しています。つまり、水が足り

なかったから県の水をお金を出して買うことにしたのであれば、その必要性がなくなった

らやめるべきですよね。無駄な費用を払いながら値上げで対応したのでは、利用者はたま

りません。そもそも最少の経費かどうか意識しない経営って、あり得ないでしょう。高い

ものと安いものが選べるなら、高いものを買うのは違法に近いですよね。入札はその典型

的な場面です。しかし、水道の事業年報にそのような分析はありません。 

  ただ、面白いのは、そう言いながら県に対して大竹市水道局は、値下げを要望している

んです。しかも単に値切っているのではなく、明らかに県がもうけ過ぎだからという決算

データを根拠に要望していました。だったら、なぜその事実を公表しないのでしょうか。

不思議ですよね。監査委員もそれを知っているのであれば、高価な県用水をやめるように

勧告なりできるはずですが、やはりその点には触れていません。 

  加えて、その県の水道事業、県の水道用水供給事業自体が、これも同じく公営企業なん

ですけれども、公営企業でありながら超優良企業顔負けの大幅な利益を計上し、剰余金を

異常に多く積み上げています。そんな組織から必要でもない水を買うことは、二重に大き

な問題です。 

  ここで剰余金を積み上げていけない理由ですが、公営企業法には経営の基本原則として、

その第３条に、地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的

である公共の福祉を増進するように運営されなければならないとあります。要するに公営

企業の目的は利益の追求ではなく、公共の福祉なんですね。したがって利益を積み上げる

などはもってのほかで、収支が悪化すれば値上げすればいいんですよね、要するに。そう

考えれば広島県の企業局も大竹市の上下水道局も、公共の福祉という部分がかすみ、監査

委員もそこを見ていない、そう私は感じました。 

  そこで質問いたします。市長は来年度から学校給食の無償化を決められました。その経

費が年間7,800万円余りだったように思います。大竹市の、また、大竹市の都市計画税は、

令和３年度決算額で１億4,900万円です。これらと比較すれば、大竹市民が負担している

水道料金のうちの県用水分、約１億円の大きさが分かっていただけるかと思います。年１

億円以上を、29年間も適正な水道料金だとして市民の財布に負担をさせてきたんです。令

和３年度までを合計したら37億5,000万円ですが、このお金は広島県の財布の中に流れ込

み、大竹市の手の届かないところへ行ってしまいました。 

  水の流れで言えば、弥栄ダムから取るのが県用水、その高価な県用水を大竹市が買わな
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ければ、その分だけ水は弥栄ダムから小瀬川を下流に流れ、６キロ下ればそこに防鹿があ

ります。そこの川底からくみ上げれば、これはもう無料なんですよ。所詮は小瀬川の水で

すからね。 

  でも、足りないという理由であえて県の水を買い始めたんですから、それはそれで、古

い話ですから仕方がありません。ならばそれが不要になってもやめないのは、なぜでしょ

うか。しかも不要になっているという事実に水道局も監査委員も、公表文書では触れてい

ません。まるで今でも県の水を買う必然性があるように見えます。これは水道利用者に対

する背信行為だと言われても仕方ないような気がしますけれども、この点をお尋ねいたし

ます。 

  次に、県用水はもうけ過ぎだから安くすべきだと大竹市は広島県企業局に真剣に要求し

ているのに、これはさっき言ったことの繰り返しですけど、このことは水道事業年報にも

大竹市水道事業経営戦略にも記載がありません。また、水の需要が減り、県用水を買う必

要がなくなっていることにも触れていません、理由を教えてください。 

  これも問題なんですけれども、ある時期まで工業用水の熾烈な争奪戦を繰り広げていた

大竹市の企業ですが、一転して水余りになりました。主に何が原因だったか、どのように

お考えかお尋ねいたします。 

  次に、広島県水道用水供給水道条例では、受水をやめる場合には１カ月前に届けること

になっています。この条例は、受水を申し込んだ当初から今日まで、全く変わっていませ

ん。仮に県用水をやめ、防鹿の浄水場からの自己水だけで市内全域に配水するように配水

管の変更工事をするには、どのぐらいの経費、そして、時間が必要でしょうか、お尋ねし

ます。 

  比較対象として阿多田島へ海底送水管で上水を送る事業に、総額４億8,000万円かかっ

たという話を私は聞きました。数字がたくさんあって、これも本当に４億8,000万円かど

うか私も分からないんですけれども、そういう事例と比較してお答えいただきたいと思い

ます。 

  県との過去の経緯ですけれども、県用水の受水を始める６年前、県用水は平成６年６月

だったかな、あの頃から水を取っているんですけれども、その６年前の昭和63年２月２日

の県企業局と市水道局の協議記録では、県用水とは別に県から80億円ぐらいだったか、第

２期工水を大竹市は県から買っているんですよね。その県から買った第２期工水のお客さ

んが誰もいない、困っているっていうふうに大竹市が県の人に言っています。そしたら県

の人が、要するに希望企業がなければ上水に振り替えたらいいやないかってちらっと言っ

たように、記録が書いてありますけれども、県の上水に振り替えろっていうのがどういう

意味なのか、それ以上は分かりません。 

  でも、県の企業局と大竹市のやり取りっていうのは、向こうがすごく上位で、大竹市が

言うことをほとんど聞いてもらってませんよね。それで工業用水について、県自体が工業

用水事業を始める気はないと、突き放すような発言もありました。ただ、当時その10日前

に大竹市長は、東栄沖の埋立てのことで県と協議しているわけですね。だから片方では同

じ企業局に対して、大竹市、埋めてくださいよっていう話をしながら、片方で県の水を買
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いますか、買いませんかって、そういう話をしているわけですから、それは難しいですよ

ね、あっちのほうが大きいですからね。だから当時とすれば仕方がなかったのかなという

気はします。 

  もう１度お配りした表の右端のＪ欄を御覧ください。その協議の３年後、平成３年には、

受水開始の３年前ですが、早々と県用水の受水に備えて大竹市は水道料金を値上げしてい

ます。決算書にそう書いてあります。それでも厳しかったのでしょうね。開始の前年の平

成５年８月には、当時の水道局長が、基本水量を１万5,000トンから5,000トンに下げてほ

しいと県に要望に行っています。理由は、水質のよい防鹿の水を多くの市民に提供したい

ということでしたが、要は第２期工業用水の売れない１万トンを上水に転用する話でした。

工水の１万トンを上水に振り替えれば、県用水を１万トン減らすことができます。それを

お願いに行ったんです。水が売れない時代に入っていたことがよく分かります。 

  その翌月である９月21日の県企業局の文書では、大竹市の要望を示した上で、対応策と

して8,000トンを大竹市から廿日市市に移し、大竹市は１万5,000トンから7,000トンに減

らすとしています。このことは事実だけは市政のあらましに出ています。そのとき第２期

工水は県から大竹市へ事業移管手続中なんですね。国の許可を取る最中だったと思います。 

  今の工水の上水への転用は無理であるが、その手続が済めば考えますと、財政支援額の

見直しもするというふうに記録には書いてありますけれども、それがその後された形跡は

ありません。県用水が7,000トンに減ると決まった上でさらに工水を上水に転用すれば、

県用水はゼロになるわけですけれども、それが本当に、その後のことは全く分かりません。 

  ましてやその時代から見たら、もう水は随分減る時代ですから、使用量が減ってますか

ら、今ここで大竹市が自己水で全部やりたいと、だから県用水は要らないっていうふうに、

大竹市は計画っていうか方針を決めて県にそういうふうに言えば、県が何て言いますかね。

ノーって言えませんよね、明らかに条例がありますから、その辺の答弁をお願いいたしま

す。 

  最後に、代表監査委員に質問したいと思って、これはこの文章はそのまま通告のときに

渡したんですけれども、今日はおられないということだったので、別に私、監査委員とや

り取りをしたいわけじゃないのでいいんですけれども、ただ、どっちにしても大竹市がも

ちろん方針を決める、それを住民に代わってチェックするのが監査委員ですから、監査委

員にも物事を聞いてみたいというのは自然なことだと思います。 

  実を言いますと、ヒアリングの後から見つかることもあるじゃないですか。あえて今の

うちに言っておきますけど、この大量の文書。これ県の文書ですけれども、後から見つか

ったやつをどうするかって正直難しいんですけれども、こんなものがありますよっていう

のは、土曜、日曜の間に水道局にはメールしときましたけど、ちょっと消化不良だと思い

ますけれどもね。 

  これは何かというと、県の包括外部監査の報告書です。公認会計士がやるんですね。私

の知った会計士も以前やってましたから親しみはあるんですけど、ちょうど水道事業だけ

やってるんです。物すごく詳しいです。この中に面白いのがありますけど、あと、それは

２回目で言います。 
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  以上で、壇上での質問を終わります。御答弁よろしくお願いいたします。 

○議長（賀屋幸治） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 市民生活に必要不可欠な水を安定して供給できるよう、県と協力して

水道事業を行っております。その水道事業につきまして、日域議員が市民のために熱心に

研究され、取り組まれるその姿勢には、頭が下がる思いでございます。御質問ありがとう

ございます。 

  それでは、日域議員の御質問にお答えをいたします。 

  まず、県との交渉状況や県用水が量的に不要になったことを水道事業年報などに記載し

ていない理由についてでございます。 

  市水道局では県企業局に対し、機会があるごとに県用水の料金の引き下げを要求し、ま

た、広島西部用水の資金残高を受水団体の負担軽減のために活用しなければならないとい

うことを、他の受水団体とも協力しながら、意見、要求をしています。議員御指摘のとお

り、このことは水道事業年報などに記載していません。これまでの間、水道事業年報など

は沿革や実施状況について編さんしてきたものであり、県との交渉、経過記録について逐

一記載するものではないと考えています。 

  また、県用水が量的に不要ではないかとの御質問ですが、確かに水利権の数字だけを見

れば、県用水は不要と思われるかもしれません。しかし、自己水の浄水能力だけでは安定

的に市内全域の水量を賄うことはできず、また、配水管も自己水だけで市内全域に配水で

きるようには整備されていません。そのため、現状、県用水を受水することは、市内全域

に安定的に水を供給するために必要なことだと考えています。 

  次に、２点目の工業用水の水余りの主な原因についてです。 

  それぞれの企業で状況が異なると思われるので一概には言えませんが、新たに河川など

から取水する水量は全国的に減少しています。これは企業において、一度使用した水を回

収して再利用する取り組みが進んだことが主な原因かと考えられます。そのため、工業用

水の水余りは全国的に起こっていることで、本市も例外ではないと考えています。 

  続いて、３点目の県用水をやめて防鹿水源地からの自己水だけで市内全域に配水する場

合に、どのくらいの経費と時間が必要かについてお答えをいたします。 

  本市の上水道は、市が管理する防鹿水源地と、広島県が管理する三ツ石浄水場でつくる

水の２系統で配水しています。このうち市の自己水である防鹿水源地では、４つのろ過池

を使って浄化処理していますが、機能維持のための作業により、３つのろ過池しか稼働し

ていない時期があります。このときに、給水区域全体で自己水と県用水を合わせた１日最

大配水量が重なった場合、計算上は自己水だけでは必要水量が賄えない、または余裕がな

いということになります。 

  例えば令和３年１月の寒波では、漏水や凍結防止のための捨て水が原因と思われる配水

量の増加があり、自己水の浄水能力を超過するということが起きました。議員御指摘のと

おり、年間を通した使用水量で見ると自己水だけで必要水量が賄える計算になりますが、

平常時の水需要に応じた水利確保を行うというだけではなく、施設の維持管理や非常時に
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おいても支障を来さないよう、ある程度予備水量を備えておく必要があるほか、渇水時や

事故発生時のリスク分散のため、自己水である小瀬川と県用水である弥栄ダムと、水源の

多系統化・複数化を図り、自己水、県用水の相互運用を行う必要があると考えています。 

  今後、さらに給水量の減少が進んでいくと、予備水量も含めて自己水だけで運用ができ

るようになる可能性を示唆されての御指摘かもしれませんが、現時点では県用水をやめる

ことは考えておらず、御質問の県用水全量を自己水に切り替えるための配水管改良費や、

期間については算定しておりません。現在及び将来の水需要を見極めながら、県用水から

の受水量や価格の交渉を引き続き行い、住民に良質で安価な水を供給できるよう取り組ん

でいきたいと考えています。 

  続いて、４点目の市が県条例を根拠に自己水だけでの運営に移行する計画を決めれば県

は拒否できないのかについてお答えします。 

  議員のおっしゃるように、県条例などで給水の申し込みは１年ごととされており、利用

を廃止する場合は廃止予定日の１カ月前までに届け出なければならないとされています。 

  一方で、市水道局は県企業局と、広島県広島西部地域水道用水供給事業の使用予定水量

等に関する協定書を締結しています。この協定書は、10年間の使用予定水量や基本水量に

ついて定めた文書で、県用水の利用を開始した当初から協定を結び、３年ごとに更新して

いきながら現在に至っております。 

  協定書において、市が必ず、申し込みをしなければならないと規定されているわけでは

ありません。そのため、条例や協定書の内容を踏まえれば、仮に将来県用水をやめるとい

う判断に至った場合にも、毎年度の申し込みをしない、または利用の廃止の届け出を行う

ことで制度上は県用水をやめることができるものと考えています。 

  しかし、先ほどから申し上げているとおり、現状では県用水の受水は市にとって必要な

ことであり、県用水の受水をやめることは考えておらず、まずは県水道企業団の契約水量

の減量や料金の引き下げなどの協議を行って、経費削減を図っていきたいと考えています。 

  以上で、日域議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（賀屋幸治） 日域議員にちょっとお尋ねしますけれども、代表監査委員からの答弁

というのは必要ですか。いいですか。分かりました。 

  それでは、一般質問の途中ではございますが、暫時休憩を行います。 

  なお、再開は１３時を予定いたしております。よろしくお願いいたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

１１時５９分 休憩 

１３時００分 再開 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

○議長（賀屋幸治） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  14番、日域議員への答弁を求めます。 

  教育長。 

〔教育長 小西啓二 登壇〕 

○教育長（小西啓二） それでは、日域議員の御質問にお答えをします。 
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  小・中学校の授業では、そのほとんどを一斉授業の形態で実施をします。授業は、学習

指導要領を踏まえ、学年ごとに作成した各教科などの年間指導計画に基づいて行っており、

指導後は学習の定着状況を把握するために単元末テストなどを行い、児童生徒一人一人の

つまずきを把握をしております。 

  議員のおっしゃるとおり、学校にはさまざまな児童・生徒がおり、学力には個人差があ

ることから、一斉指導では理解が十分にできない場合もあります。このため、テストなど

から分かったつまずきについては、再度全体指導において学び直しを行ったり、個別に指

導したりして学力を補充するようにしています。 

  中学校では希望する生徒に担任や教科担任が放課後に補習を行ったり、学校によっては

中間・期末試験前の部活動がない放課後に、質問教室や自習教室を提供したりしています。

小学校でも県の指定事業を活用し、低学年でのつまずきをなくすよう、小学校１・２年生

の授業を２人体制で行うとともに、放課後に補習を行っている学校もございます。 

  このように、どの学校でも勉強が苦手な児童・生徒や課題を抱える児童・生徒に寄り添

い、進級や卒業に向けて少しでもその力を伸ばしていけるよう、日々児童・生徒と向き合

い、取り組んでいるところでございます。 

  文科省は、学習指導要領に示された資質、能力の育成を着実に進めるために、ＩＣＴを

最大限に活用しながらさまざまな子供たちを誰一人取り残すことなく育成する、個別最適

な学びの実現を求めています。具体的には教師が支援の必要な子供に、より重点的な指導

を行うことなどで効果的な指導を実現することや、子供一人一人の特性や学習進度、学習

到達度などに応じて、指導方法、教材や学習時間などの柔軟な提供、設定を行うことなど

が必要であるとしております。 

  本市においても一斉指導型の授業だけではなく、タブレットや学習プリントなどを活用

した個別学習を取り入れるなどして、学力定着に向けて取り組んでいるところです。この

たび大竹高校の例を挙げられ、民間の塾を活用してはどうかという御提案をいただきまし

た。児童・生徒が分かる、できる、楽しいと感じるためには、従来のやり方だけでなく、

新しい発想を取り入れていくことも必要であると考えております。 

  今後、個別最適な学びの進め方など、さまざまな情報を集めるとともに新たな取り組み

のあり方も模索しながら、本市の学校教育のさらなる充実に向けて努めてまいります。 

  以上で、日域議員への答弁を終わります。 

○議長（賀屋幸治） 日域議員。 

○14番（日域 究） シンプルな御答弁だったと思いますけれども、答えようがないという

か、そういうところだと思いますけどね。 

  例えばみんなが同じ顔をした同じ能力を持った子供たちなら簡単なんですけれども、全

部違うんですよね。それでよく言うじゃないですか。日本が集団でものをつくる、そうい

うのが大事な時代においては、均質な労働力がいて日本はすごく強かったんですけれども、

今はそういう均質な人がたくさんいるよりか１人の優れた人間がいるほうが、国家として

強いわけですよね。昨日の大谷翔平なんかそうですけれども、あの人、ああいう時代です、

今はね。 
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  だから取り残さないというのもいいですけれども、悪く言えば護送船団方式で、最近言

わなくなりましたけど、日本の産業は一番遅い企業に歩調を合わせているから駄目なんだ

と言われましたよね。それで、どちらがいいわけじゃないですけれども、いろんなタイプ

の子供がいますし、天から与えられた能力もそれぞれ違いますから、その違うことを前提

にものを組んでいかないと、難しいんですよね。学校、文科省のほうは建前を一生懸命言

っているんですけれども、本音の部分で株式会社の事故があって、いつも思うんですけれ

ども、予備校ってありますよね。予備校は学校法人なんですよ。要するに、予備校は学校

として認められているんですよね。 

  塾は学校じゃないんですよ。だから学校法人の塾ってないですよね。塾は全部会社組織

ですよ。そこのデータを利用しながら学校だって進路指導しているわけですけれども、大

きな矛盾なんですよね。何で長いこと英語習ってもしゃべれないとかですよ。でも、みん

なが同じでいいよなっていう意味で言えば、同じなんです、日本の社会は。でも、あると

きそれが駄目だって気がつくわけですよね。やっぱり差があることを前提に物事をやって

いくと、元気が出ますよ。 

  私、いつも最近すごく思うのが、お隣の国の鄧小平さんですよね。彼が何を言ったかと

いったら、白い猫であれ黒い猫であれ、鼠を捕るのがいい猫である。豊かになれる者から

なればいいって。それは共産党の発想とは違うんですよね。だから共産党の発想を、今の

リーダーなんかそうですけれども、共産党の発想から外れたら困るから、最近ハンドルを

逆に切ってますよね。そうすると、あの国も今までのような元気さはなくなるだろうなと

思いますけれども、みんなが一緒がいいんですけれども、一斉授業だけじゃない。 

  例えば今の広島県の教育長がいますよね。ちょっとここ、三面記事的なところで最近い

ろいろ話題を提供していますけれども、ああいうタイプの人は本当はそうじゃないんだろ

うと思って、私は、期待していたんですけれども、何かスキャンダルっぽいことで最近ち

ょっと、多少がっかりしてますけれども、世界の教育を見て、やっぱりさっきＰＤＣＡっ

て言いましたけど、最後のチェック・アンド・アクションか。あそこがやっぱり足りない

と思いますよ。 

  それで、何でこれを先に言ったかといったら、今年の１月の議会の勉強会ですけれども、

ああいうときに講師として来られる方はいいことをいつも言ってくれるんですよね。だか

ら文科省が言うのは、どこまで言ってるんかねって、大竹市のアイデアを。そこに、仮に

ですよ、注ぎ込んだときに、ルール違反にはならないですよね。 

  例えば放課後に塾の先生呼んできたらって。塾の先生が優秀という意味じゃないですよ。

塾の先生がそういうことじゃないけれども、彼らは多分フリーハンドでものをやってます

から、やりやすいんでしょうね。ものすごくやりやすい。学校の先生方っていうのは何か

といろんな目立つ立場ですし、批判も受けやすい立場からものすごく慎重にならざるを得

ないんでしょうけれども、だからそこは適材適所で役割分担をして、高校になってあれが

できるんならいっそのこと小学校、中学校から、全部ではなくていいですから、理解する

上で個人差が開いて、後の授業が面白くなくなったりする分野ってあると思いますから、

その部分だけでも、それは行政ができなかったら民間の力を募って、それで教育の、公教
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育のそばで調和を保ちながら支援する方法もあるかもしれませんけれども、大竹市が関わ

っているのは小学校、中学校ですよね。大竹市の義務教育って、私いつも、いつもってい

うかたまに見て思うんですけど、中学３年生の教科ってかなりハイレベルですよ。あれが

ちゃんと分かっとったら、変な大学行くぐらいの価値はありますよ。それをやったことに

なっているんですよね。学校に通ってますから課程を終了したことを証するって書いてあ

りますけれども、卒業試験がないんですよ。 

  この前、ドイツに住んでいる日本人の投書みたいなのが新聞にありまして、やっぱりそ

こが決定的に日本は違うと。大学でもそうじゃないですか。入ったらみんな卒業するんで

すよ。海外の大学って大体、入った人間の半分以下でしょう、卒業するのが。とにかく入

学イコール卒業なんですよね。 

  私が子供の頃、よく担任の先生がテストしていましたよ、競争でね。黒板にばーっと書

くじゃないですか。それでできた者からだーっと行って競争するわけですよ。いかに一番

になるかって、走っていくのも勝負ですからね。その黒板のやつを写して正解を書くじゃ

ないですか。そして、だーっと行って、１番になったら１ってつけてくれるわけですよ。

大騒動して面白かったですけどね。そういう、人間ってある程度競争をあおるというか、

競争って面白いですから、だからいろんな意味で面白がって授業を受けられるようにする

のもやり方だと思いますけどね。最近私、学校に行けないですけども。 

  確かに自分の成績がオープンになることは、いい子にとっては嬉しいでしょうけれども、

悪い子にとっては悪いことかもしれませんけれども、でも、それを隠したからといって変

わるわけじゃないじゃないですか。学力を高めてあげるのが学校の役割だとすれば、もう

ちょっと、もちろん本当は市長にお尋ねしたかったんですけれども、県や国から見たとき

に、ちょっとおまえやり過ぎじゃないかと向こうが思うぐらいのことをしないと、日本は

津々浦々同じやり方して、同じなんですよ。今日もさっきの昼時間にロケット失敗したっ

て言ってましたけど、イーロン・マスクなんかあれだけ失敗して今、毎日ロケット打って

るんですよ。何かもう、何やっても日本はもう限界ですよ。やっぱり一番根っこは教育だ

と思いますから。 

  例えば最近見たもので言えば、韓国って日本よりか、日本の半分ぐらいです、人口がね。

それであそこはめちゃくちゃ少子化で、それこそ韓国どうするんかなと思うぐらい大変で

すけれども、例えばアメリカに留学に行っている子供の数って日本の約３倍いるんですよ。

人口半分で約３倍いるんですよ。それで、やっぱりアメリカっていうか英語の国ですから、

そこで一定期間学生というか若いときに過ごすことは、相当に有利なことですから。でも、

悲しいかな、円安もあるんでしょうけれども、もう最近ああいう熱が冷めてしまってます

けれども、いろんなことがこれから先にマイナスの面で顕在化してくるような気がするん

ですけれども、せめて財政とか外交とか、大竹市議会で言ってもしょうがないですけれど

も、子供たちの教育においては大竹市の学校じゃないですか。 

  加配というかプラスアルファの先生方はほかのまちに負けないぐらいいるような気もし

ますし、どこでしたか、何県だったか外国人の先生がいるじゃないですか、ＡＬＴ。あれ

も県によって差があるんですよね。どこかすごくたくさんいる県がありましたけど、いろ
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んな意味でね。別に外国人に限ることはないですし。 

  私に言わせたら、下手に英語を日本で勉強するよりか、アメリカに２年ほど行ってきた

ほうがよっぽど早いと思いますけれども、何か特徴づけてやらないと、もう学校の先生方

の何か職場としての魅力が落ちて、採用試験の倍率が２倍を切ったら、ないも等しいと言

われてますよね。今回誰かが書いてましたけど、教員養成校の大学の偏差値が50を切った

っていうんですよね。そしたらどうなんよってなるじゃないですか。 

  それで先生方がしゃかりきに頑張ってじゃなくて、かなりやりにくい感じを持ってやっ

ているんじゃないかなという気がするんですが、タブレットなんかもそれこそ見たいなと

思いながら見てませんけれども、いつかユーチューブは禁止しているって前回質問のとき

に、ヒアリングで聞きましたけどね。ああいうものを持たせると、個人差はものすごく出

てきます。そのときに伸びる奴は伸びるわけです。 

  だからよく決めたとは思いますが、タブレットを使って今からどうするんかなと思いま

すけれども、その差がつくことを前提に物事をやって、それであとフォローをどうするか

っていうことを考えてほしいよねって、そのために塾って言ったんですけれども、ルール

上可能ですよね。予算は要りますよ、お金のことは要りますけれども、ルール上できない

ことなんですかね。お尋ねします。 

○議長（賀屋幸治） 教育長。 

○教育長（小西啓二） 御質問の塾についてでございますけれども、塾の活用ということで

は、法的にはそこには縛りがないように思っております。 

○議長（賀屋幸治） 日域議員。 

○14番（日域 究） 例えば、スポーツがあるじゃないですか、体育というか。何とか大会

で何とか君が優勝しました、おめでとうございますってやりますよね。勉強だってあれや

ってみたらどうです。学内で何かの競技をやって、よーいどんでやって、あの子１番でし

た、あの子２番でしたって、拍手って、やっぱり成績って何か秘めたるもので、隠してば

かりいる気がするんですけれども、いいじゃないですか、オープンにしたら。何かその辺

は殻を破らないと、皆さんが学校教育じゃなくてほかの部分で、私学とか塾とか、ほかの

部分にばかり期待が行くようであったら、もうよろしくないと思いますね。 

  ぜひ、法律違反でできないことはしょうがないですけれども、できる範囲で、私の一時

好きだった隂山さんっていう百ます計算の先生も、いろんなことをやってますけどね。キ

ーボードの早打ち大会とか、パソコンのですよ。いろんなことをやっておられましたけど、

それが成績がオープンだったかどうか、そこまでは知りませんよ。でも、子供たちにもの

を教えるっていう仕事はすごく面白いことだと思いますから、ぜひ言われたことをやるん

じゃなくて、先生方においても自発性を持って、何か新しいこと、思いついたことにチャ

レンジしてほしいなと、そういう環境を教育委員会としては与えてほしいなという気がし

ます。 

  質問を終わります。 

  ２番目に行きます。 

  これさっき言いましたけど、包括外部監査、水道だけです。水道だけでこれ250何ペー
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ジまでありますね。これを読むと、私が最初壇上でしゃべったことはヒアリングのときに

渡した文章ですから、その後でこの本を見つけたわけですから、だから実はちょっとずれ

てるんですよね。 

  例えば面白いものをちょっと紹介してみますね。この包括外部監査の中に書いてあるん

ですけれども、まず、もうかっているじゃないですか。すごくもうかったことになってい

ますよね。それについて県が、総括原価の算定をやってない、だから本当はもっとコスト

がかかってるっていう。それを統合するとかなんとか言っているときに、それをさぼって

いるっていうんですね。だから本当はあれだけもうかってない可能性があります。 

  その下には、受水団体からは料金値下げの要望がある、これは大竹市の水道とかには書

いてあります。要望したとは書いてありませんけれども、県の包括監査から見ると受水団

体から料金値下げの要望があると書いてあります。 

  次に行って、水需要の減少により水道用水供給事業から水道用水の供給を受けている市

町のうち、自己水源に余裕のある市町は水道用水供給事業への依存度が低下している。今

後、水道用水供給事業のあり方を含め、市町と県の役割分担について見直しが必要である。

そのとおりですよね。 

  次に行くと、統合による連携に参加していない市町、大竹市ですよね。市町は、自前で

事業を行うことが可能な体制ができており、かつそれらの市町は水道料金も県内平均を下

回っている。そのため、統合しなければ今後事業を継続できないというような状況にはな

く、統合の必要性が他の市町と比較して低い状況にある。統合により水道料金の上昇や他

の市町への協力を求められることも懸念しており、統合に参加するデメリットのほうが強

く感じられ、そのような中で水道事業を広域連携させるという市民や議会を巻き込む変化

を避けている、言いにくいですよね、議会に対しても。これは統合ですからね。ここには、

水系が近く水道普及費用が安価である地域とそうでない地域の料金が同一であることは、

県民の理解が得られにくい点がある。当たり前ですよね。 

  私、思うんですけど、県がやっていることをそもそも少しおかしいというのが諸悪の根

源というか、元はそこにある気がするんですけれども、大竹市は第２期工水でも80億円だ

ったか、とにかく100億円近いお金をかけて買ってますから、あれは大竹市の財産なわけ

です。それで防鹿で取っている水も、それは海軍にもらったんかもしれませんよ。でも、

あれは、大竹市の権利じゃないですか。その権利を、おまえのところこれ使うなよって言

って、おまえのところを使わずに県のを買えって、そんな無茶な話ないじゃないですか。 

  そういうところは大竹市に限らずいろいろあるんでしょうけれども、県の考えているこ

とが、私は、ちょっと解せないんですよね。自分たちのペースでものがやりたいだけであ

って、市町の事情をそんなに丁寧に酌んでくれてはないというか。だから企業団ってたく

さんのまちが入ってますけれども、それこそ県北の用水とは何の関係もない町も皆さん入

ってますよね。それは事業を一緒にやっていきたいという意味では合理的な面があります

からいいと思いますが、それと県用水っていう自らの事業をそれに絡めているところが奇

妙な気がするんですけれども、最後にありました水系が近いって、大竹市なんて小瀬川と

一心同体みたいなまちですから、幾らでも水はあるわけですよ。 
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  例えば岩国市がありますよね。岩国市って錦川があるんですよね。でも、柳井市が水が

ないといっても別に柳井市にあげるわけじゃなくて、柳井市は岩国市がくれないから、仕

方なしに小瀬川から運んでますよね。小瀬川から運ぶから物すごくコストが高くて、かわ

いそうなぐらい柳井市の水道料は高いですけれども、せめて大竹市が持っている水利権だ

けは大竹市民のために有効に使えるようなというか、そういうことを受け入れられるよう

な統合案をつくってほしかったなっていう気はしますけどね。 

  こういうものってないんですかね、市と県が話をする場面って。何かさっきの国と地方

の関係じゃありませんけど、もうちょっと、いろんなまちがあるわけですから、結局これ

将来どうなるんかなと思いますけれども、なかなか先が暗い気がするんですけれどもね。

それこそ県と企業局と大竹市の協議はそれなりにされてましたけど、もうちょっとオープ

ンな場で話をする機会ってないんでしょうかね。ちょっと教えてください。 

○議長（賀屋幸治） 業務課長。 

○上下水道局業務課長（三浦暁雄） 西部用水、県用水についてオープンな場で協議すると

ころがないのかという御質問でございますけれども、広島県の企業団とは、西部用水の受

水団体の連絡会議というのがございまして、別段それを非公式で行っているわけではない

んですけれども、参加するのは受水団体と県の企業局ということでございます。その場に

おいて県用水の受水費についての引き下げというのは過去から要望してきておりまして、

それをオープンにというのが、やっぱりちょっと相手方があることですので、なかなかち

ょっと私どもでそれを判断してというのが難しいというふうに、慎重に判断すべきだとい

うふうに考えておりまして、そのほかの受水団体の連絡会議以外では、あまり今のところ

は、県に訪ねていっていろいろお話をするというようなこともございますけれども、今の

ところはその会議ぐらいかなというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 日域議員。 

○14番（日域 究） いや、こういうものを公式の場で話ができないって、一応公式は公式

なんでしょうけれども、やり取りがオープンにされてませんよね。それは大竹市がオープ

ンにするんじゃなくて県のほうが本来オープンにしてほしい、県のほうからそういう態度

でやってほしいと思うんですけれども、正直全くないですよね。 

  日新製鋼がもうじきなくなるんですよね、呉のですね。今は日鉄呉何とかって言います

けれども、それであそこが水を受水するのを、当然、工業用水ですけど、やめます。そし

て、この前２月22日に新聞に出ました、べた記事が。既存の受水会社ですよね、何年間か

ですけど５割値上げで合意したかな。それで３月の企業団議会に議案、要するに条例変更

の議案を出すって新聞に書いてました。 

  それで私は物好きに電話したんですよ。県の代表番号に電話して、工業用水のことなん

ですけどって言ったら企業局につないでくれました。私、匿名で電話をかけたら、私の知

った人ですけど、出ました。それで今日の新聞見たんですけどって言ったら代わりますっ

て言って、出てきた人は課長ですよ。私、気持ちが悪かったのは、私、匿名ですよ。課長

が私の名前を言うんですよね。それでそのとき何を言ったかといったら、新聞はうそばか
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り書くっていうんですよ。 

  確かに新聞って自分の、当事者から見たら少し、必ず違っているものですけど、でも、

勝手に県が水道料金を決めるわけにいかないから、頼んでどうかねって言うのは当たり前

ですし、そこで一応の下交渉があって、それで決めるのはもう議会で決めるんでしょうか

ら、そんな変なこと書いてないと思うんですけど、ああいって、私は別にけんかしたいわ

けじゃないですから、そうですよねって言ってすぐ電話切りましたけどね。 

  でも、この県のこういう水のことっていうのは、私が電話するのも、だから不愉快なん

でしょうね。もうちょっと公開というか、オープンな場でものを決めてほしい気はします

よね。私も県民ですからね。県のことじゃないですか。何かまるでどこかの企業にですよ、

企業に電話したら、それは嫌がられるでしょう。でも、県の水ですからね。さっきおっし

ゃったのもそうですけど、大竹市という公共団体と広島県という公共団体があることを協

議するのに、公表したらって思いますよね。 

  そこは何だろう、分かりませんけど。でも、これ見てください、県のホームページあり

ますから。本当にさすが会計士ってすごいですね、これを何人かでやるんですけど、それ

こそいいこと、悪いこともあるし。平成11年にやっぱりこんなことをやったみたいなんで

すけれども、あのとき言ったことも一部履行できてないというようなクレームをちょっと

書いてましたけど。 

  でも、あれですよね。少なくとも小瀬川っていう川があって太田川っていう川があって、

向こうには沼田川っていう川があって、その水を上手に県民で使いましょうっていう前提

でものが動き始めるんであればいい気はするんですけれども、県がつくりましたと。それ

を採算を合わせるために上手に売っていかなくちゃいけない、それは分かるんですよ。水

の需要も、昔は足りなかったのがどっちかというと今余っている時代ですからね。分かる

んですけれども、どうも県は自らのことだけできゅうきゅうとしているような気がしてな

らないんですけれども。 

  それを引っ張り出す力とすれば、大竹市に本音の部分で受水をやめるっていう、やめる

っていう思いがそこまではなくても、受水やめたいんですけどねと言って交渉の場に引っ

張り出すっていう手は、私はあると思うんですよ。それで例えば基本水量と実際の水量で

もそうですけれども、実際買っている水は僅かですからね。基本水量は大きいですよね。

そういうのも全部オープンにして机の上にばらまいて、その上でみんなが協議したらもっ

といい関係になると思うんですけれども、もっと言えば、あの県内を走り回っている水路

を今から維持しなくちゃいけない。さっき言いましたけど、総括原価方式っていうのかな、

将来の減価償却費じゃなくてもっと先取りしたような経費をそこに加えていったら、水の

代金ってもっと上がると思うんですよね。そんなぐらいだったら大竹市はコンパクトに、

自立で水は何とかしますっていう方法もあるわけですよね。そこがある意味大竹市の強み

にもなるかもしれませんからね。何かその辺を、やはりもうちょっと県とやり合ってほし

いなと思うんですが、そのあたり、何かあったら御答弁お願いします。 

○議長（賀屋幸治） ありますか。 

  業務課長。 
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○上下水道局業務課長（三浦暁雄） そうですね、県ともう少しやり合ってもらいたいとい

うことで、ちょっと私どもで思い当たる、県の利益率が高いであるとか剰余金がたくさん

積み上がっているということについては、市長の答弁でもございましたけれども、受水団

体のほうへ還元してもらいたいということは今までも言ってきておりますし、今後も言い

続けていきたいというふうには思っております。 

  情報のほうも、相手方がある話でプロセスの話というのは、ちょっとなかなか慎重に判

断をする必要があるんですけれども、県用水の受水費とか受水量とか、なかなか今回調べ

に来ていただいて、いろいろ分かりにくいというふうな御意見も聞いてはおりますので、

どういったニーズがあるのか、そういったニーズがあるのかというようなところも含めて、

掲載内容、いろんなところへの掲載内容というのは今後とも検討していきたいというふう

に、ちょっとずれているかもしれませんが、以上でございます。 

○議長（賀屋幸治） 日域議員。 

○14番（日域 究） もう一回戻りますけれども、この本、ここに書いてあることをベース

にして、これを広げて県の人と話をしてみたいですね。これが県が予算かけて、もちろん

県は義務があるんでしょうけれども、包括外部監査ですよね。そこにいろんなことが書い

てありますけれども、結局、要するに知らないことだらけですから。だからそれを踏まえ

て、それでここに公認会計士のほうから指摘を受けたこともあるわけですよね。たくさん、

さっき言いましたけど、いろいろあるわけでそれを踏まえた上でもう一回話をしなくちゃ

いけないのかなという気がします。 

  せっかく大竹市にある水をほっといたんでは二重投資にもなりますしね。玖波、松ケ原、

それから、阿多田島かな。あのあたりぐらいまでだったら、さっき市長もおっしゃいまし

たけど、量的にはそれは何とかなるだろうと思いますからね。そしたら、自前の努力だけ

でいいわけですけれども、それこそ十何年か前にありましたよね。広島から江田島のほう

へ行く、広島呉間の崩落がありましたよね、水道のあれの。これ見たら書いてありました

よ。まだできてないんですよ、もう一個のバイパスの２本目の水路が、何か令和５年３月

完成予定って書いてありましたけど。結局あの広い範囲に水を引っ張り回すってすごいこ

となんですよね。その経費が全部水道のコストに入るわけですから。 

  大竹市なんて、湯舟から玖波までしかその水路を使ってませんけれども、ＪＲだったら

大竹・玖波間の料金でいいわけですけれども、これみんな一緒ですからね。大竹市はこん

だけしか使わないのに全県乗り放題のチケットを買わされるようなもんですから、そう考

えたら計算に合いませんよね。 

  だから、それしかない人はしょうがないけれども、大竹市の与えられた条件としてそれ

が可能なんであれば、それを前提にやっぱりいいまちにしてほしい。大竹市にとって、や

っぱり水が一番の財産ではないですか。ほかにもありますけれども、やっぱり水が一番の

財産だと思いますからね。ぜひ大竹市の水の権利を大事にしながら、それでさっきの広島

市っていう大きい団体があって、水道局の職員の話を聞いていると、広島市が強そうなん

ですけれども、県に対しては。でも、広島市は図体でかいですから、やめるってそう簡単

に言えないじゃないですか。大竹市はちっちゃい分、やめるって言いやすいですよね。私
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はそう思います。もうちょっと嫌がられることも口にして、上手に交渉してほしいなと思

います。 

  今のは要望です。ありがとうございました。終わります。 

○議長（賀屋幸治） 続きまして、７番、小田上尚典議員。 

〔７番 小田上尚典議員 登壇〕 

○７番（小田上尚典） ７番、清誠クラブの小田上です。よろしくお願いいたします。 

  本日は、既に本市が長年取り組んでいる奨学金制度について質問させていただきます。

大竹市奨学金制度の存在理由と充実に向けてというテーマを一緒になって考えていければ

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

  この３月定例会には令和５年度当初予算も上程されており、一般会計は市長からの提案

理由での説明もございましたが、約159億円と、大竹駅周辺整備をはじめとする大型事業

が控えていることから、大きくなっています。 

  予算の中には、今触れたハード面だけでなくソフト面でも、新たな取り組みがあります。

特に市の魅力を一層高めるための事業として、学校給食費支援事業で給食費の全額無償化、

こども医療費助成事業では10月から対象が中学校卒業から18歳までに拡大するなどの方針

が出されています。そのほかにも国の施策として妊娠・出産時に一時金の給付が始まるな

ど、連動した子育て世代への施策は充実してきているように見えます。しかし、課題も多

くあります。 

  日本学生支援機構が令和４年に発表した学生生活調査の結果では、約50％の大学生が何

らかの奨学金を受給しているという結果が出ています。家庭の経済的な事情で貸与型の奨

学金を借りざるを得ない場合には、社会に出てすぐに返済義務を負うことになります。教

育格差が生まれる環境を、社会人になる寸前の学生時代に既につくり出しているのではな

いでしょうか。 

  奨学金事業は、日本国憲法第26条及び教育基本法第４条第３項に基づき、経済的理由に

より修学に困難がある優れた学生等に対し、教育の機会均等等及び人材育成の観点から、

経済的支援を行うとされています。そのような中、国は令和２年４月から授業料等の減免

と給付型の奨学金の就学支援新制度を設けています。これは住民税非課税世帯から３段階

の収入に合わせて支援されますが、親２人と奨学金を受ける18歳の子、中学生の兄弟１人、

計４人家族で収入目安が270万円から370万円と、幅広いものではありません。 

  本市においては、昭和42年から独自の奨学金制度を設けており、かつては新規貸付者が

30人を超え、最大貸付金額が4,500万円を超えたこともあったようです。平成24年度に大

竹市に在住することで返還が免除になる制度が適用されると、その後は新規貸付者が10人

を超えることはなく、令和３年度新規６名の貸付額840万円まで下がり、最大貸付額があ

った平成６年の4,588万円から本年まで、減少傾向で推移してきます。 

  令和５年度当初予算案にある本市の奨学金では、以前から声のあった成績要件の緩和が

行われることとなり、進展も見えるこの制度ですが、昭和42年の制定当初の目的から変更

はないのでしょうか。目的が変化しないのであれば返還免除の規定を設けたり、成績要件

の変更など行われていないように感じます。 
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  このたびの改正に至った理由やこれまでの背景を考えると、制度の目的を見直し、さら

に人に投資できる奨学金制度に変えることはできないでしょうか。この制度が現状の形に

とらわれず、よりよいものとなるようにと思っております。 

  まとめると、奨学金制度の目的は現状のままでよいのでしょうか。現在の奨学金制度は

どのような目的で行っているのでしょうか。 

  以上、登壇しての質問を終わります。御答弁のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（賀屋幸治） 教育長。 

〔教育長 小西啓二 登壇〕 

○教育長（小西啓二） それでは、小田上議員の御質問にお答えをいたします。 

  大竹市奨学金貸付制度は、優良な生徒が経済的理由により学校教育法に規定する高等学

校や大学等への修学が困難な人に対して、学資を貸し付けることにより、修学を支援し、

有用な人材の育成の道を開くことを目的としております。 

  この奨学金貸付制度は、これまでに、その時世に合わせる形で見直しを行ってきました。

平成24年度には、従来からある奨学金貸付制度に定住促進という目的を副次的に持たせた、

大竹市奨学金返還免除制度を導入しました。修学を終えると、その半年後から奨学金の返

済が始まることになりますが、一定期間継続して市内に居住したことを条件として、それ

以降、居住した期間の貸付金の返済を免除するという制度です。 

  平成25年度には、返還免除対象者の大幅な増加等が見込まれることから貸付認定基準を

厳格化する必要があるとして、世帯の収入状況等を測るための項目である生活指数を引き

下げました。加えて、学業成績や生活指数の数値を基とした採用する基準を新たに設ける

こととしました。 

  平成29年度には、国の制度である生活保護基準の引き下げの影響を受ける形で、奨学金

の貸付基準が厳しくなっていることを是正するため、生活指数の認定基準を引き上げまし

た。 

  そして、このたび、令和５年度貸付者の採用時から、学業成績の認定基準の一部の見直

しを図りました。具体的には、中学校または高等学校の３年間の成績が一定以上としてい

る学業成績の認定基準について、３年次の成績が一定以上の場合にも対象を広げるという

内容です。 

  この見直しにより、３年間全体の成績では、認定基準を満たしていない生徒でも、３年

生のときに基準の成績を修めた場合、奨学金の貸し付けを受けることができる途が開かれ

ることとなります。これは学業成績の認定基準を大きく変えるものではありませんが、

１・２年生のときにさまざまな事情によって学業成績が伴わなかった生徒であっても、最

終学年において意欲や希望を持って、進学に向けて学業に励むことができるような見直し

であると考えております。 

  このように、その時世に応じて見直しを図りながら今日まで続けている奨学金貸付制度

ですが、冒頭に説明しましたように、優良な生徒が修学の意欲を、経済的な理由により進

学をあきらめてしまうことがないようにすることが奨学金貸付制度の目的であり、これは

制度創設当初から変わるものではないと考えています。 



（５．３．７) 

－84－ 

 

  小田上議員からは、制度の目的の見直しや、もっと人に投資できる制度への変更につい

て御提案をいただきました。奨学金貸付制度は、経済的理由により修学が困難な優良な生

徒の修学を支援することで、有用な人材の育成への途を開くという目的を踏まえながら、

将来の大竹市の活力につながる制度としてどうあるべきかという視点を持ち、これからも

必要に応じて貸付要件の見直しや免除制度のあり方について、しっかりと検討をしていき

たいと考えております。 

  以上で、小田上議員への答弁を終わります。 

○議長（賀屋幸治） 小田上議員。 

○７番（小田上尚典） ありがとうございます。 

  そうですね、大竹市の奨学金は調べてみると実は歴史が古くて、資料もいただきました。

昭和42年から令和３年度までの資料ですけれども、いただいて、ずらっと金額も見えるん

ですけれども、すごいなと思う点が、返還免除制度っていうのが平成24年から始まったと。

国もまち・ひと・しごと創生総合戦略というもので、平成26年に奨学金を活用して、定住

促進のほうにはなるんですけど、奨学金の返還免除だったり助成をすることを活用して、

地方に定住させてくださいという通知を出してから、この免除制度というものがぐっと広

がっている。 

  なので、大竹市は国に言われる前からやっているというところで先見の明があるなと思

うんですけど、一方、教育長の答弁でありました副次的な要素で定住促進と言われて、た

だ副次的な要素でお願い、定住促進を考えよう、あくまでも副次的、主たる目的じゃない

ですよと言う割には、その制度を取り入れた瞬間に、平成24年の新規貸付者が23人、その

制度ができた翌年は７人なんですね。副次的な要因のためにここまで減るのかと思うんで

すけれども、今までこの奨学金のこういう返還免除の制度、費用対効果をどのように考え

られているか教えていただきたいなと思います。 

  優良な生徒って言ってますし、答弁にございました優良な人材の育成のためにもありま

すと。この奨学金、すごくうれしいんですね。３年間の成績で平均が3.6だったものが、

来年度から今回の募集、今かけているところから、３年生のときだけの成績が3.6でもよ

くなったというところで、１、２年生はちょっと足りなかったけど３年生の間で挽回でき

るかもという気力にはつながるんじゃないかなというふうに思ってうれしいんですけど、

この優良な生徒に奨学金を給付しますっていうときに、本当に優良かどうか判断するのっ

て難しいですよね。学校のレベルによっても平均は変わってくると思いますし、これを

3.6っていう数字もちょっと高いかなと思うんですけど、これほかの奨学金だったら大学

生の成績、大学在学中の成績によって奨学金が止まるとかあると思うんですけど、そうい

うところで判断してみるっていうのも１つかと思うんですけど、今回、成績の要件が緩和

された理由と他市との比較でちょっと厳しいように感じるんですけど、いかがかなという

ところ。 

  あとは、じゃあ経済的理由で修学が困難ということですね。それが副次的な定住促進の

ところでかなり厳しくなってきちゃっているのはどうなんだろうと思うので、ほかの市町

だったらちょっと算定の基準が、今、教育長の答弁でありました生活保護の基準の２倍を
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大体目安で、これが、収入要件が決まっているっていうふうに話を聞きましたけど、廿日

市市とかは既に大学生が１人いた場合とか、お子さん、中学生がいるとかっていう場合は、

所得控除というか新たな計算の仕方があって、かなり大竹市とは計算の仕方が違うと。そ

れでほかの市によっては、これ保護基準じゃなくて児童手当の所得制限の要領で行ってい

るところもあると。なぜこれを基準にされたのかなと思うところがあるんですけど、他市

と比較してこの収入要件、特に厳しいように見えます、ホームページを見る限りですね。

ホームページ見ると、かなり金額が少ないんですよ。本人と親２人世帯で基準額284万

9,000円って書いてあるんですね、目安が。何のことかさっぱり分からない上に、すごく

低い金額なのですごく見づらいなと思うんですけど、金額とこの表示の仕方含めて、すみ

ません、大きく分けると３点ですけど、よろしくお願いします。 

○議長（賀屋幸治） 総務学事課長。 

○総務学事課長（貞盛倫子） それでは、順にお答えをしてきたいと思います。 

  まず、返還免除の費用対効果はどのように考えているかというようなお話だったと思い

ます。費用対効果ということに直結するかは分かりませんが、定住の効果ということで費

用対効果に考えさせていただけたらと思います。 

  返還免除制度の導入後、10年間で返還対象者が、延べ人数は1,176人、そのうち延べ365

人が返還免除を受けています。割合にして約３割の人が大竹市に居住したことになります。

令和３年度に免除申請をした33人のアンケート結果によると、将来返還が終了した後も引

き続き大竹市に居住したいと答えた人が27人、８割を超える人が大竹市に居住し続けたい

というふうに答えております。 

  奨学金の貸し付けを受けた人の約３割が市内に居住することで返還免除制度を利用して、

新たに返還免除を受ける人の約８割が返還期間終了後も市内に居住したいと考えていると

いうアンケート結果もありますので、この制度だけで定住促進の効果があるかどうかを図

ることは難しいんですが、ある程度の効果はあると考えております。こうしたことから考

えると、その返還免除制度を取り入れた費用対効果というのがある程度見込まれているの

ではないかというふうに考えています。 

  それから、どのようにしてその優良な人材を見るのかというところがなかなか難しいの

ですが、学業成績の評定基準については、３年間の評定平均値が3.6以上というふうにし

ています。先ほど教育長の答弁にもありましたが、今回それが３年次で3.6以上というこ

とも含まれるというふうに緩和をしております。 

  この3.6以上という水準は、日本学生支援機構の無利子貸与奨学金の基準である3.5以上

と、ほぼ同水準です。奨学金の貸付制度の拡充は、経済的に困っている生徒の修学の途が

さらに開かれるという見方がある一方で、望みどおりに修学を終えたときに返済義務を負

うという負の側面も持ち合わせております。採用の基準緩和については貸付額の増額とも

あわせて、慎重に検討すべきであるというふうに考えています。 

  それから、他市と比べて収入要件が厳しいのではないかというようなお話だったと思い

ます。奨学金貸付条例には、奨学生の資格として学資の支弁が困難と認められること、と

ありますが、生活が困難である客観的な指標として当市が採用しているのが、生活保護の
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基準です。世帯の収入状況等を測るための指数である生活指数は、生活保護の認定基準を

基に算定をしております。この生活指数の認定基準は生活保護基準の２倍までとしており、

この水準は日本学生支援機構の無利子貸与奨学金の基準とほぼ同水準です。 

  また、世帯の収入状況等を測る基準については、多くの自治体で何らかの基準を設けて

おります。子細な部分で特徴があるようですが、大きく変わるものではないというふうに

捉えております。加えて他の自治体でほかの奨学金等を受けていないことを条件としてい

るところもありますが、本市の制度はほかの制度との併用の場合でも申請することができ

ますので、そういった点では本市の特徴として、これが挙げられるというふうに考えてお

ります。 

  ただ、その周知に当たって、おっしゃるように認定の要件等の記載が分かりにくいとい

うようなことで御指摘をいただいております。申請者、それから、新規奨学生の採用増を

目指して周知活動を強化して、積極的な周知に努めております。さまざまな方法で周知を

しておりますが、市のホームページへの情報の掲載もしております。その中で、特に認定

要件等については重要な情報であるため、正確で誤解の生じないような掲載となるように

心がけているところです。 

  一方で、収入や所得の違いや控除を考慮に入れて計算することなど、計算方法が難しく、

基準額をクリアしているか分かりにくいことも確かです。分かりにくさゆえに、奨学金申

請についての検討をちゅうちょされる方がおられるともお聞きしました。改めて、できる

だけ多くの方が読みやすい、理解しやすい、そして、相談してみようと感じてもらえるよ

うな情報提供のあり方について、申請に来られた方のお話も参考にしながら、所得計算の

仕方やモデルケースを記載するなど、紙面の見やすさも含めて工夫していきたいと考えて

います。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 一般質問の途中ではございますが、議場の換気のため暫時休憩を行い

ます。 

  なお、再開は14時10分を予定いたしております。よろしくお願いいたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

１４時００分 休憩 

１４時１０分 再開 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

○議長（賀屋幸治） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  小田上議員の３回目の質疑から入ります。 

  小田上議員。 

○７番（小田上尚典） ありがとうございます。 

  費用対効果の面では、具体的にはちょっとこれというものは言いづらいけれども、定住

促進で一定の効果はあるんじゃないかというところで、収入の所得要件にしても成績の要

件にしても、日本学生支援機構の無利子、第１種のほうの奨学金とほぼ同等であるという

御回答でした。 
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  無利子でそこで借りられるんだったらいいやって、多分なっちゃうと思うんですね。そ

うじゃなくて、教育格差、奨学金の課長の答弁でもありました、負の側面と言われたと思

います。なので、結局そこをどう軽減していくかというところなんだろうと思います。せ

っかく昭和42年から始めてかなりの人数、一番ピーク時、平成９年がピークですけど、こ

のとき貸し付けている残高、２億7,000万円を超えてるんですね。それで現在、令和３年

度ですけど8,100万円ということになってて、この平成24年に制度変更したときに、大き

く、どこがどう厳しくなりましたかね。分かれば教えてください。 

  あと、この対象の人数を増やすこと、要件の緩和なので同等では面白くないというか、

せっかくほかのところよりも先駆けてやっているのに同等です、ではなくて、もうちょっ

と踏み込んでしてほしいんですけど、令和３年度返還されている金額、実際にお金が返っ

てきた金額が1,100万円で、ちょっと年は１年違いますけど、令和５年度予算で1,136万

9,000円の奨学金の予算が組まれている。 

  以前ほかの委員会でお聞きしましたけど、返済の金額で貸し付けはもう全て賄えている

状態だという御答弁いただいています。少し一般財源から繰り出してあげれば、対象とな

る人数は今10名前後というふうに想定されていますけど、増やせるんじゃないか、増やす

ためには少し緩和してあげればいいんじゃないかと思いますけど、どうでしょう。２点、

お願いします。 

○議長（賀屋幸治） 総務学事課長。 

○総務学事課長（貞盛倫子） 返還免除を導入した後に、先ほど答弁でも教育長のほうがお

答えはしましたが、その大幅な増が見込まれるということで、認定基準のほうを厳格化を

しています。これについては成績要件を設けたりとか、それから、収入の要件を、先ほど

お話をしたような生活保護の2.0倍というような、そういった要件のほうを取り入れてい

ます。 

  それから、人数等について増やしたらどうかというようなお話でした。これについては

毎年予算を要求していくときに、その年々のニーズを見ながら何人ぐらいが必要かという

ようなことを考えて、その人数を予算要求をしております。そういった中で、ここまでの

その募集人数に対するその申請者数ということから考えて、今この10人というところが必

要な人数ではないかというふうに考えております。今後、そのニーズが広がるようでした

らそのニーズによって、予算要求を増やすかどうかということについては検討していきた

いと思います。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 小田上議員。 

○７番（小田上尚典） ありがとうございます。 

  人数は、ニーズを見ながらというところですね。直接関係ないかもしれないですけど、

令和４年度大竹高校の進路、ホームページに出てました。まだ今後決まりますという学生

もいるんですけど、ただ、大竹高校なので別に大竹市の人ではない子もいますんでね。で

すけど、大学進学が22名、短大６名、専門37名というところで、かなりの人数で、就職が

53名というところで、以前大竹高校の話は議会でも最近出ましたので、何名ぐらいが行か
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れているかっていうのは大体分かって、それで３分の１ぐらいかなということであれば３

分の２が市外に出て、進学もこのくらいで行くと、大学もかなりの数が進学している。 

  最初の基準に、算定の基準とかにされているところが調査結果を出してるところでは、

大学生の50％が何らかの奨学金をもらっているということであれば、10人というのは少な

いと思います。10人で少なくて、令和４年度８名の相談があって、６名でしたか、ごめん

なさい、具体的な数字は覚えてないですけど、申請できなかった方、要件に合わないねと

いうので申請できなかった方が２名おられたというのを聞いています。 

  おられて、どこで合わなかったのかですけど、何かこの平成24年度の改正で成績要件つ

けて、費用を見直して大幅な増があるからって、要するに返ってこなくなるものがいっぱ

い出そうだから厳しくしようっていうことですよね。何か最初の趣旨と変わったな、目的

にそぐわないんじゃないかなと思います。緩和できると思います。 

  そして、厳格化した理由が定住促進で、定住促進っていう面から見ると、内閣府が奨学

金返還支援取組状況についてという、ＤＸを推し進めている内閣官房デジタル田園都市国

家構想実現会議事務局っていうところが出しているやつですね。要するに、若い人材が地

方に必要ですということで奨学金を活用してくださいねというふうに、かなり言ってます。 

  この説明の中でちょっと気になったのが、財源もあるでしょう、財源の部分もあってな

かなかというところ、緩和ができないということであれば、奨学金を活用した若者の地方

定着促進に係る特別交付税措置についてというのがあります。これは今紹介のあった日本

学生支援機構から借りているもの、あとは市町村、各地方自治体が独自にやっている奨学

金の返還の減免を行った者に対して特別交付税措置されますよというものがあります。 

  この紹介ページの中に、返還免除の取り組みをしている市町というもの、一覧がありま

して、しっかり大竹市も入っています。広島県内10市町入ってます。この特別交付税措置

が今されているのかどうかというところ、教えてください。 

○議長（賀屋幸治） 企画財政課長。 

○企画財政課長（三井佳和） 特別交付税措置の関係がございましたので、企画財政課から

お答えをいたします。 

  特別交付税措置の対象となる経費につきましては、奨学金の返還を支援するために市町

村が当該年度に支出した額と特別交付税に関する省令に規定されており、例えば奨学金と

して支出する段階で卒業後の居住の確認が取れている場合など、返還支援の対象者が明ら

かになっている場合は対象となると認識しているところでございます。 

  したがいまして、本市の場合は奨学金貸し付け時点では返還免除が決定されているもの

ではないため、現行制度では特別交付税措置の対象とはならないと考えておりますが、こ

のたび議員から御指摘がございましたので、改めて総務省に問い合わせをしているところ

でございます。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 小田上議員。５回目です。 

○７番（小田上尚典） ありがとうございます。 

  なので、現行の制度でやるとなかなか予算も取りづらいと。ただ、基本的に奨学金とい
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うのは、成績が優秀で、かつ経済的に困窮している、なかなか大学、専門学校、短大に送

り出してあげられない、高校もそうですけど、という家庭に対しての支援で、一方、これ

奨学金って同じ名前ついてますけれど、返還免除の支援ということですね。これは内閣府

が言っていることは、今までは地方公共団体の奨学金に係る支援の取り組みも対象になっ

ているんだけど、なかなか地方自治体が分かってくれてなかったということで、取り組み

はやってるんだけど交付税算定になりますよっていう申請をしてくれてないところもある

んですっていう話を聞きました。 

  総務省に聞いて、今課長に言われたとおりのことを言われました。当該年度に支出して

いるものじゃないと駄目だと。であれば、恐らく今の制度をうまく変更して、交付税措置

の対象になる方法もあるとは思うんですが、いっそのこと分かりやすく返還支援っていう

もの、事業をつくってしまって、そちらで定住促進を行ってしまう。それで大竹市の奨学

金貸し付けは、返還免除制度っていうものをここでは外してしまって、もう以前の状態に

戻して貸し付けてしまう。 

  であれば、返還を免除しているわけじゃないですね、貸したものを。ただ大竹市に住ん

でくれてれば支援しますよっていう形で毎年支出してあげれば、交付税算定になり得るん

じゃないかと。そして、確定してないものに出せないっていうところなので、居住してま

すと、返還免除の対象になりますと。今の仕組みだと返還免除の対象になる方は毎年、年

に１回免除の申請に来られてます。毎年、年１回申請に来られて、免除してください、住

んでますという証明をして、そのときに返還の支出をしてあげれば、交付税措置、明らか

にされることになるんじゃないかなと思います。 

  今すぐどうこうしてくれ、早いことにこしたことはないですが、今すぐこの場で答弁は

難しいと思いますが、そういう方法でこれまで同僚議員、先輩議員の一般質問の中でも、

最少の経費で最大の効果と。今まで全く同じことやってて交付税措置されなかったものが、

同じようなことをやって交付税措置されるんだったら、絶対そっちのほうがいい。なので、

そういう仕組みづくりっていうのを考えていただきたいなと思います。 

  ただ、総務省の方と直接やり取りをして、すごいですね、総務省もこの奨学金制度のこ

とって言ったら担当の方１人、絶対私につながりますって言われたので、そうなんだと思

ったんですけど、何かいろいろ前向きな形ではありましたんで、今の制度でうまく運用で

きて、幅が広がって交付税措置もされて、財源的なところも安心できるということであれ

ば、どんどん進めていけるんじゃないかなと思います、成績の緩和をですね。 

  もともと成績要件がなかったんですかね。できたときは。なのに定住促進のために成績

要件つくったからこうなったと。どっちか分からないですよ、返還免除にしますっていう

ことを大義名分に、この貸付金額を少なくしたいからこうしたのかもしれない、変な見方

をすれば。でも、そうじゃない、返還免除して大竹市に戻ってきてほしいという思いでさ

れているんだと思います。なので、今の現行制度をうまく利用して財政措置がある方法、

今の奨学金の制度にとらわれずにやってほしいなと思います。 

  何かあれば、どなたかお願いします。 

○議長（賀屋幸治） 教育長。 
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○教育長（小西啓二） いろいろとありがとうございました。 

  この奨学金制度については、私どもの思いとしては、今後も当然継続していかなくては

ならないというふうに考えております。ただ、やはり時代のニーズに合ったものというあ

たりは考えなくてはなりませんし、そんなときの社会情勢等を注視しながら、充実、発展

した制度となるように取り組んでまいりたいなというふうに思っております。 

  先ほど言いました交付税措置等につきましては、関係課と連携をし、これからしっかり

ちょっと研究、調査してまいりたいと思っております。ありがとうございました。 

○議長（賀屋幸治） 総務部長。 

○総務部長（佐伯和規） 教育長から申し上げたので、もういいかなと思ったんですが、い

ろいろ有意義な御提案、ヒントをいただきましたので、これから研究してまいりたいと思

います。ありがとうございました。 

○議長（賀屋幸治） 続いて、４番、原田孝徳議員。 

〔４番 原田孝徳議員 登壇〕 

○４番（原田孝徳） １人会派の原田孝徳です。 

  今回は、介護人材の確保と育児・介護休業法についてと、中山間地域の防災などについ

てという２つを質問させていただきます。 

  まず、介護人材の確保と育児・介護休業法についてから、本市における2025年問題につ

いて伺います。 

  2025年問題というのは、御存じのとおり約800万人とも言われる団塊の世代全員が75歳

以上の後期高齢者となり、超高齢化社会が訪れることで生じるさまざまな影響のことです

が、まだまだ先の話と思っていましたが、それはもう目の前に、いや、もうその入り口で

あると言ってもよく、早急な対策が求められるところでありますが、介護人材の確保は

遅々として進んでいないのが現状であります。 

  さて、2025年の本市の人口予測は２万4,985人、そのうち75歳以上の後期高齢者は5,668

人。約22.6％であります。つまり５人に１人が後期高齢者となります。国全体で言います

と６人に１人ですから、数字の面からも超高齢社会の渦中にいると言ってもよいでしょう。 

  このような状況の中、現場では介護職員の不足が一部で表面化し、サービスの一部が提

供できない、そういう事業所も出てきており、この問題は今後さらに深刻になることが予

想されます。このような現状を踏まえ、超高齢社会と介護人材の確保について、その考え

をお聞かせください。 

  続いて、中山間地域の防災などについてですが、まずはこれからの防災ということで質

問をさせていただきます。 

  防災については、同僚議員や先輩議員がさまざまな角度で、かつ専門的見地から述べて

こられましたが、私はそのような専門家ではありませんので、介護の視点からこの問題に

ついてお聞きしたいと思います。 

  ここ数年、100年に１度と言われるような豪雨が毎年のように全国各地で頻発し、大き

な災害をもたらしたり、また、昨年の秋にはこれまで経験したことのない台風、台風14号

が記憶に新しいところでありますが、そのような台風が襲来するなど、気象環境の変化は、



（５．３．７) 

－91－ 

 

これまでの防災、そういうものからの脱却が急務であることを示唆しているように思いま

す。本市においても近年中山間地域で避難指示や避難勧告が出されることが増えており、

住民の安心・安全の確保が大きな課題であるというふうに思います。 

  また、新町雨水排水ポンプ場の問題にも見られるように、沿岸部においても道路が冠水

するなどの被害があり、今後、線状降水帯が居座るような雨が長時間続きますと、人命が

失われるということも、絶対にないとは言えず、人災とも言われかねない事態も想定がさ

れます。市民の生命・財産を守るのが市の大きな役割であるということを考えますと、こ

の問題も含めまして、これからの防災というものにどう取り組むかが、今問われているよ

うに思います。 

  そこで今回は、高齢化が進むこれからの防災について、お考えをお聞かせください。 

  以上、２つ質問させていただきます。御答弁よろしくお願いいたします。 

○議長（賀屋幸治） 市長。 

〔市長 入山欣郎 登壇〕 

○市長（入山欣郎） 団塊の世代が75歳以上の後期高齢者となり、超高齢社会となる2025年

が議員がおっしゃるように目の前に迫ってまいりました。大規模な災害の発生については、

避けて通れない問題でございます。そのため、先を見据えた事前の対策が重要であり、議

員も同様の認識を持ち、御質問をいただいたというふうに思います。ありがとうございま

す。 

  それでは、原田議員の御質問にお答えをいたします。 

  １点目の、介護人材の確保と育児・介護休業法についてです。 

  2025年問題では、いわゆる団塊の世代の方々が全て75歳以上となり、国民の４人に１人

が後期高齢者という超高齢社会の到来によって、雇用や医療、介護、年金といったさまざ

まな分野において、制度の維持、運営に多大な影響を及ぼすことが懸念されています。ま

た、少子化に改善の兆しがなく、社会を支えていく生産年齢人口が減少することで、この

問題は今後20年、30年と続いていくことを覚悟しておかなくてはなりません。 

  国全体の労働力が低下する中で働き手をどう確保していくのかは、あらゆる産業、職種

における命題です。特に介護分野では高齢化率がピークを迎える2040年には、280万人の

職員が必要とされており、2019年の介護職員数211万人を基準とすると、３割以上に当た

る70万人を上積みしなければなりません。 

  介護人材が不足する要因としては、身体的な負担が大きい、精神的にきつい、その割に

賃金が低いことなどが挙げられ、その結果、人手が足りない、休暇が取りにくいといった

負の循環に陥っていると推測されます。そのため、他の業界に人材が流れやすく、また、

一旦就職しても比較的早期に離職してしまう、復職をちゅうちょしてしまうといったこと

が起きやすい状態になっています。 

  国も介護報酬の改定や処遇改善加算など、賃金や労働環境の改善を進めていますが、現

時点では抜本的な打開策になり得ていないように思われます。今後はＩＣＴによる事務作

業の効率化や介護ロボットの導入による身体的負担の軽減なども必要と感じていますが、

先ほど申し上げた負の循環を断ち切るためには、何よりもまず、介護という仕事の負担に
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見合う賃金水準に引き上げていくことが必要です。賃金が改善し、職員が一定数確保でき

るようになれば、労働時間の短縮や休暇取得など、労働環境の改善にもつながっていくも

のと考えます。 

  こうした取り組みは全ての市町村に共通して関わる問題として、まずは国策として進め

るべきものと考えます。その上で、市としては介護職員の就業定着や資質の向上を後押し

するような地域の実情に則した支援を、事業所や職員の方々の御意見などを参考に検討し

ていければと考えています。 

  以上、介護職の全国的な状況に対する所感と対応を述べさせていただきましたが、市民

の皆様には何よりも長く、健康で充実した暮らしを送っていただきたいとの思いに変わり

はありません。そのために、いきいき百歳体操などの一般介護予防の促進や、要介護状態

やフレイルにならないようにするための取り組みも重要と考えています。本市では、大変

ありがたいことに、多くの市民の皆様が地域で支え合いながら活動を続けていただいてい

ます。体力面だけでなく、こうした人と人との交流や関わりも、健康で充実した暮らしを

支える大切な取り組みと感じています。 

  次に、２点目の中山間地域の防災等についてでございます。 

  本市では台風や豪雨などによる災害の発生が予想される場合、状況に応じて警戒レベル

３の高齢者等避難、警戒レベル４の避難指示、警戒レベル５の緊急安全確保といった避難

情報を発令し、防災行政無線や防災メール、また、テレビのＬ字放送などにより市民の皆

様にお伝えしています。 

  御高齢の方や障害のある方については、お住まいの場所が土砂災害や河川の氾濫などの

危険がある場合、高齢者等避難の発令により安全な場所への避難を早めに開始していただ

くよう、これまでも啓発を行ってまいりました。 

  しかしながら、自宅からの立ち退き避難に際し、支援が必要な場面も多いと思われます

ので、避難行動要支援者名簿を毎年更新し、自治会や民生委員の皆様と共有し、災害時の

避難の呼びかけに活用していただくよう御協力をお願いしているところです。 

  近年、これまでに経験したことがないような豪雨や強風などへの備えが重要となってお

り、特に川手地区や栗谷地区では、土砂災害だけでなく、小瀬川や玖島川の氾濫について

も、急激な状況の悪化に警戒が必要です。 

  一昨年の長雨で、栗谷地区の一部に土砂災害警戒情報が発表された際や、昨年の台風14

号で玖島川の氾濫の危険性が高まった際には、自治会が集会所を避難場所として開設し、

住民の方を誘導してくださいました。市が適切な避難情報を迅速に発令し、避難行動を呼

びかけ、状況に応じて避難場所を確保することはもちろん重要ですが、市民自らがいつ起

こるか分からない災害に備え、平時から避難場所や避難経路を考えておき、避難時に持ち

出すものを用意しておくなど、自助の考え方を持っていただくことが大切です。また、そ

れを補うものとして、地域全体で避難の呼びかけや誘導を行う共助の必要性を市民の皆様

に啓発し、その輪を広げていくことも、今後の重要な課題であると考えます。その意味で、

これまで取り組んでまいりました自主防災組織の育成や避難の呼びかけ体制づくりも共助

の視点で重要ですので、引き続き取り組んでいきたいと考えています。 
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  なお、令和３年の災害対策基本法の改正により、避難行動要支援者の個別避難計画を作

成することが努力目標となりました。個別避難計画とは、災害時の避難行動に支援が必要

な方お一人ずつに、緊急連絡先や避難支援の実施者、避難先や避難時の留意事項などを具

体に定めておくものです。 

  本市でも複数の部が連携して計画作成に向けた体制づくりを進めており、来年度からは

県の支援事業も活用しながら、実際の計画作成に取り組んでいきたいと考えています。 

  以上で、原田議員への答弁を終わらせていただきます。 

○議長（賀屋幸治） 原田議員。 

○４番（原田孝徳） ありがとうございました。 

  介護人材の不足という問題に振り回されることなく、地域のほうでの活動というものは

本当に大切だというふうに思いますので、そういうところ、行政からもぜひ支援をしてい

ただきたいなというふうに思いますし、ぜひ市民の方もそういう活動に積極的に参加して

いただきたいなというふうに思います。 

  それでは、介護人材の確保の強化の取り組みと課題ということと、それから、介護職員

不足の現状について、もう少し伺いたいと思います。 

  昨年の３月議会のほうで、2021年４月に施行されました老人福祉法等の一部を改正する

地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の整備について取り上げましたが、これと

時を同じくしまして、介護保険法の改正によりまして、都道府県が作成する介護保険事業

支援計画と市町村が作成する介護保険事業計画の記載事項に、介護人材の確保、資質の向

上に関する内容が追加をされました。 

  第８期介護保険事業計画のほうには、地域人材確保推進体制整備事業により体制を整え、

介護人材の確保に向けた取り組みを進めます。若年層、中高年齢層、子育てを終えた層、

高齢者層等の各層や他業種から介護分野への新規参入を促進します。介護分野の有資格者

で、現在、離職している人材への復職、再就職に向けた支援を行いますというふうに書い

てあります。 

  そこで、第８期の２年間で介護人材の確保、資質の向上についてどのような取り組みを

これまでされてきたのか。また、残りの１年もしくは第９期に向けた課題などがあればお

聞かせください。 

  それから、第８期介護保険事業計画の介護サービスの見込量等に基づき都道府県が推計

した介護職員の必要数を見ますと、2025年度には243万人、約32万人の介護職員の不足と、

先ほどの市長の答弁のほうにもありましたけれども、本市のほうでこの介護職員の必要数、

それから、実際の職員数がもし分かるようでしたら教えていただけますでしょうか。お願

いいたします。 

○議長（賀屋幸治） 地域介護課長。 

○地域介護課長（山田智徳） それでは、３点あったかと思いますので、お答えをさせてい

ただきます。 

  まず、人材確保の取り組みについてですけれども、イメージの向上とか理解促進とかと

いうことを目的としまして、介護の日の講演会であるとか、それから、社会福祉協議会の
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ほうでやられているちゅピＣＯＭで「優男がゆく！」という番組を制作したりというよう

なことで、まず、介護のイメージアップを図っていこうというような取り組みを行ってお

ります。その上で人材の掘り起こしというところで言いますと、若い方を中心にというこ

とで言えば、大竹高校の生徒を対象に介護であるとか福祉であるとか、そういったものを

テーマにした講義を行うであるとか、あるいは高齢者の方に対して有償のボランティアを

する、その取り組みの御紹介やマッチング、そういった取り組みを行ってきております。 

  また、広くという意味では、地域福祉包括連携協定を締結しております生協ひろしまと

連携をいたしまして、登録ヘルパーのＰＲチラシというものを作成して、戸別配付の際に

御家庭に配付をする、こういった取り組みを行っております。それから、国・県等から来

ますいろんな支援事業の制度の周知、そういったものを行っているという状況でございま

す。 

  それから、その上での課題ということですけれども、ＰＲであるとかそういった理解促

進というところが中心になってきておりますので、意味のある取り組みだというふうには

思っておりますが、成果という部分がなかなか測りにくいということもありますし、成果

が出てくるまでに時間がかかるというようなことが１つ課題としてあるかなというふうに

思っているのと、国・県の制度周知につきましても、周知を行うというところまでは行っ

ておりますけれども、その最終的な御判断というのを事業者のほうに委ねております。 

  例えばその制度を利用されなかったときにどういったところに支障があるのかとか、事

務的な部分で難しさがあるのか、それとも違う要因があって制度が使えてないのかとか、

そういった踏み込んだところの検証ができていないというところが今後の課題かなという

ふうに思っております。 

  それから、３点目の、本市の介護の職員数の推計ですけれども、議員からもありました

が、サービスの見込み量から理論的に推計をした数値ですので、ちょっと実際の数値とは

乖離があるということを御理解いただけたらというふうに思いますが、先ほどの国の積上

げのベースになる大竹市の数値ということで言いますと、2019年が538人ということにな

っております。その上で2025年が約50人弱、2040年ですと100人を超える人数の上積みが

必要ということになっております。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 原田議員。 

○４番（原田孝徳） もう１年、第８期の計画がありますので、引き続き継続して取り組ん

でいただきたいなというふうに思います。数字の面からも、やっぱりその本市のほうでも

職員の不足というものが見えてきているところではあるかなと思うんですけれども、都心

部に比べると地方のほうが、そういう人材不足感というものがまだまだ顕在化してくると

いうのがもう少し先なのかなというふうな感じは抱いておりますけれども、今の数字面か

ら見ても少ないのは明らかだと思いますので、何かしら、やはり継続をして、いろんな計

画を前に進めていかなければならないのではないかというふうに思います。 

  実際もう広島市なんかでも、全部とは言いませんけれども、一部ですごく過重労働が深

刻になってきておりまして、そういう施設や事業所が増えてきておりますので、そういう
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先ほどの数字面でも不足が明らかですので、本市も危機感を持ってこれからいろんなこと

を考えていく必要があるではないかというふうに思います。 

  それでは、育児・介護休業法について少し伺いたいと思います。 

  御存じのように、育児介護休業法が、出産・育児等を経ても男女共に離職することなく、

仕事と育児を両立できるように、出生時の育児休暇制度の創設や育児休暇を取得しやすい

雇用環境の整備、労働者への制度の個別周知、育休取得の意向確認の義務化などの改正が

行われまして、令和４年４月からこの３段階で施行をされております。 

  その中から、令和４年10月に施行されました男性の育児休暇取得促進のための出生時育

児休業の創設、いわゆる産後パパ休暇では、子の出生後８週間以内に４週間までの育児休

暇が取得可能というふうにあります。 

  育児・介護休業法については大変歓迎すべき制度ではあると思うんですけれども、実際

現場では現状、例えば有給休暇ですらまともに取れない、流してしまうというような事業

所や施設もある中で、育休となるとさらに取得が難しいというような声が多く聞かれます。 

  今後さらにこの介護職員不足が深刻になりますと、これがまださらに厳しい状況になる

ということなのですが、このような現場の声から、介護職員不足の問題とこの介護現場に

おける育児・介護休業法についてどのようなお考えを持っておられるかお聞かせください。 

○議長（賀屋幸治） 地域介護課長。 

○地域介護課長（山田智徳） 法改正自体は、国が全力を挙げて少子化対策をしていくとい

う中でございますので、仕事と家庭の両立というところに向けては一歩前進したんだろう

というふうに思っております。 

  そういう中で、介護現場の職場環境がなかなか厳しいという中で取得が難しいだろうと

いうお考えだと思いますが、例えば先ほど御紹介いただきました産後パパ育休ですかね、

そういった制度でありますと４週間ということですので、なかなかそのために新しく人を

補充するということは難しいのかなというふうにも思いますし、通常の育児休暇の１年間

のものについても有期的なものですから、人を補充していくというのはなかなか難しいの

かなというふうには思いますけれども、そういった取得を希望される方がいらっしゃる以

上は、できる限りそれが取得できる環境をつくっていく、それが大事なことだろうという

ふうに思っております。 

  一時的にはその職場の方であるとか雇用される方、御負担が増えるんだろうというふう

には思いますけれども、この目の前にあるそれを乗り越えていかないと、いつまでたって

も介護現場の環境というのはよくなっていかないんだろうというふうに思います。それが

取得できる職場になっていくということが、また介護人材を確保していくというところに

つながっていくんだろうというふうに思いますので、みんなで協力しながらではないです

けれども、職場で一丸となって子育てしていくというような視点で、一時的な、本当に負

担はおありかというふうには思いますが、大変だろうと思いますが、そういう形で少しず

つ前に、いい方向に変えていくということが大事かなというふうに思っております。 

○議長（賀屋幸治） 原田議員。 

○４番（原田孝徳） もちろん行政だけではなくて、事業者の方がまず、積極的に取り組む
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ということが大事ではないかというふうに思います。 

  職場環境を整えると、そういう育休に対する認識をもっと前向きに考えてもらうという

ことがまずないと、幾ら行政のほうから働きかけてもなかなか難しい面もあろうかという

ふうに思いますので、ぜひ事業者のほうも、こういう制度ができましたので、できる限り

本当に努力して、前向きに取り組んでいただきたいなというふうに思います。 

  このような形で、育児・介護休業法であるとか介護職員の不足の問題というものをいろ

いろと議論してきましたけれども、この介護職員が不足しているということでサービスが

受けられないと、そういう高齢者がこれから出てくるであろうということも１つの大きな

問題なんですが、むしろこういう育児休暇制度のようなものが、なかなかこう介護の現場

では取得できないということになると、もちろんこれは介護の現場だけの話ですけれども、

やはりその子育て世代の与える影響というのも、少なからずあるのではないかというふう

に思います。 

  実際昨年の出生数が80万人を割り、人口減少が深刻化している中で、給食費の無償化と

いうのも当然もう歓迎すべきことではありますけれども、なかなか、特に介護の世界で働

いている方って、共働き世帯が非常に多いです。圧倒的に多いと言ってもいいぐらいなん

ですけれども、この共働き世帯がすごく多い中で、安心して育児休暇を取れる環境を整え

ることっていうのが、少子化対策、あくまでも介護現場の話ですけれども、少子化対策の

１つであるのではないかというふうに思います。 

  第８期にあるように、潜在する介護職員の発掘というものはやっぱり１つの方法ではな

いかというふうに思います。令和４年現在なんですけど、介護福祉士の登録数、介護福祉

士というのは資格を取って登録しなくちゃいけないんですが、その登録数が全国で約108

万人ですね。その中で介護福祉士として従事しているのは約57万人ということで、実に２

人に１人、約50万人もの介護福祉士が、その資格を生かすことなく眠っているという現状

があります。 

  介護福祉士ですらこの状況ですから、これに社会福祉士であるとか、それから、初任者

研修を受けた方、それから、実務者研修を受けた方、こういうものを全部含めますと恐ら

く100万人は軽く超えるんではないかと、それぐらいの潜在介護職員がいるということで

ありますので、これを何とか発掘できない手はないのかなというふうに思います。これも

これからの課題でもありますし、早急に取り組まなければならない課題であるというふう

に考えております。 

  今回の育休の制度だけではないんですが、やはり将来にわたって安心して働ける職場に

なれば、このような人たちの一部は復職をしてくださるのではないかというふうに思いま

す。１つは、やっぱり安定した職ではないというのは、やっぱり１つ大きな理由なのかな

というふうに感じますので、そういうものが整って、もう夢のある職場になれば、そうい

う方々というのは復職してくださる可能性はかなり高いというふうに感じておりますので、

それも先ほどの育休の話にもありましたけれども、決して行政ばかりが考えることではな

くて、やはり事業者のほうも考えなければならないことだと思います。みんなで考えてい

かなければならないことではないかと思いますので、これも今後早急な課題として取り組
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むべきものであるというふうに思います。 

  それから、市長答弁のほうにもありましたけれども、介護ロボットですね。機械化です

とかデジタル化も、やはりそういうものに対する助成というのも、急ぎやらなければなら

ない課題ではないかなと思います。 

  最近は施設そのものに施錠したりとかしても虐待と言われるような時代になってしまい

ましたけれども、そうはいってもやはりその、例えば認知症の方の施設でありますと、限

られたスタッフで、それ以上の認知症の方、高齢者の方を見守るというのは、もちろん一

生懸命その見守りについては頑張るんですが、なかなかそれが全部に目が行き届くかと言

われると、非常にそれは何かちょっと酷な部分もありますので、例えばセンサーをつけた

りとか、そういうもので見守ってもらうというのは大切なのじゃないかなというふうに思

います。 

  あと、ベッド、今すごくいいものがたくさん出ておりますので、褥瘡予防のベッドであ

るとか、腰痛の負担軽減の器具であるとか、まだまだちょっと、私も一回見たことがある

んですけど、かなり重たいもので、逆に腰痛は予防されても肩は凝るんじゃないかと思う

ような、ちょっと重さがあったので、それもどうなのかなとは思うんですけど、どんどん

これからそういう介護の人たちの負担軽減というんですか、肉体的な負担軽減をするため

のいい、そういうロボットであるとか機械化されていくと思いますので、そういうものに

対する国の支援というものがぜひあれば、もちろんその人材が少なくなってきているとこ

ろではありますけれども、そういうもので人が少しでも少なくて済むのかなというふうに

感じるところもあります。そういうところもぜひ、国レベルで支援をしていただければ随

分と現場は助かると思いますので、ぜひお願いしたいなというふうに思います。 

  国の福祉政策なんですけれども、処遇改善であるとか介護福祉制度にも見られるように、

私はちょっと場当たり的なのかなというふうに思います。処遇改善についてはこれからも

う少し様子を見なければならないと思うんですが、介護福祉士制度というのも、当初は専

門学校を２年間で卒業すると、国家試験なしで介護福祉士になれました。今はさらに何か

難しく、もちろん途中いろんな制度の変更があったんですけれども、今は国家試験を受け

なくてはいけないというのがありまして、そのとき、そのときで随分とこの制度について

も、何かもう右行ったり左行ったりっていうところがありましたので、ちょっとそういう

ものをしっかり、地に足をつけたような形で、これからはその制度設計してもらわないと

いけないのかなというふうに感じております。 

  これは、何回も私は、言わせていただいたんですけど、やっぱり現場が何を求めている

かとか、何を必要としているかとか、そういうものに対してもう少し耳を傾けていただけ

れば、もう少し今の現場もよくなると思いますし、その不足の状況も少し改善していくの

ではないかというふうに私は思っておりますので、何かそういうものができる土台という

か下地というか、そういうのをこれからつくっていかなければならないというふうに感じ

ております。 

  この問題についてはこれで終わりたいと思います。ありがとうございました。 

  続きまして、中山間地域の問題なんですけれども、介護と同じように、市長のほうから
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答弁もありましたけれども、地域での情報共有というんですか、地域で支え合うというこ

とは、これは同じ高齢化社会の問題でありますので、防災についても、それから、介護に

ついても一緒だと思います。 

  そのような形で皆さんが共助っていうんですか、皆さんが一緒になって地域で支え合っ

ていくということは、本当に確かに大事なことであるというふうに思います。個別避難計

画のほうも、これから少しずつまとまるということなので、ぜひ期待をして見守りたいと

いうふうに思います。 

  続きまして、ここ数年の、栗谷地区、川手地区の避難指示や避難勧告が発令した際の避

難の状況と今後の課題について、少しお聞きしたいというふうに思います。 

  まずは高齢者や障害をお持ちの方の避難についてなのですが、ひとり暮らしの高齢者や

高齢者だけの世帯、要介護者がいる御家庭やお体の不自由な方の世帯について、避難に際

し困難な事例はなかったのでしょうか。 

  それから、福祉避難所についてでありますが、これまでの避難の状況と栗谷地区、川手

地区の要介護者の数、また、御自宅で介護されている御家庭等の状況から、現状どれぐら

いの需要があって、福祉避難所といいますと川手地区、栗谷地区のところに紀の川があり

ますけれども、紀の川だけで十分に足りているというふうにお考えなのでしょうか。 

  また、昨年この紀の川を利用された方はどれぐらいいらっしゃいましたでしょうか。 

  また、この地域ではさらに高齢化が進むことは確実と思われる中で、高齢者や要介護者

で、その家族の避難の状況の傾向から、今後どのような対策が必要であるというふうに考

えていますでしょうか。また、課題はありますでしょうか。 

  それから、障害のある児童・生徒などが避難する場合、新しい場所になじめずにパニッ

クになったり、それから、親御さんがどうしても、やっぱり皆さんがたくさんいらっしゃ

るところであると周囲に気を遣うなど、避難したくてもしにくい状況があるのではないか

というふうに予想されるのですが、そのような事情の御家庭に対して、避難所ではどのよ

うな配慮をされておりますでしょうか。避難所に行くことについての戸惑いやちゅうちょ

したという訴えは、これまでなかったのでしょうか。 

  また、そういうような児童・生徒が行き慣れた事業所、例えば放課後等デイサービスな

どがあると思うんですが、そういうものを避難所として活用するというようなお考えはな

いのでしょうか。 

  障害をお持ちの方やその御家族、これまでの避難の状況や傾向から、今後どのような対

策が必要と考えますか。また、課題はありますでしょうか。 

  それから、インテグレーションというものの考え方から、障害をお持ちの方に対してそ

の地域の方々が、避難のときに必要な援助がどの程度必要なのかということを理解されて

いるのか、そのあたり分かればお聞かせください。 

  さらに、避難所の設備や環境についてなんですが、１次、２次避難所で冷暖房が完備し

ていないというところはあるのでしょうか。バリアフリーというのはちょっと難しいのか

も分かりませんが、例えば足の不自由な方であるとか、それから、椅子がどうしても必要

であるとか、膝とか腰とかがお悪くて椅子が必要な方であるとか、つえなどの補助具を持
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っていらっしゃる方という人たちに対する、何か心配りというものはその避難所のほうで

されているのでしょうか。 

  それから、プライバシーについてなんですが、女性、特に例えば乳幼児を抱える女性で

あるとか、それから、おむつを着用したり持病などをお持ちの高齢者、そのような方に対

して何か配慮というものはされていますでしょうか。 

  それから、地域コミュニティや自主防災組織についてお聞きするんですが、まずは栗谷

地区と川手地区の自主防災組織の現状を教えていただけますでしょうか。 

  それから、人と人とのつながりの希薄化が指摘されている中で、そのような地区の方々

というのがふだんから避難や避難の際の声かけなど、このコミュニケーションは取れてい

るのでしょうか。先ほど市長の答弁のほうで、自治会が避難所を開設したと、そういうよ

うな自助の取り組みが行われているというようなお話はありましたけれども、実際感じて

いるものが何かありましたら教えてください。 

  それから、各避難所で一番遠いところから避難されてきた方はどれぐらいの距離だった

というふうに把握をされていますでしょうか。 

  それから、備蓄食料についてなんですが、大規模災害などで国道が寸断されたりとか、

そういうことで中山間地域が孤立するというような恐れがあるのではないかと思うんです

が、そのような状況をどのように想定されていて、それに基づいて備蓄食料をどのように

配備、管理をされていますでしょうか。 

  避難所やプライバシーの問題、また、地域や先ほどの組織及び備蓄食料についてここ数

年見えてきた問題点と、これからの防災を考える上で課題があれば教えていただきたいと

思います。ちょっと長いですが、よろしくお願いいたします。 

○議長（賀屋幸治） 原田議員、一遍にたくさんの質問をされたので、確実に御答弁をいた

だくために。大丈夫ですか、答弁者のほう。全部把握されてますか。 

  ちょっと時間も過ぎてますので、途中ではございますけれども、議場の換気のために暫

時休憩をいたします。 

  なお、再開は15時20分を予定いたしております。よろしくお願いいたします。 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

１５時０９分 休憩 

１５時２０分 再開 

～～～～～～～○～～～～～～～ 

○議長（賀屋幸治） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  原田議員への答弁から入りたいと思います。執行部の答弁をお願いします。 

  地域介護課長。 

○地域介護課長（山田智徳） それでは、私のほうから、まず、福祉避難所の件についてお

答えをさせていただこうというふうに思います。 

  近年の問い合わせであるとか避難の状況ということですけれども、令和２年度以降とい

うことで御了承いただきたいんですが、合計しますと問い合わせが９件ほどございまして、

実際に避難をされたのが５件ということでございます。 
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  昨年の紀の川の避難者数ということでございますが、このうちの１件が昨年紀の川に避

難をされたということになっております。 

  それから、需要と供給の関係ですけれども、ちょっと何をもって需要とするかというの

は、なかなか難しいところがあるんですが、栗谷と川手の合計ということでお答えをさせ

ていただこうというふうに思いますが、高齢化率が60％ぐらいで400人余りの高齢者がい

らっしゃいます。そのうち要介護認定を受けている方が約100名弱ということになってお

ります。 

  この中で既に施設に入られているとか、恐らく入院をされているであろうという方が３

割ぐらいいらっしゃいますので、残り７割の方が在宅の要介護者ということになろうかと

いうふうに思います。この中で、仮にということになりますが、要介護１以上の方という

ことが50名以上、要介護２であれば20名、要介護３以上ということになれば10名程度いら

っしゃるということです。 

  ただ、実態として、ここ近年は実際に避難をされている方は１名程度ということで、以

前ちょっとたくさん問い合わせがあったときに対応に大変苦慮したということもあって、

事業所であるとかケアマネさんが、いろいろと台風なんかの場合は事前にショート等を使

って事前避難するように、いろいろ動いてくださってますので、実際の災害対策本部を設

置した後の問い合わせというのは少なくなっているのかなというふうに思います。 

  それで、一応紀の川のほうで福祉避難所として、空き室を利用してニーズがあれば御利

用いただけるということにはなっているんですが、そんなにたくさんの数があるわけでも

ありませんし、先ほど申し上げたように事前避難のほうもどんどん進んできていますので、

空き室がなければ難しいということもありますし、先ほど申し上げた介護度の高い方が一

斉にということになれば、当然受け入れが難しいということであろうかなというふうに思

います。 

  ただ、災害の状況にもよりますが、緊急時なんかでどうしても避難が必要というときで

あれば、個室は難しいんですけれども、交流スペースとかそういったところも場合によっ

ては開放して使っていただけるというようなところは話をしておりますので、そういった

御協力はいただける体制ということになっております。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 福祉課長。 

○福祉課長（井上 剛） 私からは、障害者の災害時の避難に関する御質問にお答えします。 

  避難所への避難が必要になる場合、障害のある児童が環境の変化に適応できずに周囲に

迷惑をかけてしまうということを御家族が心配され、いざ避難が必要な条件に面したとし

ても心情的に避難しにくいといった声が、昨年ですが、障害者のある団体から寄せられま

した。あわせて、障害者とその家族の避難所は、本人がいつも利用している事業所とする

のが安心して、落ち着いて過ごせるのではないかという御意見もいただきました。 

  この件につきましては、放課後等デイサービス事業所などの活用について、これまで関

係課で可能性の検討を行っていますが、避難所の担当人員をどのように確保するのかとい

うことや、民間施設を活用することについての管理責任の問題など、クリアすべき課題が
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浮上しておりますので、現状としてまだ結論には至っておりません。 

  福祉避難所の不足は全国的な課題となっていますが、これに対して国は一般避難所の一

部に福祉コーナーを設けるという案を示していますので、こちらも視野に入れて引き続き

検討していきたいと考えています。 

  次に、障害をお持ちの方に対する災害時に必要な援助などの地域の理解についてです。 

  地域の方々がどの程度理解されているかは、現状では把握しておりません。また、個人

の障害の状態については個人情報ですので、御本人の同意がなければ市から地域の方々に

お知らせすることはできません。障害者の方やその御家族の中には、自分たちの状況を地

域に知らせたくないと考えている方もいらっしゃるようですが、今後進めてまいります避

難行動要支援者個別避難計画策定の取り組みの中で、地域の方々の協力も得ながら、でき

るだけ円滑に避難を行っていただくための対応を検討してまいりたいと考えております。 

○議長（賀屋幸治） 危機管理課長。 

○危機管理課長（田中宏幸） それでは、幾つかいただきましたうちの残ったものについて、

順にお答えしてまいります。 

  まず、栗谷地区、川手地区の避難の状況、それから、高齢者や障害をお持ちの方の避難

について、避難に際しての困難な事例といった部分についてお答えしてまいります。 

  例えば昨年９月の台風14号では、農林振興センターの避難者15人のうち、65歳以上の方

が11人でございました。ですが、世帯構成までは受付簿からは把握ができておりません。 

  また、要介護者や障害者であるかについても把握はできておりませんが、避難場所の避

難者は基本的に自力で避難できている方でございますため、支援が必要な方につきまして

は、福祉避難所への問い合わせの件数というものが目安になると考えられます。これに関

しましては、昨年の台風14号では市全体で１件の問い合わせのみでしたが、近年最も多か

ったのは令和２年７月の大雨の際で、６件ということでございました。 

  なお、困難な事例ということで御紹介しますと、令和３年の豪雨の際に栗谷地区にお住

まいの方で紀の川への避難を検討されておられたものの、既に気象状況が悪化しておりま

して車での移動をちゅうちょすることになり、農林振興センターのほうに避難をされたと

いったような事例がございました。 

  続きまして、この地域でさらに高齢化が進み、超高齢化になることによります課題であ

りますとか対策といった部分についてお答えします。 

  やはり行政のほうからの迅速な避難情報の発令だけでなく、災害発生に備えてできるだ

け早く避難行動を開始することについて、市民の皆様へのますますの啓発、こちらが課題

であると考えております。 

  また、市長答弁にもございましたように、災害時要支援者の皆様につきましては、避難

支援を行っていただける方を確保するとともに、避難場所や避難経路等を明確にしまして、

実効性のある個別避難計画を今後作成するとともに、災害の発生前にこの計画に基づいた

実際の避難支援が実施されるような体制づくりが重要な課題であると考えているところで

す。 

  続きまして、避難所の質問でございます。避難所の設備や環境、バリアフリーの部分と
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か避難された方に対する心配り、また、プライバシーの確保についてお答えいたします。 

  御質問にありました第１次、第２次避難場所と指定避難所でございますが、体育館を除

き全て空調が整っている状況です。バリアフリーという面でございますが、第１次、第２

次避難場所の14施設のうちの９施設につきましては、スロープや手すり、エレベーター等

整備されておりますが、残り５施設は建物が古く、設備が整っていないというのが現状で

ございます。避難場所にいる職員にお声がけをいただければお手伝いすることはできます

ので、そのような対応を考えております。 

  それから、避難場所におけるプライバシーの配慮といたしましては、現在は感染症対策

ということもございまして、パーティションの備蓄のほか、協定による供給を確保してい

るほか、できるだけ個室を確保できるように、施設管理者と事前に使用できる部屋を決め

ております。 

  福祉の関係の質問にもございましたけれども、例えば避難時にパニックになってしまっ

たりするお子さんへの対応というケースにも、こういった個室が活用できるのではないか

と考えております。 

  それから、要配慮者のお使いになるベッドにつきましても、現在、段ボールベッドの備

蓄もございますが、これ以外に少しずつ折り畳み式の簡易ベッド、こちらも今備蓄を進め

ているところです。 

  それから、今度は自主防災組織の関係でございます。栗谷地区と川手地区の自主防災組

織の現状、あるいはコミュニケーションが取れているかといったようなところとか、こち

らについてお答えしますが、自主防災組織、栗谷地区、川手地区は、全ての自治会、12組

織がございますが、こちらに全て自主防災組織が組織されておりまして、災害時の体制づ

くりについては、令和４年度には12組織のうちの10組織が避難の呼びかけの体制づくりの

集合訓練、こちらを完了しておられます。残りの２組織につきましても、今後、研修や訓

練を個別に実施するなどによりまして、体制の構築を進めてまいる予定でございます。 

  それから、栗谷地区におきましては、先ほどの市長答弁にもございましたように、実際

に自主的な避難場所の開設、要支援者へのお声がけ、それから、避難場所への誘導といっ

た取り組みが行われております。コミュニケーションが円滑に取れているというふうに考

えております。 

  それから、避難されてきた方で一番遠い方はどのぐらいかという把握でございますが、

栗谷地区で農林振興センターの昨年の台風14号の避難者の状況を見ますと、ほとんどとい

うか、大栗林と小栗林にお住まいの方が占めておりまして、おおむね数百メートルの範囲

内の方と思われます。川手地区を見ますと、小方学園に避難されたという方もおられます。

災害の状況等を考えられてのことだとは思いますが、約４キロメートルの距離を車で避難

されたというようなケースもございます。 

  続きまして、備蓄の関係です。中山間地の孤立に備えた想定と備蓄の状況でございます

けれども、確かに中山間地、そういった懸念がございまして、大規模災害に備えまして、

現在、栗谷地区の避難場所、農林振興センター、それから、栗谷小学校、あと、谷和集会

所のほうに、全体で合わせますと、クラッカーやアルファ化米などの保存食140食、500ミ
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リリットルの保存水が96本、２リットルの保存水が732本、毛布24枚、こちらを備蓄して

おります。 

  川手地区につきましては、避難場所として指定しております木野集会所のほうに、同じ

くこの保存食が70食、500ミリリットル保存水が120本、２リットル保存水が24本、毛布10

枚を備蓄しているという状況でございます。 

  保管場所の問題もございまして、あまり大量に備蓄ができておりませんけれども、数量

については適宜見直しを行いますとともに、保存期限のあるものについては計画的な更新

をしていくように努めております。 

  それから、これで全部だと思うんですが、避難所のプライバシーといった、その他課題

ということでございました。 

  避難所におけるプライバシーの問題解決、先ほども触れましたけれども、段ボール製の

パーティションが考えられます。災害に備えた段ボール製品、ベッドであったりパーティ

ションであったりございますが、いずれも大きさがかさばる、また、高温多湿による劣化

に弱いということから、あまり多くの備蓄ができません。それで発災後に優先的に製品の

供給をしていただけるよう、民間企業と協定を締結しております。 

  市で開設する避難場所全体で見ますと、保存食と毛布については想定上の目標値をおお

むね達成しておりますけれども、保存水と非常用トイレ、これが目標値に達しておりませ

ん。特に非常用トイレでございますが、目標値の１割程度しか、まだ備蓄ができておりま

せんので、今後、計画的に増やしていきたいと考えております。 

  また、大規模災害発生後に避難所での備蓄だけでは対応できなくなる事態も想定されま

す。各種民間事業者との災害時応援協定により、必要な物資の調達が円滑にできるように

してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 原田議員。 

○４番（原田孝徳） たくさん質問をさせていただいたんですが、全て答えていただきまし

てありがとうございました。 

  すごくたくさん言ったんですが、高齢者の避難と、それから、障害をお持ちの方である

とか、少しお体の不自由な方とか、そういう方の避難と、それから、その避難所、それか

ら、地域、組織というような３つに、大きく分けて質問させていただきました。 

  高齢者の避難に関しては、今答弁もありましたように、いろいろな避難の方法がありま

すので、特に台風であるとかそういうもので、事前に避難が必要であると分かっている場

合ですと、やはり何か福祉避難所だけではなくて、また、通常の避難所だけではなくてい

ろんな避難方法があるということを、ぜひ情報提供していただきたいなというふうに思い

ます。それが十分に今はできているような感じではありましたので、引き続きお願いいた

します。 

  それから、障害をお持ちの方、特に児童生徒、どうしてもやっぱりその答弁にもありま

したように、場所が変わったりするとパニックを起こしたりとか、いろんな子がいますの

で、そういうものに対応するということで民間の事業所を使うというようなやり方も確か
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によいと私も思うんですが、先ほどいろいろ、民間の事業所なので問題もあるということ

で御答弁いただきました。おっしゃるとおりだと思います。 

  なかなか難しい面はあるのかなというふうに思うんですが、また、その事業所によって

も、今市内に何カ所かありますので、それでは、どこにするかとかいうような問題も出て

くるかなと思います。民間の事業所を使うかどうかっていうことはまた別としまして、何

かそういう彼らが安心して、親御さんももちろんなんですけど、安心して過ごせるという

ような場所が提供できればいいのかなと思いますが、これも今後の課題なのかなというふ

うに感じました。 

  それから、避難所についてなんですけれども、古い場所だとなかなかそれが避難所にな

っているから、避難する人のために全部何かそれをやり替えましょうというのは、ちょっ

と、とてもではないですけど難しい話かなと思います。 

  先ほど、行政だけで取り組むべき問題ではないというふうに、介護人材の話のときにも

出したんですけど、やはり行政だけが一生懸命取り組むんじゃなくて、その住民の協力と

か、ふだんからコミュニケーション取られたりとか、それから、そういう地域の方とどう

いう状況か、例えば病気された方とか御存じなところもあると思いますので、そういうも

のはその行政だけに頼らず、やはり住民同士が支え合って、その避難所でいろんなお手伝

いをしたりとか、できる限りそういうものをやっていくことで、全体として皆さんで協力

していくことで、そういうものが安心して過ごせる避難所になるのではないかなというふ

うに、今答弁を聞いておって感じましたので、なかなか今そのコミュニティが不足してい

て、特にコロナの時期でなかなかコミュニケーションというのが取れないところもあると

は思うんですけれども、これは中山間地域だけに限らずふだんから声かけというか、そう

いうものが必要なのかなというふうに感じました。 

  それから、プライバシーに関しては、本当に最近私もいろんなところで防災グッズ、い

ろんなところで見せてもらうんですけど、すごくいいものができておりまして、課長が答

弁でおっしゃったように、段ボールで作られたベッドであるとか、結構しっかりしたもの

が、段ボールというと何かちょっと柔らかい、大丈夫なのかなと思ってしまうんですけど、

実際座ると結構丈夫なものができておりまして、これだとすごくプライバシーにも配慮さ

れて、避難するのも、ちょっとこれなら避難してみようかなというような気になるような

ものが置いてありましたので、恐らくそういうものではないかというふうに思います。そ

ういうようなものを民間の企業と提携して行っているみたいなので、これも引き続き、特

に大規模災害とかになると、どこの市町も大変だと思います。本市だけではないので大変

だと思うんですけど、平時からそういうものを準備しておくと、提携しておくというのは

すごく大事なことだと思いますので、引き続きよろしくお願いしたいと思います。 

  続きまして、自主防災組織と防災グッズについてちょっとお伺いしたいと思います。 

  自主防災組織と防災グッズ、それから、自主防災アドバイザー研修と備蓄食料の処分に

ついて、これは中山間地域に限らず、少し大きな枠組みでお聞きしたいと思います。 

  まず、自主防災組織と防災グッズについてなんですが、自主防災組織、私も全部把握し

ているわけでもありませんし、それほど、ここで皆さんが質問されているような方々のよ
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うに、実際そういう場所で働いているわけでもありませんので詳しくは分からないんです

が、女性の視点というか目線というかそういうものがあると、すごくそういう避難所なん

かで皆さんが、ちょっと男性では気づきにくいところなんかに気づいていただいたりとか

して、そういう意味で配慮があっていいのかなと思うんですけど、そういう自主防災組織

の中に女性がどれぐらいいらっしゃるのかなというのがもし分かれば、ちょっとお伺いし

たいなというふうに思います。 

  炊き出しとかそういうものもあったりもするんでしょうから、やっぱりそういうときに

女性の力というのはすごく大きいんではないかなというふうに思います。そのあたり分か

れば教えてください。 

  それから、これは看護師の話なんですけど、看護師の資格を持った方が自主防災組織に

いると、ちょっとした手当であるとか服薬の管理であるとか、例えば高齢な方で病気を抱

えていらっしゃる方とか、そういう方々、短い時間なんですけれども、そういう短い時間

でも安心して過ごすことができるのかなというふうに思ったりもしますが、そのような看

護師であるとかそういう方が、自主防災組織の中、女性も含めてなんですけど、もし把握

しているようだったら教えていただきたいなというふうに思います。 

  それから、防災グッズなんですが、車で避難される方が結構最近増えていると思います。

そういう方、よく報道なんかでもあるんですけど、いわゆるエコノミークラス症候群とい

うのは非常に大きな、もう大敵なのではないかというふうに思います。特に長期の避難と

いうことになりますと、そういうものが結構課題として挙げられるのではないかと思うん

ですが、そういう予防するものとして、最近血栓予防の靴下とか弾性ストッキングってい

うものがありまして、これは全ての人に合うのかどうか私もよく分からないんですが、た

だ、その少なくとも血栓予防であるとかそういうものについては効果があるというふうに

思います。 

  そういう、このような血栓予防の靴下であるとか弾性ストッキングというものは、個別

の防災グッズと、車で避難される方の防災グッズの中に入れてもよいのではないかなと思

うのですが、その辺りいかがお考えでしょうか。 

  それと関連して、医療との連携というのも必要なのではないかというふうに思うんです

が、もしそういうものがあれば教えてください。 

  ２番目が、自主防災アドバイザー研修と備蓄食料の処分なんですが、この自主防災アド

バイザー研修というものの５年間の派遣実績を見せていただきましたけれども、ちょっと

お一人の先生にその派遣依頼が集中しているようで、48回の実績があったんですけど、そ

のうち37回の依頼が、１人の先生に集中しております。これは何か理由があるのでしょう

か。 

  それから、備蓄食料の処分についてなんですけれども、処分先を決める基準や選考方法、

使用目的などを明確に示すものはないと聞いたのですが、期限超過直前に啓発活動や炊き

出し訓練等で活用している例というのは、どのような基準だったり選考方法だったりとい

うことで相手先を決めているのでしょうか。また、どのような目的で使用されたかという

ことを最後まで確認をされていますでしょうか。 
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  最後に、小方地区の避難所についてなんですけど、市役所に避難されてきた小方地区の

方の中で、一番遠くから来られた方、どのぐらいの距離だったか、もし把握されているよ

うでしたら教えてください。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 危機管理課長。 

○危機管理課長（田中宏幸） 大きく５点になろうかと思います。 

  まず、自主防災組織におけます女性あるいは看護師の方の参画状況でございますけれど

も、自主防災組織内にどのくらい女性がいるか、また、看護師の資格を持った方がいるか

という実数把握、こちらは行ったことがございません。しかしながら、自主防災組織を対

象としました研修を開催いたしますと、やはり女性の参加者はまだまだ少ないという状況

です。議員御指摘のとおり、女性の参画の必要はとても感じているところです。 

  それから、今後、自主防災組織の育成を進めていく中で、女性のみならず若年層の方の

参加についても必要だと考えております。こちら拡大していくような啓発を行っていくこ

とが必要だと感じております。 

  続きまして、車中避難の方の防災グッズということで、血栓防止靴下でありますとか弾

性ストッキングということでございますけれども、車中泊を希望される避難者の方、コロ

ナ禍以降本市でも散見されておりますが、大体は１泊程度でございます。エコノミークラ

ス症候群としての対策というのを、市として今まで講じたことはございません。 

  御質問の中にもありました、血栓予防靴下とか弾性ストッキングですね。市としてこれ

まで調達、購入したことはございませんが、県を通じて確保したものが若干ございます程

度で、全市的に配付できるほどの在庫数はございません。 

  また、こうしたもので、どうしても血流が悪くなるので車中泊には必要だというような

個人の避難行動に必要なものは、やはり個人の非常用持ち出しに準備しておくようにしま

しょうというような啓発は必要だと考えておりますし、これを準備するのも大切かもしれ

ませんが、車中泊避難のときのエコノミークラス症候群にならないための体操、同じ姿勢

でずっと寝ていると腰にも悪いというのもあります。こういったものを必要に応じて啓発

をしていくことが必要かと考えているところです。 

  それから、３点目、自主防災アドバイザー研修というのは、自主防災アドバイザーを派

遣しての自主防災組織であったり、防災リーダー研修のことと解してお答えいたします。 

  講師の派遣回数に差はございますけれども、広島県の消防保安課、こちらを通じまして、

これまでにこういった研修に大竹市に派遣された自主防災アドバイザーの方、合計７名お

られます。この自主防災アドバイザーの選定と調整は広島県に都度依頼をしているところ

です。 

  県には自主防災アドバイザー、現在、200名余り登録されているということで、その中

で講師として活躍しておられるのは１割程度ということです。経験値、専門知識、それか

ら、講話の能力、一番大事ですが意欲だったり、これは個々に異なりますし、登録されて

いる方なら誰でも同じということではないと考えております。 

  大竹市では市内在住者の登録がございませんので、必然的に他市町に在住の自主防災ア
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ドバイザーに頼ることになりますけれども、講師として指導していただくためには、大竹

市の地理的な特性、それから、自主防災組織の育成の現状、問題点、こういったことにつ

いて事前に受講者以上の学習をした上で臨んでいただく必要があります。こういった条件

も考慮して広島県に選定を依頼した結果、同じ方の派遣の件数が多いという結果になって

おります。 

  それから、備蓄食料の処分のことについてお答えします。 

  御質問の中にもありましたように、防災リーダーや自治会、それから、公的な施設で防

災の啓発活動を目的とした活動をする際に、防災食を認知してもらうとか興味を持っても

らう、備蓄について興味を持ってもらう、こういった一環として適切な量を添えてもらう

ように考えておりまして、配付すること自体が目的ではございません。そういった団体の

方から申し出があった際に、おおむね１カ月から３カ月先で期限が切れるようなものがご

ざいまして、かつ市で活動等で使用する予定がない場合に限りまして、配付が完了できる

見込みの数を渡しております。 

  ただし、これはあくまでも非常用の備蓄ですので、申し出に対して必ず渡せるというこ

とを確約するものではございません、有事の際には使わないといけませんので。 

  配付の関連につきましては、正式な書面で報告してくださいということは求めておりま

せんけれども、どのぐらいで配付が完了したとか、イベントでどんな反応だったかとか、

そういったところを口頭などで報告を受けております。 

  それから、配付の希望がない食品、そのまま期限を迎えてしまうものも中にはあるんで

すけれども、こういったものにつきましては、適正な時期にフードバンクにも提供してい

るところです。 

  最後に、小方地区の市役所に避難されてきた方の状況ということで、昨年９月の台風14

号を例に取りますと、あまり参考にはならないんですが、一番遠い方が広島市の方でござ

いまして、恐らく移動途中に、ちょうど越波で２号線が止まってましたので、その関係で

足止めを食らったんじゃないかと想定されます。 

  それ以外の大竹市内の方ということであれば、南栄の在住の方一番遠い方で、約3.4キ

ロメートルになっておりました。想定しております小方の地区内ということであれば、三

ツ石にお住まいの方で、これが大体1.7キロメートルぐらいの距離ということになろうか

と思います。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 原田議員。 

○４番（原田孝徳） 自主防災アドバイザーの件は理由は分かったんですけれども、１割程

度ではあっても何人かいらっしゃるということだと思うので、別に同じ方がいけないとい

うことではないんですが、私もいろいろその自主防災アドバイザーについてお聞きしたら、

やっぱりその知識や経験であるとか、それから、持っている経歴や実績であるとか、それ

から、持っていらっしゃる経験、そういうことがあったとか、そういうものが結構いろい

ろ違うということなので、そういう防災についてといっても、恐らくかなり幅が広いんで

はないかというふうに思いますので、できるだけいろいろな講師の方に来ていただいて、
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研修をしていただいたほうが、その知識であるとかそういうのが深まるんではないかとい

うふうに思います。 

  県に依頼されているときにどういうふうな形で依頼されているのか、ちょっと分からな

いんですけれども、その一番多く来られている方が何かありましたっていうときには、な

かなか代わりの方っていっても、先ほど課長がおっしゃったように、やっぱり大竹市のそ

の地域、土地がどういうものであるかとか、どういう危険があるとかっていうことを分か

っていらっしゃらないと、なかなか難しい。ぽっと来てぽっとできるものではないという

ふうな感じで受け止めましたので、そのあたり、やっぱり何人かそういう方を確保してお

くというのは１つ、必要なのではないかと。 

  なおかつ大竹市内の在住者で自主防災アドバイザーという方がいらっしゃると、さらに

いいかなと。そういう方がいらっしゃると、いろんな、その方も恐らく県内、いろんなと

ころにアドバイザーとして行かれたりとかすることが例えばあったとすると、自分のとこ

ろの地域だけではなくてよその地域、よその市町の状況も見て取れると、そういうことが

何かそのいろんな知識とか経験とかの上積みになるのかなと思いますので、私はその市内

の自主防災アドバイザーになりたいという方もいらっしゃるというふうにちょっと聞いた

ので、もしそういう方がいらっしゃるんであれば積極的になってもらえるように、行政側

もちょっとお手伝いしてもらいたいなというふうに思います。 

  それから、備蓄食料についてなんですが、ちょっと１つお伺いしたいのが、その備蓄食

料がありますと、それをどのように周知されているのか。全ての防災組織であるとか、例

えばこの実績を見ると学校とか郵便局とかも書いてあったと思うんですけど、きちっと公

平にこういうものがありますよと、ちょっと確約はできませんが使えますよというような

ことを、どのような形で周知されているのかなと、お知らせしているのかなということが

ちょっと気になったので、そのあたりを教えてもらいたいなというふうに思います。ここ

までにしときます。 

  では、その備蓄食料が先々使用できるんだよということを、どのような方法でお知らせ

しているのかということを、ちょっとお聞かせください。お願いします。 

○議長（賀屋幸治） 危機管理課長。 

○危機管理課長（田中宏幸） 備蓄食料に関しまして周知の方法ということですが、積極的

な周知をしているわけではございません。あくまでも備蓄食料は備蓄でございます。非常

時に備えて置いてあるものですが、いかんせん賞味期限というものがございますので、そ

れが切れそうなものについては当然、切れるものもですが、更新をしていくことは必要で

すが、そういったタイミングでもし、申し出があったら、先ほど答弁の中で申し上げたよ

うな啓発の活動目的としてこういうことで使いたいということがあれば、どのぐらい要る

のかというところをお聞きして、応えられる状況であれば必要数をお渡ししているという

もので、これだけ余っているからどうぞというような周知は、現在のところしていないと

いう状況です。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 原田議員。５回目です。 
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○４番（原田孝徳） 以前、職員の方が一部の自主防災組織の方々とグループＬＩＮＥをさ

れていたとかいうふうな例がありました。今回の備蓄の件に関しても、少し、ちょっと私

は公平性に欠けるのかなと思うところがあります。やるのならみんなでやる、みんなにお

知らせすると。グループＬＩＮＥも決して悪いということではない、結構それは情報を共

有するという意味ではいいのかも分かりませんけれども、それだったら全員にやると、全

員に周知して全員で、もちろん希望者がいると思うんですけど、少なくとも全員にやっぱ

り周知して、全員にお知らせして、それでやるというような形にしないと、少し公平性に

欠けるのかなというふうに思います。その辺りちょっとお考えになってやっていただけれ

ばなと思います。 

  ちょっと１つ質問し忘れたんですけれども、先ほどの小方地区の方が避難するのに、今、

市役所のほうに避難されていると思うんですが、やっぱり高齢の方にとって結構小方地区、

小方地区といってもいろいろありますけど、例えばこの市役所周辺から考えたときに、一

番端のほうといったら失礼かも分かりませんけど、市役所から一番遠いところでも結構な

距離があると思うんですけど、そういう距離を高齢の方が移動されて避難されるというの

は非常に大変なんじゃないかというふうに思うんですが、これを何とかおがたピアを第２

次避難所に、議会報告会の中でもそういう声があったんですけど、避難所になれば助かる

んですけどねということだったんですが、おがたピアが第２次避難所にならないっていう

のは、何か理由があるのでしょうか。 

  それを最後にちょっとお聞かせいただきたいのと、最後になりますので、冒頭のほうで

も述べたんですけれども、気象の変化というものが、年々その姿を変えていくように感じ

ております。冒頭でも言いましたように、やっぱり100年に１度だとか10年に１度だとか

っていうふうな災害が頻発しているような傾向にあると思いますので、本当に先々をなか

なか予測するのは難しいかも分かりませんけど、可能性をできるだけ排除せずに、常に最

悪の事態を、もちろん想定されていると思うんですが、そういう日々大変な業務の中、そ

ういうものを考えていらっしゃるとは思うんですが、さらにそういうものをいろんな事態

を想定して、今後、防災について考えていただきたいなというふうに思います。 

  一昔前のように何でもかんでも、もう避難所に逃げるんだというような時代というもの

ではないかなというふうには思います。しかし、先ほどからちょっとお話しさせていただ

いているように、やっぱりこの避難所にどうしても避難しなければならないという高齢者

や障害をお持ちの方とか、病気の方とか足の悪い方とか、たくさんいらっしゃると思いま

す。むしろそういう方のほうが多いんじゃないかなと思ったりもするんですけれども、や

っぱりそういう方が少しでも不安であったり病気のことを、少しでも気持ちを和らげても

らうような場所にするっていうことが望ましいかなと思います。 

  先ほど申し上げたように、行政だけが努力する問題でもありません。住民の方も一緒に

なって、そういう方々を支えていかなければならないというようなことも必要なのかなと

いうふうに思いますので、ぜひ市の、行政側からすると、やはり防災の今すごく専門知識

を持った方、この質問の中でもたくさん、私もなるほどっていうふうに聞きましたが、そ

ういう専門知識をすごく有した方がたくさんいらっしゃいますので、そういう一人一人の
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知識や経験というものがより発揮されるように、担当課のほうにはこれからもそういうま

とめ役として頑張っていただきたいなというふうなことをお願いして、また、期待もしま

して質問のほうを終わりたいと思いますが、先ほどの１点だけ、御答弁お願いいたします。 

○議長（賀屋幸治） 危機管理課長。 

○危機管理課長（田中宏幸） おがたピアを第２次避難場所にできないかというところでご

ざいますけれども、ちょっと経緯から説明すると長くなるんですが、平成30年７月豪雨、

御存じかと思います。広島県内でも甚大な被害が出ました。このとき大竹市でも被害が市

内全域で発生している状況で、担当の支部だけでは人役が不足しまして、現場の対応が後

手後手に回るという状況が生じまして、他の支部から応援に行けるのかというと、またこ

れも難しいというような課題が浮き彫りになりました。 

  こういった事態に対応するために、沿岸のエリアの災害対応、例えば現場の対応であり

ますとか物資の運搬等、いろいろな業務がございます。こういったものを受け持つグルー

プを新たに新設しようという見直しを行いました。 

  また、これまでの体制では、避難場所を一度に開設いたしますと各避難場所に職員が分

散されまして、支部の職員が手薄になります。先ほども申し上げたような災害対応が困難

になる場合があるために、地区内で密集している避難場所についてはある程度集約して、

人員を整理して配置することで効率的な運用を可能とするために、従前は第１次避難場所、

第２次避難場所と２つだったんですけれども、この第２次避難場所の一部をより広域的な

災害時のみ、大規模な地震であるとかそういったものを想定したものですが、こういった

もののときに開設する第３次避難場所ということで編成するように見直しを行いました。

令和元年度以降、こういった形での災害対応を行っておりまして、現在、おがたピアにつ

いては第３次避難場所という格好になっております。 

  地元の自治会の自主防災組織の皆様から要望をいただいている内容ではございますけれ

ども、これに対しましてもこういった状況について経緯を説明した上で、せっかく地元の

自治会のほうで自主防災組織を立ち上げられて、活動を積極的にやっておられるというこ

とで、危機管理課のほうからは、おがたピアでそちらの自主防災組織で自主的に避難場所

を開設、運営してみてはいかがでしょうかというような提案を差し上げたところでござい

ます。 

  実際に地元の集会所を自主的に開けて避難者を誘導したりしている事例も、今日、答弁

の中でいろいろ御説明もしたんですが、同じような格好でやってはどうでしょうかと。確

かに議員も御承知のとおり、おがたピア、指定管理施設でもございますし、いろいろ調整

も必要ではございますが、その部分、間に入りましていろいろマニュアルをつくったりと

いう部分についても一緒に考えることもできますといった協議もしたんですが、なかなか

これが進んでいないと。 

  やはり自主的に開設する避難場所というのは、今後やはりどんどん増やしていく必要が

あるんじゃないかと考えております。現状ではまだ第２次避難場所として開設しようとい

う結論には至っておりませんけれども、現在のところはそのように考えております。 

  以上です。 
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○議長（賀屋幸治） 続いて、５番、小中真樹雄議員。 

〔５番 小中真樹雄議員 登壇〕 

○５番（小中真樹雄） １人会派、樹の会の小中です。 

  昨年６月議会でも一度取り上げたんですけれども、スポーツ庁と文化庁の方針転換とい

うことを受けまして、部活の地域移行について再度問うと題して質問させていただきたい

と思います。 

  最初に、私の結論を申し述べさせていただきたいと思います。小学校も中学校の先生も、

本当に給与の４％の時間外手当しかつかないのに、ひどい人は100時間を超える時間外労

働をやっているという厳しい勤務実態があります。 

  部活の地域移行には、少子化対応の面と教員の過重な労働の是正という２つの面がある

と思いますが、私は特に、特にというか、もう教員の負担軽減についての点から論を展開

させていただきたいと思います。 

  私の結論は、もう学校の先生も土日はしっかり休んでいただきたいと、そして、月曜日

からリフレッシュした状態でしっかり教えていただきたいと、そのように思います。 

  スポーツ庁と文化庁は昨年12月27日、かねて実施を表明していた公立中学校のクラブ活

動の地域移行について、2023年度から３年間としていた当初の目標達成時期を見直し、可

能な限り早期の実現を目指すと改めました。報道によれば、自治体関係者からすぐにはで

きないとの声が多く聞かれたため、明確な期限を求めないことになったということですが、

私にはよく理解できません。 

  ２月上旬の朝日新聞に、部活動顧問の苦悩が３回にわたり連載されています。まあ、も

う見出しを見たら非常にショッキングな見出しで、まず、第１回が、顧問辞めたい、いづ

らくなっても、部活動指導、重荷と重み、顧問辞めて授業注力、地域移行唯一の希望、生

徒の成長手応え、教師の根幹養ってくれた、これが唯一肯定的な見出しですが、あと、教

員駄目、交際の余力もなく、精神疾患で休職最多に、そして、最後に、地域移行の前に根

本的縮小を、このような見出しがつけられております。 

  この連載によると20代の中学男性教諭は、ハードな部活動顧問が辛く何度も退職を考え

たといい、地域移行は教員を続けていく唯一の希望なんですと語っております。また、交

際相手を探していた公立高女性教諭が、教諭は駄目なんですと断られた理由も紹介されて

います。これはもう、本当に大変な話ですよね。また、これは山口県の例なんですが、山

口県教委は、先行して公立中学校の35人学級を導入していましたが、2023年度は公立中学

２年、中学３年の１学級の上限を、35人から38人に増やすことにしています。教員不足に

よって授業を受けられなくなる事態を避けるための、苦渋の決断だとしています。 

  中学校の2023年度教員試験志願者数は、2001年度以降で最小の296人、倍率は最も低い

3.0倍といいます。長時間勤務の常態化が教員不足を招いていると言っていいでしょう。 

  内田良名古屋大学教授は、部活動をしたくて教員になったという人が一定数いることを

踏まえた上で、希望しない教員がただ働きに近い状況で授業準備などの時間を犠牲にして

まで担うほどの理由はないとし、部活の地域移行は重要と指摘しています。 

  さらに、金も専門家も不在なまま肥大化した部活動をそのまま地域に移すのは不可能と
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し、根本的な縮小を提唱。活動は週３日を上限とする愛知県豊橋市の例を挙げています。 

  さらにこれは教員の働き方改革の一例として、宇部市教育委員会の取り組みを紹介した

いと思います。これは、ＫＲＹ山口放送がヤフーニュースにアップしたものです。宇部市

は教職員の業務量や時間外活動の削減を図ろうと、教員が授業の準備を行う時間を確保す

るなどの、市独自の働き方改革に新年度以降から取り組むことにした。 

  宇部市教育委員会によると、小学校では１日の時間割を変更し、児童の下校時間を繰り

上げ、教職員の勤務時間が終わるまでに教員が授業の準備などを行う時間を90分確保する

という。どのように時間を捻出するかは学校ごとに異なるが、毎日数10分行っている朝学、

学活とかホームルームや、お昼の掃除を１日ごとに行ったり、教員の打ち合わせを端末上

で行ったりすることなどが想定されるという。 

  児童の授業時間数が減ることはなく、再来年度までには全ての小学校で行う方針。また、

中学校では平日の部活動を、原則教職員の勤務時間内で終了し、大会などの前は校長の裁

量により部活動の時間を変更できるとしている。 

  このほか小中学校共通で保護者などからの学校への電話の受付は、緊急を除き原則午後

６時までとする方針。これらの働き方改革は、去年夏頃から宇部市教育委員会と小中学校

の校長会が協議を重ね決定したもの。宇部市教育委員会では勤務時間の適正化を進め、教

職員の長時間勤務の解決を図りたいとしていると報じております。 

  そこで、大竹市教育委員会に問います。今回の設定期限の緩和により、改革の進み具合

に地域ごとの差が出てしまうとの懸念が出ています。部活の地域移行への取り組み方は変

わりますか。実現への工程表はできていますか。地域移行する上で何が一番大事だと考え

ていますか。障害は何ですか。教員の長時間労働を解消する上で、部活の地域移行以外に

何か方策があると考えられますか。 

  この新聞記事では、部活中心の職員室の雰囲気がおかしいと感じていた。ずっと顧問を

辞めたかったが怖くて言い出せなかったと、さきの男性教員が語っていますが、このよう

なことがくれぐれもないようにお願いします。 

  壇上での質問は以上で終わります。答弁よろしくお願いします。 

○議長（賀屋幸治） 教育長。 

〔教育長 小西啓二 登壇〕 

○教育長（小西啓二） それでは、小中議員の御質問にお答えをいたします。 

  議員御指摘のとおり、部活動の地域移行についての方針が変更となり、国は一律に達成

時期を定めず、地域の実情等に応じて可能な限り早期の実現を目指すとし、地域移行につ

いての明確な期限を設けないこととしました。しかし、これにより、大竹市教育委員会の

取り組み方が大きく変わることはありません。部活動の地域移行を実現するための、現段

階での考えを御説明します。 

  まず、生徒、保護者、学校から部活動の地域移行に係る意見を聴き、実態把握をした上

でモデル事業を行い、その成果及び課題を整理しながら実現に向けての方向性を再確認し

た上で全中学校での実施を目指すというもので、段階的に取り組みを進めていきたいと考

えています。 
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  次に、地域移行する上で一番大切なことですが、地域の子供たちは学校を含めた地域で

育てるという意識のもと、部活動の教育的意義や役割を地域移行後においても継承、発展

させ、地域での多様な体験やさまざまな世代との豊かな交流などを通じ、生徒の望ましい

成長を保障できるようにすることと考えています。 

  次に、地域移行する際の課題として考えていること２点についてお答えをします。 

  １点目は、指導者の確保です。指導者は、部活動を通して人間形成を促すという教育的

価値を踏まえた指導のできる者でなければなりません。また、市内３中学校には20もの部

活動があり、これらの部活動を指導できる指導者を確保することが必要です。こうした指

導者の質及び量を確保できるかが、大きな課題であると考えています。 

  ２点目は、外部に委託した際の費用です。民間委託とした場合、生徒側の負担増が想定

され、誰がどの程度負担するのか、経済的に苦しい家庭への支援についてどうするのかが

課題であると考えています。 

  最後に、教員の長時間労働を解消する上で、部活動の地域移行以外の方策として考えら

れるものについてお答えをします。 

  まず、部活動における取り組みについてです。本市では、スポーツ庁、文化庁のガイド

ラインを受けて、運動部、文化部の活動方針を平成31年に策定をしています。その中で休

養日は週当たり２日以上、平日１日と休日１日は少なくとも休養日とすることとしていま

す。市内３中学校は、こうした活動方針を遵守して部活動を行っています。 

  また、平日の休養日は、定時退庁日としており、教員ができるだけ早く退庁できるよう

にし、長時間勤務の削減を図るようにしております。さらに部活動顧問について教員の２

人体制を組んだり、外部指導者に依頼したりするなど、負担軽減を行っています。 

  次に、部活動以外での取り組みについてです。令和元年６月に大竹市教育委員会は県の

方針を受けて、学校における働き方改革取組方針を策定をいたしました。この方針に基づ

く取り組みを進めることで職員の意識改革などを図り、長時間労働の縮減に努めていると

ころです。今年度、教職員を対象にストレスチェックを実施したところ、全体的な傾向と

して、仕事に負担を感じている面があるものの、上司や同僚の支援を得ながら働きがいを

感じているという傾向も見られました。今後とも大竹市教育目標「笑顔・元気」かがやく

大竹っ子の育成を目指していくとともに、教職員も笑顔・元気で輝けるような風通しのよ

い職場、そして、学校を目指し、取り組みを進めてまいります。 

  以上で、小中議員への答弁を終わります。 

○議長（賀屋幸治） 小中議員。 

○５番（小中真樹雄） 分かりました。 

  段階的な取り組みということですが、その指導者の確保とか貧困世帯支援とかを考える

と、すぐできないのは私にも容易に理解できますし、以前から地域移行の問題点と指摘さ

れていたことですが、この教員の長時間労働というのは、もうこのままにしては絶対いけ

ないことだと、私は思っております。だから、その地域移行がすぐできないのであれば、

何らかの移行措置として対策を講じる必要があると思います。 

  私は、先ほども申しましたように、私は地域移行を絶対しろとか、そう思っているわけ



（５．３．７) 

－114－ 

 

ではなくて、とにかく土日ぐらい普通の人と同じ、普通の人と言ったら言い方がちょっと

おかしいんですが、皆さんお休みに、土日休みじゃない人もいるから今のはちょっとまず

かったんですが、土日休みの人と同じように休んで、十分リフレッシュして月曜からの授

業に臨んでいただきたいということを強調しましたが、そのためのシステムというか体制

をつくることはできないのか、その何とかいろいろ工面してそういう体制をつくることが

できるのではないかということを、ちょっとお伺いしたいと思います。 

○議長（賀屋幸治） 総務学事課長。 

○総務学事課長（貞盛倫子） 部活動指導の教員の負担軽減に向けて何かしら取り組みがで

きないかというような御質問だったと思います。 

  部活動指導の教員の負担軽減については、運動部活動の方針、そして、文化部活動の方

針を踏まえた学校における活動方針を決定すること。そして、外部人材を活用した取り組

み等について進めております。 

  また、以前御質問いただいたときにお答えをしましたが、その部活動について、１人体

制ではなくて、できるだけ２人体制で部活を指導することによって、都合の悪いときには

代わりの者が出たり、お互いに協力をしながら、都合をつけ合いながら勤務に当たれるよ

うに工夫をしているところです。 

  この部活動の基本方針においては、休日必ずどちらか１日は休みを取ること、また、平

日の中でも１日部活動の休養日を設けることというようなことを決めておりますので、そ

ういったところを遵守しながら、教員が仕事に向き合う時間をしっかり取る中で、働き方

改革を進めているところでございます。 

  以上です。 

○議長（賀屋幸治） 小中議員。 

○５番（小中真樹雄） それは分かるんですけれども、本当にその教員の長時間労働ってい

うか、例えば教員の方って、土日休みでも、次の週の授業の準備をしなきゃいけないとか、

そういうことは多々あると思うんですよ。 

  この朝日新聞の連載ではないけど、続きものの中で、私ら子供のときに、学校の先生は

夏休みがあるからいいなとか思ってましたが、記事読むと、私は８月に１日も休みがなか

ったとか、そういう人がいるわけですよね。だから根本的に今、野球なんかでも投球制限

というのがありますよね。だから、もう時間外制限という、教員の方の場合は時間外制限

というのを設けてもいいのではないかと思うぐらいなわけですよね。 

  それはもう、何かその上その先生にこの指導がどうのこうのと言われたら、私は、先生

はたまらんと思いますよ、本当。だから、何らかのその決断っていうか、もうここは、だ

から何が一番大事かっていうことは、先生方がもし倒れたりして、だからそういうことが

ない、いわゆるフェールセーフというか、そういうことを起こさせないためにはきっちり

した休養を取っていただくと、それが私は必要不可欠だと思います。 

  だから、どんなことでもいいから、とにかく何とかしてその土日を休みにするような時

間の捻出の仕方というか、その創意工夫というのは、私はもう今の時代、必要不可欠だと

感じております。何か解決の手段はないのかなと。何かあればというのか、何かあればで
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はなくて、これは今現実にあるわけで、これをほっておいたら絶対あかんと思うんですよ

ね。それを、こういう現実がありながらそのままにしておくっていうのは、もう不作為責

任と私は思います。 

  それに何度も申しますが、基本給の４％やったかな。要するに実質時間外労働を払われ

ずに、最高100時間以上時間外をさせられているのか、しているのかというか、させられ

ているんでしょうね。こんなのあり得ないことだと思いますよね。 

  だから、とにかくその何かが起こる前に、事前に予防策っていうのを講じておく必要が

あると思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（賀屋幸治） 教育長。 

○教育長（小西啓二） 小中議員の御提案というか御指摘、話を聞きながら、私自身も大変

心が痛んでおります。教職員の時間外というのは本市の大きな課題でもございます。 

  教師の姿というのは、やっぱり子供に映ってくるというふうに思っています。子供はや

はり教師の鏡であるというふうにも思いますし、元気で教育愛にあふれた笑顔の教師が子

供の前にいるということで、子供たちをしっかり育てていく１つの大きな軸になるという

ふうにも考えております。 

  そういう中で、やはり子供たちが大好きで学校が大好きで、そういう教師のそういう仕

事を、心のゆとりを持てるような、そのあたりを、今お話を聞かせていただきながら思っ

ております。いろいろと、例えば時間外45時間以上はしないようにというような、こちら

のほうからも指導はしておりますし、80時間以上を超えればそのあたりについては校長の

ほうから、例えば管理医のほうに行ってカウンセリングを受けなさいよとか、そういう指

導も行っておりますが、ただそれだけじゃないような気もしております。 

  意識改革も必要でしょうし、実際に土日の部活動についても、例えば休日にするとか、

今部活の地域移行を進めていますけれども、そういう形を何か取れたらいいなと思ってい

ます。そのような形でどうにか進めてまいりたいとは思ってるんですが、なかなか思うよ

うにいかないのが現実でございます。 

  教師というのはやっぱり子供が一番なんですよね。そして、部活っていうのも教師にと

って非常に生きがいでもあるし、指導していく上で必要なものでもあるという教師もたく

さんおりますので、一概に部活を土日はしないでというようなことにはならないんです。

その辺りの調整が非常に難しいというところでございます。御理解いただき、ただ、地域

移行についてはしっかりと着実に進めてまいりたいというふうには思っております。 

  以上でございます。 

○議長（賀屋幸治） 小中議員。 

○５番（小中真樹雄） 理解できないことはないんですが、例えば現状で、大会への引率と

か、そういうときはあっていいと思うんですが、やっぱりできるだけ土日は休むようにす

るというシステムを構築することが、私はぜひ必要だと訴えたいと思います。 

  先生方が子供第一に考えるっていうのはよく分かりますが、でも、その厳然たる、要す

るに教員試験の志願者が明らかに減っているという、その厳然たる事実はあるわけですよ

ね。それはやっぱり何かというと、長時間労働に対する危機感が大半を占めているんだと
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思われますよね。教員だからと交際を断られるのも、そういうことに付随しているのでは

ないかと思われるわけですよね。 

  やっぱり学校の先生も人の子ですからね。学校の先生にもちゃんとした自分の御家庭も

あって、いろいろやらないといけないこともあって、その中で授業の準備もしないといけ

ない、いろいろあるわけだから、これは私のお願いとして、できるだけ早期にその学校の

先生が土日は安心して休めるようなシステムを構築していただきたいなと思います。 

  私はさらにもう１つ、長時間労働とは関係ないんですが、学校の先生が子供たちの、学

問というか勉強にしてもスポーツにしても、優劣だけ、成果だけを捉えるのではなく、学

校の先生にはその勉強というか、学問ってこんなに楽しいんだよと、スポーツってこんな

に楽しいんだよと、そういうことを教えていただきたいと思います。単にその成果だけを

求めるのではなく、現在は、その新自由主義というか、私の一番大嫌いな新自由主義って

いうもののようで、学校の先生には本当に子供たちに勉強の楽しさ、できる、できないだ

けじゃなくて、勉強の楽しさとか運動の楽しさ、それを教えていただきたいとお願いして、

質問を終わります。どうかできるだけ早期に、そういうシステム構築をお願いします。 

  以上で、質問を終わります。 

○議長（賀屋幸治） この際、お諮りいたします。 

  一般質問及び総括質疑の途中ではございますが、本日はこの程度にとどめ、３月９日の

本会議に継続したいと思います。 

  これに御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（賀屋幸治） 御異議なしと認めます。 

  よって、３月９日の本会議に継続することに決しました。 

  お諮りいたします。 

  本日の会議はこの程度にとどめ、延会したいと思います。 

  これに御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（賀屋幸治） 御異議なしと認めます。 

  よって、本日はこれにて延会することに決しました。 

  お諮りいたします。 

  本日、議決された各案件につきまして、その条項、字句、数字、その他の整理を要する

ものにつきましては、その整理を議長に委任されたいと思います。 

  これに御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（賀屋幸治） 御異議なしと認めます。 

  よって、条項、字句、数字、その他の整理は、議長に委任することに決定をいたしまし

た。 

  この際、御通知申し上げます。 

  ３月９日は午前10時に開会いたします。 
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  ただいま御出席の各位には、別に書面による通知は行いません。お含みの上、御参集を

お願いいたします。 

  本日は、これにて延会いたします。 

 

１６時３８分 延会 
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